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主 眼 事 項 着  眼  点  等 評価 備  考 

 

第１の１ 基本

方針 等 

 ＜法第１１０条第１項＞ 

 
□  長期にわたり療養が必要である者に対し，施設サービス計画に基づ
いて，療養上の管理，看護，医学的管理の下における介護及び機能訓
練その他必要な医療並びに日常生活上の世話を行うことにより，その
者がその有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよ
うにしているか。◆平３０厚労令５第２条第１項 

 
□ 入所者の意思及び人格を尊重し，常に入所者の立場に立って介護医
療院サービスの提供に努めているか。◆平３０厚労令５第２条第２項  

 
□ 明るく家庭的な雰囲気を有し，地域や家庭との結び付きを重視した
運営を行い，市町村，居宅介護支援事業者，居宅サービス事業者，他
の介護保険施設その他の保健医療サービス又は福祉サービスを提供
する者との密接な連携に努めているか。◆平３０厚労令５第２条第３項 

 
□ 療養床等の定義 ◆平３０厚労令５第３条第１項 

① 療養床 
療養室のうち，入所者１人当たりの寝台又はこれに代わる設

備の部分をいう。 
② Ⅰ型療養床 

療養床のうち，主として長期にわたり療養が必要である者で
あって，重篤な身体疾病を有する者，身体合併症を有する認知
症高齢者等を入所させるためのものをいう。 

③ Ⅱ型療養床 
療養床のうち，Ⅰ型療養床以外のものをいう。 

 
 ◎ 医療機関併設型介護医療院等の形態  ◆平３０老老発０３２２第１号第１の５ 

① 医療機関併設型介護医療院 
イ 医療機関併設型介護医療院は，病院又は診療所に併設（同一敷
地内又は隣接する敷地において，サービスの提供，夜勤を行う職
員の配置等が一体的に行われているものを指すこと。以下同じ。
）され，入所者の療養生活の支援を目的とする介護医療院である
。 

② 併設型小規模介護医療院 
イ 併設型小規模介護医療院は，医療機関併設型介護医療院のうち
，当該介護医療院の入所定員が19 人以下のものをいう。 

ロ 併設型小規模介護医療院は，病院又は診療所に１か所の設置と
する。 

□ 施設サービスを提供するに当たっては，法第 118条の２第１項に規

定する介護保険等関連情報その他必要な情報（下記）を活用し，適切

かつ有効に行うよう努めているか。◆平３０厚労令５第２条第５項 

① 介護給付等に要する費用の額に関する地域別，年齢別又は要介護

認定及び要支援認定別の状況 

② 介護給付等に要する費用の額に関する地域別，年齢別又は要介護

認定及び要支援認定別の情報 

③ 被保険者の要介護認定及び要支援認定における調査に関する状

況 

④ 被保険者の要介護認定及び要支援認定における調査に関する情

報 

 

適 

・ 

否 

 

 

第１の２ 人権

の擁護及び虐

待の防止 

□ 入所者の人権の擁護，虐待の防止等のため，必要な体制の整備を
行うとともに，その従業者に対し，研修を実施すること等の措置を
講じているか。◆平３０厚労令５第２条第４項 

 
□ 入所者の人権の擁護，虐待の防止等のため，責任者を設置すること

等必要な体制の整備を行うとともに，その従業者に対し，研修を実施

すること等の措置を講じるよう努めているか。   

 

適 

・ 

否 

令和６年３月３１日ま
では努力義務となる
（経過措置） 
 
 
責任者等体制の有・無 
研修等実施の有・無 

第１の３ 暴力

団の排除 

□ 管理者及び従業者（副管理者その他いかなる名称を有する者である 

かを問わず、それと同等以上の職にある者であって、入所者の利益に 

重大な影響を及ぼす業務について一切の裁判外の行為をする権限を 

有し、又は当該事業所の業務を統括する者の権限を代行し得る地位に 

あるもの）は、京都府暴力団排除条例第２条第３号に掲げる暴力団員 

ではないか。 

 

適 

・ 

否 
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主 眼 事 項 着  眼  点  等 評価 備  考 

 

□ 運営について、京都府暴力団排除条例第２条第４号に掲げる暴力団 

員等の支配を受けていないか。 

 
第２ 人員に関
 する基準 
１ 共通事項 
(1) 入所者の数 
 

 
 
□ 従業者の員数を算定する場合の入所者の数は，前年度の平均値とし
ているか。ただし，新設又は増床の場合は，適正な推定数（平３０老
老発0322第１号第３の10(5)②）により算定しているか。 

 ◆平３０厚労令５第４条第２項   

 

適 

・ 

否 

 
 
提出資料で確認  
当日入所者数と乖離し
ている場合は理由確認 
 

 
(2) 常勤換算方
 法 
 
 

 
□ 当該介護医療院の従業者のそれぞれの勤務延時間数の総数を当該
介護医療院において常勤の従業者が勤務すべき時間数（32時間を下回
る場合は32時間を基本とする。）で除することにより常勤の従業者の
員数に換算しているか。 
ただし，雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に

関する法律（昭和47年法律第113号）第13条第1項に規定する措置（以
下「母性健康管理措置」という。）又は、育児休業，介護休業等育児
又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律（平成３年法律第76号
）第23条第１項，同条第３項又は同法第24条に規定する所定労働時間
の短縮措置が講じられている者については，入所者の処遇に支障がな
い体制が施設として整っている場合は，例外的に常勤の従業者が勤務
すべき時間数を30時間として取り扱うことを可能とする。 
◆平３０老老発０３２２第１号第３の１０（１） 
 
◎ 当該施設に併設される事業所の職務であって，当該施設の職務と
同時並行的に行われることが差し支えないと考えられるものについ
ては，それぞれに係る勤務時間数の合計が常勤の従業者が勤務すべ
き時間数に達していれば，常勤の要件を満たすものであることとす
る。例えば，介護医療院，指定（介護予防）通所リハビリテーショ
ン事業所及び指定（介護予防）訪問リハビリテーション事業所が併
設されている場合，介護医療院の管理者，指定（介護予防）通所リ
ハビリテーション事業所の管理者及び指定（介護予防）訪問リハビ
リテーション事業所の管理者を兼務している者は，その勤務時間数
の合計が所定の時間数に達していれば，常勤要件を満たすこととな
る。◆平３０老老発０３２２第１号第３の１０（３） 

 

適 

・ 

否 

 
常勤者の勤務時間 
             時間 
 
 

 
(3) 職務への専
 従 
 

 
□ 介護医療院の従業者は，専ら当該介護医療院の職務に従事する者で
あるか。ただし，入所者の処遇に支障がない場合はこの限りでない。
◆平３０厚労令５第４条第４項 

 

適 

・ 

否 

 

 
２ 医師  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
□ 常勤換算方法で，介護医療院の入所者のうちⅠ型療養床の入所者（
「Ⅰ型入所者」という。）の数を48で除した数に，介護医療院の入所
者のうちⅡ型療養床の入所者（「Ⅱ型入所者」という。）の数を100で
除した数を加えて得た数以上（その数が３に満たないときは３とし，
その数に１に満たない端数が生じたときは，その端数は１として計算
する。）となっているか。◆平３０厚労令５第４条第１項第１号 

 
◎ 上記にかかわらず，Ⅱ型療養床のみ有する介護医療院であって，
基準省令第27 条第３項ただし書の規定により，介護医療院に宿直
を行う医師を置かない場合にあっては，入所者の数を100で除した
数以上の医師を配置するものとする。なお，その数に１に満たない
端数が生じたときは，その端数は１として計算する。 
 ◆平３０老老発０３２２第１号第３の１（２） 

◎ 上記にかかわらず，医療機関併設型介護医療院の場合にあって
は，常勤換算方法で，Ⅰ型入所者の数を48で除した数に，Ⅱ型入
所者の数を100で除した数を加えて得た数以上の医師を配置する
ものとする。◆平３０厚労令５第４条第６項，平３０老老発０３２２第１号第３の１（３） 

 
◎ 上記に関わらず，併設型小規模介護医療院における医師の配置に
ついては，併設される医療機関により当該併設小規模介護医療院の
入所者の処遇が適切に行われると認められる場合にあっては，置か
ないことができることとする。◆平３０老老発０３２２第１号第３の１（４） 

 
◎ 複数の医師が勤務する形態にあっては，それらの勤務延時間数が

 

適 

・ 

否 

 
医師      人 
資格証確認 
 
常勤換算     人 
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主 眼 事 項 着  眼  点  等 評価 備  考 

基準に適合すれば差し支えないこと。ただし，このうち１人は，入
所者全員の病状等を把握し施設療養全体の管理に責任を持つ医師と
しなければならないこと。なお，兼務の医師については，日々の勤
務体制を明確に定めておくこと。◆平３０老老発０３２２第１号第３の１（５） 

 
◎ 介護医療院で行われる（介護予防）通所リハビリテーション，（
介護予防）訪問リハビリテーションの事業所の職務であって，当該
施設の職務と同時並行的に行われることで入所者の処遇に支障が
ない場合は，介護医療院サービスの職務時間と（介護予防）通所リ
ハビリテーション，（介護予防）訪問リハビリテーションの職務時
間を合計して介護医療院の勤務延時間数として差し支えないこと。
◆平３０老老発０３２２第１号第３の１（６） 

 
３ 薬剤師 
 
 

 
□ 常勤換算方法で，Ⅰ型入所者の数を150 で除した数に，Ⅱ型入所者
の数を300 で除した数を加えて得た数以上となっているか。 

  ◆平３０厚労令５第４条第１項第２号 
◎ 上記に関わらず，併設型小規模介護医療院における薬剤師の配置
については，併設される医療機関の職員（病院の場合にあっては，
医師又は薬剤師。診療所の場合にあっては，医師とする。）により当
該施設の入所者の処遇が適切に行われると認められる場合にあって
は，置かないことができることとする。◆平３０老老発０３２２第１号第３の２（２） 

 

適 

・ 

否 

 
薬剤師      人 
資格証確認 
 

 
４ 看護職員 
 
 
 

 
□ 常勤換算方法で，入所者の数を６で除した数以上となっているか。 
  ◆平３０厚労令５第４条第１項第３号 
 

 

適 

・ 

否 

看護職員（資格証確認） 
 常勤      人 
 非常勤     人 
換算後計     人 
 うち正看    人 

 
５ 介護職員 

 
□ 常勤換算方法で，Ⅰ型入所者の数を５で除した数に，Ⅱ型入所者
の数を６で除した数を加えて得た数以上となっているか。 

  ◆平３０厚労令５第４条第１項第４号 
◎ 上記に関わらず，併設型小規模介護医療院における介護職員の配
置については，常勤換算方法で，当該併設型小規模介護医療院の入
所者の数を６で除した数以上を配置するものとする。 

 ◆平３０老老発０３２２第１号第３の４（２） 
◎ 介護職員の数を算出するに当たっては，看護職員を介護職員とみ
なして差し支えない。ただし，この場合の看護職員については，人
員の算出上，看護職員として数えることはできない。 

  ◆平３０老老発０３２２第１号第３の４（３） 

 

適 

・ 

否 

 
Ⅰ型入所者数   人 
Ⅱ型入所者数   人 
 
職員必要数    人 
 
介護職員        
常勤        人 
非常勤     人 
 換算後計    人 
（看護・介護職員の人員は療養棟ごとで

はなく，Ⅰ型及びⅡ型単位で計算） 
 
６ 理学療法士 
，作業療法士又
は言語聴覚士 

 
 

 
□ 介護医療院の実情に応じた適当数となっているか。 
  ◆平３０厚労令５第４条第１項第５号 
 ◎ 併設型小規模介護医療院における理学療法士等の配置について

は，併設される医療機関の職員により当該施設の入所者の処遇が適
切に行われると認められる場合にあっては，置かないことができる
こととする。◆平３０老老発０３２２第１号第３の５（２） 

 

適 

・ 

否 

 
資格証確認 
 ＰＴ            人 
 ＯＴ            人 
ＳＴ            人 

常勤換算計    人 
 

 
７ 栄養士又は
管理栄養士 

 
 
 

 
□ 入所定員が100 名以上の介護医療院にあっては，１以上の栄養士又
は管理栄養士を配置しているか。◆平３０厚労令５第４条第１項第６号 

 
◎ 同一敷地内にある病院等の栄養士又は管理栄養士がいることに
より，栄養管理に支障がない場合には，兼務職員をもって充てても
差し支えないこと。なお，100 人未満の施設においても常勤職員の
配置に努めるべきであるが，併設型小規模介護医療院の併設医療機
関に配置されている栄養士又は管理栄養士による栄養管理が，当該
介護医療院の入所者に適切に行われると認められるときは，これを
置かないことができる。◆平３０老老発０３２２第１号第３の６ 

 

適 

・ 

否 

 
資格証確認 
管理栄養士    人 
栄養士      人 
 
 

 
８ 介護支援専
 門員 
 
 
 
 
 

 
□ １以上（入所者の数が100又はその端数を増すごとに１を標準とす 
る。）となっているか。 ◆平３０厚労令５第４条第１項第７号  

 
□ 専らその職務に従事する常勤の者となっているか。ただし，入所者
の処遇に支障がない場合には，この限りでない。 ◆平３０厚労令５第４条第５項 
◎ その業務に専ら従事する常勤の者を１名以上配置していなけれ
ばならないこと。また，入所者数が100人又はその端数を増すごとに

 

適 

・ 

否 

 
資格証確認 
ケアマネ数    人 
兼務の場合，兼務する職
内容確認 
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主 眼 事 項 着  眼  点  等 評価 備  考 

 
 
 
 
 

増員することが望ましい。ただし，増員に係る介護支援専門員につ
いては，非常勤とすることを妨げるものではない。  
◆平３０老老発０３２２第１号第３の７（１） 

◎ 併設型小規模介護医療院における介護支援専門員の配置につい
ては，当該施設の入所者に対するサービス提供が適切に行われると
認められる場合にあっては，当該介護医療院の設置形態等の実情に
応じた適当数でよいこと。◆平３０老老発０３２２第１号第３の７（１） 

◎ 入所者の処遇に支障がない場合は，当該介護医療院の他の職務に
従事することができる。また，介護支援専門員が医療機関併設型介
護医療院の職務に従事する場合であって，当該医療機関併設型介護
医療院の入所者の処遇に支障がない場合には，当該医療機関併設型
介護医療院に併設される病院又は診療所の職務に従事することがで
きることとする。この場合，兼務を行う当該介護支援専門員の配置
により，介護支援専門員の配置基準を満たすこととなると同時に，
兼務を行う他の職務に係る常勤換算上も，当該介護支援専門員の勤
務時間の全体を当該他の職務に係る勤務時間として算入することが
できるものとする。 ◆平３０老老発０３２２第１号第３の７（２） 

◎ 居宅介護支援事業者の介護支援専門員との兼務は認められない
ものである。ただし，増員に係る非常勤の介護支援専門員について
は，この限りでない。◆平３０老老発０３２２第１号第３の７（２） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
９ 診療放射線

技師 

 
□ 介護医療院の実情に応じた適当数となっているか。 
  ◆平３０厚労令５第４条第１項第８号 
◎ 併設施設との職員の兼務を行うこと等により適正なサービスを
確保できる場合にあっては，配置しない場合があっても差し支えな
いこと。◆平３０老老発０３２２第１号第３の８（２） 

 

適 

・ 

否 

 
放射線技師    人 
資格証確認 
 

 
10 調理員，事
 務員その他の 
 従業者 
 
 

 
□ 介護医療院の実情に応じた適当数となっているか。 
  ◆平３０厚労令５第４条第１項第９号 
 ◎ 併設施設との職員の兼務や業務委託を行うこと等により適正な

サービスを確保できる場合にあっては配置しない場合があっても差
し支えない。◆平３０老老発０３２２第１号第３の９（２） 

 

適 

・ 

否 

 

 
第３ 施設及び
 設備に関する
 基準 
１ 有すべき施
 設 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
□ 次に掲げる施設を有しているか。◆平３０厚労令５第５条第１項  

①療養室  ②診察室  ③処置室  ④機能訓練室   
⑤談話室  ⑥食堂   ⑦浴室  ⑧レクリエーション・ルーム 
⑨洗面所  ⑩便所  ⑪サービス・ステーション  ⑫調理室 
⑬洗濯室又は洗濯場  ⑭汚物処理室 

 
  ◎ ④，⑤，⑥及び⑧等を区画せず，１つのオープンスペースとする

ことは差し支えないが，入所者に対する施設サービスの提供に支障
を来さないよう全体の面積は各々の施設の基準面積を合算したもの
以上とすること。◆平３０老老発０３２２第１号第４の２（１）① 

  ◎ 施設の兼用については，各々の施設の利用目的に沿い，かつ， 
   入所者に対する施設サービスの提供に支障を来さない程度で認め
  られる。（⑤と⑧，⑨と⑩等が同一区画にあること 等） 

◆平３０老老発０３２２第１号第４の２（１）① 
  ◎ 家族相談室，ボランティア・ルーム，家族介護教室は，設置が 
   望ましい。◆平３０老老発０３２２第１号第４の２（１）④ 
 
□ 専ら当該介護医療院の用に供するものとなっているか。ただし，入
 所者の処遇に支障がない場合にはこの限りでない。◆平３０厚労令５第５条第３項 
 ◎ 介護医療院と介護老人保健施設，指定介護老人福祉施設等の社会

福祉施設等とが併設される場合に限り，ただし書が適用されるもの
である。 

  ◎ ①，②，③については併設施設との共用は認められない。 
 ◎ 共有する施設についても介護医療院としての許可を与えること

となるので，例えば，併設の病院と施設を共用する場合には，その
共用施設については医療法上の許可と介護医療院の許可とが重複
する。◆平３０老老発０３２２第１号第４の２（１）③ 

 

適 

・ 

否 

 
 
 
 
届出図面と変更ないか 
 
※変更には事前の許可
必要 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
２ 施設の基準 
(1) 療養室 
 

 
□ １の療養室の定員は，４人以下となっているか。 
  ◆平３０厚労令５第５条第２項第１号イ 
□ 入所者１人当たりの床面積は，内法による測定で８平方㍍以上とな

 

適 

・ 

否 
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主 眼 事 項 着  眼  点  等 評価 備  考 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

っているか。◆平３０厚労令５第５条第２項第１号ロ 
 ◎ 療養室に洗面所を設置した場合に必要となる床面積及び収納設
  備の設置に要する床面積は，基準面積に含めて差し支えない。 
  ◆平３０老老発０３２２第１号第４の２（１）② 
□ 地階に設けていないか。◆平３０厚労令５第５条第２項第１号ハ 
 
□ １以上の出入口は，避難上有効な空地，廊下又は広間に直接面し  

て設けられているか。◆平３０厚労令５第５条第２項第１号ニ 
 
□ 入所者のプライバシーの確保に配慮した療養床を備えているか。 
  ◆平３０厚労令５第５条第２項第１号ホ 
◎ 多床室の場合にあっては，家具，パーティション，カーテン等の
組合せにより，室内を区分することで，入所者同士の視線等を遮断
し，入所者のプライバシーを確保すること。カーテンのみで仕切ら
れているに過ぎないような場合には，プライバシーの十分な確保と
はいえない。また，家具，パーティション等については，入所者の
安全が確保されている場合には，必ずしも固定されているものに限
らない。 ◆平３０老老発０３２２第１号第４の２（１）② 

 
□ 入所者の身の回り品を保管することができる設備を備えているか 
  ◆平３０厚労令５第５条第２項第１号ヘ 
□ ナース・コールを設けているか。◆平３０厚労令５第５条第２項第１号ト 
 
◎ 入所者の状況等に応じ，サービスに支障を来さない場合には，入
所者の動向や意向を検知できる機器を設置することで代用すること
として差し支えない。◆平３０老老発０３２２第１号第４の２（１）② 

 
 ＜療養病床から転換した場合に係る経過措置＞ 

療養病床等又は当該診療所の病床を平成36年（令和6年）3月31日
までの間に転換を行って介護医療院（ユニット型介護医療院を除く。
）を開設する場合における当該転換に係る療養室については，第五
条第二項第一号ロの規定にかかわらず，新築，増築又は全面的な改
築の工事が終了するまでの間は，入所者１人当たりの床面積は，6.
4平方㍍以上とする。◆平３０厚労令５附則第２条 

 
＜介護療養型老人保健施設から転換した場合に係る経過措置＞ 

平成36年（令和6年）3月31日までの間に介護療養型老人保健施設
の全部又は一部を廃止するとともに，介護医療院を開設した場合に
おいて，近隣の場所にある医療機関との連携により入所者に対する
介護医療院サービスの提供に支障がない場合にあっては，臨床検査
施設及びエックス線装置を，近隣の場所にある薬局と連携すること
により入所者に対する介護医療院サービスの提供に支障がない場合
にあっては，調剤を行う施設を，置かないことができる。 
また療養室については，新築，増築又は全面的な改築の工事が終

了するまでの間は，入所者１人当たりの床面積は，6.4平方㍍以上と
する。◆平３０厚労令５附則第６条，附則第７条 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
(2) 診察室 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
□ 医師が診察を行うのに適切なものとなっているか。 
   ◆平３０厚労令５第５条第２項第２号イ，平３０老老発０３２２第１号第４の２（１）② 
□ 喀痰，血液，尿，糞便等について通常行われる臨床検査を行うこと
ができる施設（以下「臨床検査施設」という。）を有しているか。 

  ◆平３０厚労令５第５条第２項第２号イ 
◎ 臨床検査施設は，病院又は診療所に設置される臨床検査施設に求
められる検査基準及び構造設備基準を満たすものであること。 

  ◆平３０老老発０３２２第１号第４の２（１）② 
□ 調剤を行う施設を有しているか。◆平３０厚労令５第５条第２項第２号イ 
 
◎ 調剤を行う施設は，病院又は診療所に設置される調剤所に求めら
れる基準を満たすものであること。◆平３０老老発０３２２第１号第４の２（１）② 

 
＜介護療養型老人保健施設から転換した場合に係る経過措置＞ 

令和6年3月31日までの間に介護療養型老人保健施設の全部又は一
部を廃止するとともに，介護医療院を開設した場合において，近隣
の場所にある医療機関との連携により入所者に対する介護医療院サ

 

適 

・ 

否 

 
流用されていないか確
認 
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主 眼 事 項 着  眼  点  等 評価 備  考 

ービスの提供に支障がない場合にあっては，臨床検査施設を，近隣
の場所にある薬局と連携することにより入所者に対する介護医療院
サービスの提供に支障がない場合にあっては，調剤を行う施設を，
置かないことができる。◆平３０厚労令５附則第６条 

 
□ 上記に関わらず，臨床検査施設は，人体から排出され，又は採取さ
れた検体の微生物学的検査，血清学的検査，血液学的検査，病理学的
検査，寄生虫学的検査及び生化学的検査（以下「検体検査」という。
）の業務を委託する場合にあっては，当該検体検査に係る設備を設け
ないことができる。◆平３０厚労令５第５条第２項第２号ロ 

 
□ 臨床検査施設においにおいて検体検査を実施する場合にあって

は，医療法施行細則（昭和23年厚生省令第50号）第9条の7から第9
条の7の3までの規定を準用する。◆平３０厚労令５第５条第２項第２号ハ 

 
(3)  処置室 

 
□ 入所者に対する処置が適切に行われる広さを有する施設を有して
いるか。医師が診察を行う施設と兼用することができる。 

  ◆平３０厚労令５第５条第２項第３号イ，ロ 
□ 診察の用に供するエックス線装置（定格出力の管電圧（波高値とす
る。）が10キロボルト以上であり，かつ，その有するエネルギーが1メ
ガ電子ボルト未満のものに限る。「エックス線装置」という。）を有し
ているか。 ◆平３０厚労令５第５条第２項第３号イ 

 
＜介護療養型老人保健施設から転換した場合に係る経過措置＞ 

令和6年3月31日までの間に介護療養型老人保健施設の全部又は一
部を廃止するとともに，介護医療院を開設した場合において，近隣
の場所にある医療機関との連携により入所者に対する介護医療院サ
ービスの提供に支障がない場合にあっては，エックス線装置を置か
ないことができる。◆平３０厚労令５附則第６条 

 

適 

・ 

否 

 

 
(4) 機能訓練室 
 
 

 
□ 内法による測定で40平方㍍以上の面積を有し，必要な器械及び器具
を備えているか。◆平３０厚労令５第５条第２項第４号 
◎ 併設型小規模介護医療院の場合は，機能訓練を行うのに十分な広
さを有し，必要な器械・器具を備えることで足りる。 

    ◆平３０老老発０３２２第１号第４の２（１）② 

 

適 

・ 

否 

 
機能訓練室面積： 
 
 

 
(5) 談話室 
 

 
□ 入所者同士や入所者とその家族が談話を楽しめる広さを有してい
るか。◆平３０厚労令５第５条第２項第５号 

適 

・ 

否 

 

 
(6) 食堂 
 

 
□ 内法による測定で，入所者１人当たり１平方㍍以上の面積を有する
こと。◆平３０厚労令５第５条第２項第６号 

適 

・ 

否 

 
食堂面積： 
 

 
(7) 浴室 
 

 
□ 身体の不自由な者が入浴するのに適したものとなっているか。 
  ◆平３０厚労令５第５条第２項第７号 
□ 一般浴槽のほか，入浴に介助を必要とする者の入浴に適した特別浴
槽が設けられているか。  ◆平３０厚労令５第５条第２項第７号  

 

適 

・ 

否 

 
特浴設置数：   基 
 

 
(8) レクリエ
ーション・ル
ーム 

 
□ レクリエーションを行うために十分な広さを有し，必要な設備を備
えているか。  ◆平３０厚労令５第５条第２項第８号 

適 

・ 

否 

 

 
(9) 洗面所 
 

 
□ 身体の不自由な者が利用するのに適したものとなっているか。 
  ◆平３０厚労令５第５条第２項第９号 

適 

・ 

否 

 
手拭タオル共用は× 
 

 
(10) 便所 
 

 
□ 身体の不自由な者が利用するのに適したものとなっているか。 
  ◆平３０厚労令５第５条第２項第１０号 

適 

・ 

否 

 

 
(11) サービス
 ・ステーショ
 ン 

 
◎ 看護・介護職員が入所者のニーズに適切に応じられるよう，療養室
のある階ごとに療養室に近接して設けているか。 

 ◆平３０老老発０３２２第１号第４の２（１）② 

適 

・ 

否 

 

 
(12) 調理室 
 

 
◎ 食器，調理器具等を消毒する設備，食器，食品等を清潔に保管する
設備並びに防虫及び防鼠の設備を設けているか。 

適 

・ 
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主 眼 事 項 着  眼  点  等 評価 備  考 

 ◆平３０老老発０３２２第１号第４の２（１）② 否 

 
(13) 汚物処理
   室 
 

 
◎ 他の施設と区別された一定のスペースを有しているか。 
  ◆平３０老老発０３２２第１号第４の２（１）② 
 

適 

・ 

否 

 

 
(14) その他 
 

 
◎ 焼却炉，浄化槽，その他の汚物処理設備及び便槽を設ける場合には

，療養室，談話室，食堂，調理室から相当の距離を隔てて設けている
か。◆平３０老老発０３２２第１号第４の２（１）② 

 
◎ 床面積を定めない施設については，各々の施設の機能を十分に発揮

し得る適当な広さを確保するよう配慮しているか。 
  ◆平３０老老発０３２２第１号第４の２（１）② 

 

適 

・ 

否 

 

 
３ 構造設備の
 基準 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
□ 療養室，談話室，食堂，浴室，レクリエーション・ルーム，便所等
入所者の療養生活に充てられる施設を設けている建物は，建築基準法
第２条第９号の２に規定する耐火建築物となっているか。 
ただし，次のいずれかの要件を満たす２階建て又は平屋建ての介

護医療院の建物にあっては，同条第９号の３に規定する準耐火建築
物とすることができる。◆平３０厚労令５第６条第１項第１号 

 
イ 療養室その他の入所者の療養生活に充てられる施設を２階及
び地階のいずれにも設けていないこと。 

ロ 療養室等を２階又は地階に設けている場合であって，次に掲げ
る要件の全てを満たすこと。 
⑴ 当該介護医療院の所在地を管轄する消防長等と相談の上，第

３２条第１項の規定による計画に入所者の円滑かつ迅速な避
難を確保するために必要な事項を定めること。 

⑵ 第３２条第１項の規定による訓練については，同項の計画に
従い，昼間及び夜間において行うこと。 

⑶ 火災時における避難，消火等の協力を得ることができるよ
う，地域住民等との連携体制を整備すること。 

 
 ＜療養病床等又は介護療養型老人保健施設から転換した介護医療院

に係る経過措置＞  ◆平３０厚労令５附則第３条，第８条 
下記建物については，上記の基準は，適用しない。 
⑴  療養病床等を有する病院又は病床を有する診療所の開設者が

，当該病院の療養病床等又は当該診療所の病床を令和6年3月31
日までの間に転換を行って介護医療院を開設する場合における
当該介護医療院の建物 

⑵  介護療養型老人保健施設を開設した場合であって，令和6年３
月31日までの間に当該介護療養型老人保健施設の全部又は一部
を廃止するとともに，介護医療院を開設した場合における当該
介護医療院の建物 

 
□ 上記の基準に関わらず，京都府知事が，火災予防，消火活動等に関
し，専門的知識を有する者の意見を聴いて，次の各号のいずれか の
要件を満たす木造かつ平屋建ての介護医療院の建物であって，火災に
係る入所者の安全性が確保されていると認めたときは， 耐火建築物
又は準耐火建築物とすることを要しない。◆平３０厚労令５第６条第２項 

  ア スプリンクラー設備の設置，天井等の内装材等への難燃性材料の
使用，調理室等火災が発生するおそれがある箇所における防火区画
の設置等により，初期消火及び延焼の抑制に配慮した構造であるこ
と。 

 イ 非常警報設備の設置等による火災の早期発見及び通報の体制が
整備されており，円滑な消火活動が可能なものであること。 

 ウ 避難口の増設，搬送を容易に行うために十分な幅員を有する避難
路の確保等により，円滑な避難が可能な構造であり，かつ，避難訓
練を頻繁に実施すること，配置人員を増員すること等により，火災
の際の円滑な避難が可能なものであること。 

 
 ◎ 「火災に係る入所者の安全性が確保されている」と認めるときは

，次の点を考慮して判断すること。◆平３０老老発０３２２第１号第４の２（２） 
  ① 本主眼事項第３の２の各要件のうち，満たしていないものにつ

 

適 

・ 

否 
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主 眼 事 項 着  眼  点  等 評価 備  考 

 
 
 
 
 

いても，一定の配慮措置が講じられていること。 
  ② 日常又は火災時における火災に係る安全性の確保が，入所者が

身体的，精神的に障害を有する者であることにかんがみてなされ
ていること。 

  ③ 管理者及び防火管理者は，当該施設の建物の燃焼性に対する知
識を有し，火災の際の危険性を十分認識するとともに，職員等に
対して，火気の取扱いその他火災予防に関する指導監督，防災意
識の高揚に努めること。 

  ④ 定期的に行うこととされている避難等の訓練は，当該施設の建
物の燃焼性を十分に勘案して行うこと。  

 
□ 療養室等が２階以上の階にある場合は，屋内の直通階段及びエレベ

ーターをそれぞれ１以上設けているか。 ◆平３０厚労令５第６条第１項第２号 
 
 ＜療養病床等又は介護療養型老人保健施設から転換した介護医療院

に係る経過措置＞ ◆平３０厚労令５附則第４条，第９条 
下記建物における当該転換に係る屋内の直通階段及びエレベータ

ーについては，「屋内の直通階段及びエレベーターをそれぞれ１以上
設けること」とあるのは，「屋内の直通階段を２以上設けること。た
だし，エレベーターが設置されているもの又は２階以上の各階にお
ける療養室の床面積の合計がそれぞれ50平方㍍（主要構造部が耐火
構造であるか，又は不燃材料（建築基準法第２条第９号に規定する
不燃材料をいう。）で造られている建築物にあっては100平方㍍）以
下のものについては，屋内の直通階段を１とすることができる」と
する。 
⑴ 療養病床等を有する病院又は病床を有する診療所の開設者が，

当該病院の療養病床等又は当該診療所の病床を令和6年3月31日
までの間に転換を行って介護医療院を開設する場合における当
該介護医療院の建物 

⑵ 介護療養型老人保健施設を開設した場合であって，令和6年３
月31日までの間に当該介護療養型老人保健施設の全部又は一部
を廃止するとともに，介護医療院を開設した場合における当該介
護医療院の建物 

 
□ 療養室等が３階以上の階にある場合は，避難に支障がないように避
難階段を２以上設けているか。ただし，前号の直通階段を避難階段と
しての構造とする場合は，その直通階段の数を避難階段の数に算入す
ることができる。◆平３０厚労令５第６条第１項第３号 

 
□ 診察の用に供する電気，光線，熱，蒸気又はガスに関する構造設備
については，危害防止上必要な方法を講ずることとし，放射線に関す
る構造設備については，医療法施行規則の規定を準用する。 

  ◆平３０厚労令５第６条第１項第４号 
□ 階段には，手すりを設けているか。◆平３０厚労令５第６条第１項第５号 
  ◎ 階段の傾斜は緩やかにするとともに，手すりは原則として両側 
   に設けること。◆平３０老老発０３２２第１号第４の３（４） 
 
□ 廊下の構造は次のとおりとなっているか。◆平３０厚労令５第６条第１項第６号 
 ア 廊下の幅は，1.8㍍以上となっているか。 
   ただし，中廊下の幅は，2.7㍍以上となっているか。 
 イ 手すりを設けているか。 
ウ 常夜灯を設けているか。 
◎ 廊下の幅は内法によるものとし，壁から測定するものとする。 
◎ 適当な手すりを設けること。なお，手すりは両側に設けるこ
とが望ましい。 

◎ 中廊下は，廊下の両側に療養室等又はエレベーター室のある 
廊下をいう。  ◆平３０老老発０３２２第１号第４の３（５） 

  
＜療養病床等又は介護療養型老人保健施設から転換した介護医療院
に係る経過措置＞ ◆平３０厚労令５附則第５条，第１０条 
下記建物における当該転換に係る廊下の幅はについては，1.2㍍以

上とする。ただし，中廊下の幅は，1.6㍍以上とする。 
⑴ 療養病床等を有する病院又は病床を有する診療所の開設者が，
当該病院の療養病床等又は当該診療所の病床令和6年3月31日まで
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主 眼 事 項 着  眼  点  等 評価 備  考 

の間に転換を行って介護医療院を開設する場合における当該介護
医療院の建物 

⑵ 介護療養型老人保健施設を開設した場合であって，令和6年３月
31日までの間に当該介護療養型老人保健施設の全部又は一部を廃
止するとともに，介護医療院を開設した場合における当該介護医
療院の建物 

 
□ 入所者に対する施設サービスの提供を適切に行うために必要な設

備を備えているか。◆平３０厚労令５第６条第１項第７号 
  ◎ 入所者の身体の状態等に応じた施設サービスの提供を確保する

ため，車椅子，ギャッチベッド，ストレッチャー等を備えること。 
 ◎ 家庭的な雰囲気を確保するよう創意工夫すること。 
  ◎ 車椅子等による移動に支障のないよう床の段差をなくすよう努

めること。 
◎ 病院又は診療所等と介護医療院とを併設する場合には，両施設
の入所者の処遇に支障がないよう，表示等により病院又は診療所
等との区分を可能な限り明確にすることで足りること。 

  ◆平３０老老発０３２２第１号第４の３（６），（７），（８），（９） 
□ 消火設備その他の非常災害に際して必要な設備を設けているか。 
  ◆平３０厚労令５第６条第１項第８号 
  ◎ 消防法第17条の規定に基づく消防用設備等及び風水害，地震等の

災害に際して必要な設備を設けているか。◆平３０老老発０３２２第１号第４の３（１０） 
 
第４ 運営に関
 する基準 
 
１ 介護保険等
関連情報の活
用とＰＤＣＡ
サイクルの推
進について 

 
□ 介護保険等関連情報等を活用し，施設単位でＰＤＣＡサイクルを構
築・推進することにより，提供するサービスの質の向上に努めている
か。 
この場合において，「科学的介護情報システム（ＬＩＦＥ：

Long-term careInformation system For Evidence）」に情報を提出
し，当該情報及びフィードバック情報を活用することが望ましい。 

◆平３０老老発０３２２第１号第５の１ 
 

 
適 
・ 
否 

 

 
２ 内容及び手
 続の説明及び
 同意 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
□ サービスの提供の開始に際し，あらかじめ，入所申込者又はその家

族に対し，運営規程の概要，従業者の勤務の体制その他の入所申込者
のサービスの選択に資すると認められる重要事項を記した文書を交
付して説明を行い，当該提供の開始について入所申込者の同意を得て
いるか。 ◆平３０厚労令５第７条第１項 

 
 ◎ 重要事項を記した文書の内容 ◆平３０老老発０３２２第１号第５の２ 
    ア 運営規程の概要 
   イ 従業者の勤務体制 
   ウ 事故発生時の対応 
   エ 苦情処理の体制 等 
 
◎ 同意は書面によって確認しているか。（努力義務） 

◆平３０老老発０３２２第１号第５の２ 
 
□ 利用申込者又はその家族から申出があった場合には，文書の交付に
代えて電磁的方法により提供することも可。◆平３０厚労令５第７条第２項 

 

適 

・ 

否 

 
□ 最新の重要事項説
明書で内容確認 

□ 事故発生時の対応
注意利用申込者の署
名等があるもので現
物確認 

□入所者等の署名等 
があるもので現物確
認（署名の頁のみで
なく，全文保管され
ているか） 

★苦情申立窓口に以下
の記載が漏れないか 

□施設所在地の区役所
保健福祉センター健
康長寿推進課） 

□国民健康保険連合会 
 
★運営規程と不整合な

いか 
□職員の職種・員数 
□利用料・その他費用 

 
３ 提供拒否の
 禁止 
 
 

 
□ 正当な理由なくサービスの提供を拒んでいないか。 ◆平３０厚労令５第８条 
 
◎ 正当な理由がある場合とは，入院治療の必要がある場合その他入
所者に対し自ら適切な介護医療院サービスを提供することが困難な
場合である。 ◆平３０老老発０３２２第１号第５の３ 

 

適 

・ 

否 

 
断った事例あるか 
あればその理由 
 
 

 
４ サービス提
 供困難時の対
 応 

 
□ 入所申込者の病状等を勘案し，入所申込者に対し自ら必要なサービ
スを提供することが困難であると認めた場合は，適切な病院又は診療
所を紹介する等の適切な措置を速やかに講じているか。◆平３０厚労令５第９条 

 

適 

・ 

否 

 
医療の比重が高い入所
申込者への対処方法 
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主 眼 事 項 着  眼  点  等 評価 備  考 

 
５ 受給資格等
 の確認 
 
 
 
 

 
□ サービスの提供を求められた場合には，その者の提示する被保険者
証によって，被保険者資格，要介護認定の有無及び要介護認定の有効
期間を確かめているか。 ◆平３０厚労令５第１０条第１項 

 
□ 被保険者証に認定審査会意見が記載されているときは，当該認定審
査会意見に配慮して，サービスを提供するように努めているか。 

 ◆平３０厚労令５第１０条第２項 

 

適 

・ 

否 

 
対処方法確認 
（申込時にコピー等） 
 
 
記載例あるか。あれば当

該事例の計画確認 

 
６ 要介護認定
 の申請に係る
 援助 
 
 
 
 
 

 
□ 入所の際に要介護認定を受けていない入所申込者については，要介
護認定の申請が既に行われているかどうかを確認し，申請が行われて
いない場合は，入所申込者の意思を踏まえて速やかに当該申請が行わ
れるよう必要な援助を行っているか。 ◆平３０厚労令５第１１条第１項 

 
□ 要介護認定の更新の申請が遅くとも当該入所者が受けている要介
護認定の有効期間の満了日の30日前には行われるよう必要な援助を
行っているか。 ◆平３０厚労令５第１１条第２項 

 

適 

・ 

否 

 
事例あるか。あればその
際の対応内容 
 
 
 
更新時期の管理方法 
確認 
 

 
７ 入退所 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
□ その心身の状況，病状，その置かれている環境に照らし療養上の管
理，看護，医学的管理の下における介護及び機能訓練その他医療等が
必要であると認められる者を対象に，サービスを提供しているか。 
◆平３０厚労令５第１２条第１項 

 
□ 入所申込者の数が入所定員から入所者の数を差し引いた数を超え
ている場合には，医学的管理の下における介護及び機能訓練の必要性
を勘案し，介護医療院サービスを受ける必要性が高いと認められる入
所申込者を優先的に入所させるよう努めているか。◆平３０厚労令５第１２条第２項 

  ◎ 優先的な入所の取扱いについては，透明性及び公平性が求められ
ることに留意すべきこと。 ◆平３０老老発０３２２第１号第５の７（２） 

 
□ 入所申込者の入所に際しては，その者に係る居宅介護支援事業者に
対する照会等により，その者の心身の状況，生活歴，病歴，指定居宅
サービス等の利用状況等の把握に努めているか。 ◆平３０厚労令５第１２条第３項 

 
□ 入所者の心身の状況，病状，その置かれている環境等に照らし，そ
の者が居宅において日常生活を営むことができるかどうかについて，
定期的に検討し，これを記録しているか。◆平３０厚労令５第１２条第４項 

  ◎ 居宅における生活への復帰の可否の検討は，病状及び身体の状態
に応じて適宜実施すべきものである。 ◆平３０老老発０３２２第１号第５の７（４） 

 
□ 上記の検討に当たっては，医師，薬剤師，看護職員，介護職員，介
護支援専門員等の従業者の間で協議しているか。◆平３０厚労令５第１２条第５項 

 
□ 入所者の退所に際しては，その者又はその家族に対し，適切な指導
を行うとともに，居宅サービス計画の作成等の援助に資するため，居
宅介護支援事業者に対する情報の提供に努めるほか，退所後の主治の
医師に対する情報の提供その他保健医療サービス又は福祉サービス
を提供する者との密接な連携に努めているか。◆平３０厚労令５第１２条第６項 

 

 

適 

・ 

否 

 
 
 
 
 
 
明文化された基準ある
か 
あれば公開しているか 
 
 
 
 
入所申込書作成者 
  家族・ケアマネ 
様式確認 
 
判定会議開催頻度確認 
（全体）  回／１月 
（入所者ごと） １回／ 月 
    初回開催時期 
  以降        ごと 
 
出席者確認 
 
 
 
退所時の対処方法確認 
 
 

 
８ サービスの
 提供の記録 
 
 
 
 
 
 

 
□ 入所に際しては入所の年月日並びに入所している施設の種類及び
名称を，退所に際しては退所の年月日を，当該者の被保険者証に記載
しているか。◆平３０厚労令５第１３条第１項 

 
□ サービスを提供した際には，提供した具体的なサービスの内容等を
記録しているか。◆平３０厚労令５第１３条第２項 

  ◎ サービスの提供日，具体的なサービスの内容，入所者の状況その
他必要な事項を記録すること。◆平３０老老発０３２２第１号第５の８ 

適 

・ 

否 

 

 
９ 利用料等の
 受領 
 
 
 

 
□ 法定代理受領サービスに該当するサービスを提供した際には，入所
者から利用料の一部として，当該サービスについて法第48条第2項に
規定する厚生労働大臣が定める基準により算定した費用の額（その額
が現に当該サービスに要した費用の額を超えるときは，当該現にサー
ビスに要した費用の額とする。以下「施設サービス費用基準額」とい

 

適 

・ 

否 

 
領収証確認 
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主 眼 事 項 着  眼  点  等 評価 備  考 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

う。）から当該施設に支払われる施設介護サービス費の額を控除して
得た額の支払を受けているか。◆平３０厚労令５第１４条第１項 

 
□ 法定代理受領サービスに該当しないサービスを提供した際に入所
者から支払を受ける利用料の額と，施設サービス費用基準額との間に
，不合理な差額が生じていないか。 ◆平３０厚労令５第１４条第２項 

 ◎ 一方の管理経費の他方への転嫁等による不合理な差額を設けて

はならない。◆平３０老老発０３２２第１号第５の９（２） 
 
□ 上記の支払を受ける額のほか，次に掲げる費用の額以外の支払を受
けていないか。 ◆平３０厚労令５第１４条第３項 

  ア 食事の提供に要する費用 
法第51条の３第１項の規定により特定入所者介護サービス費が入

所者に支給された場合は，同条第２項第１号に規定する食費の基準
費用額（同条第４項の規定により当該特定入所者介護サービス費が
入所者に代わり当該介護医療院に支払われた場合は，同条第２項第
１号に規定する食費の負担限度額）を限度とする。 

  イ 居住に要する費用 
法第51条の３第１項の規定により特定入所者介護サービス費が入

所者に支給された場合は，同条第２項第２号に規定する居住費の基
準費用額（同条第４項の規定により当該特定入所者介護サービス費
が入所者に代わり当該介護医療院に支払われた場合は，同条第２項
第２号に規定する居住費の負担限度額）を限度とする。 

  ウ 厚生労働大臣の定める基準に基づき入所者が選定する特別な療
養室の提供を行ったことに伴い必要となる費用 

  エ 厚生労働大臣の定める基準に基づき入所者が選定する特別な食
事の提供を行ったことに伴い必要となる費用                

 オ 理美容代 
 カ アからオに掲げるもののほか，施設サービスにおいて提供される

便宜のうち，日常生活においても通常必要となるものに係る費用で
あって，入所者に負担させることが適当と認められるもの 

 
◎ カの費用の具体的な範囲については，別に通知された「通所介護
等における日常生活に要する費用の取扱いについて」に沿って適切
に取り扱われているか。◆平３０老老発０３２２第１号第５の９（３） 

◎ 保険給付の対象となっているサービスと明確に区分されないあ
いまいな名目による費用の支払を受けることは認められない。 
◆平３０老老発０３２２第１号第５の９（３） 

 
□ アからエまでの費用については，「居住，滞在及び宿泊並びに食事
の提供に係る利用料等に関する指針」及び「厚生労働大臣の定める入
所者等が選定する特別な居室等の提供に係る基準」等の定めるところ
によっているか。 ◆平３０厚労令５第１４条第４項 

 
□ 上記の費用の額に係るサービスの提供に当たっては，あらかじめ，
入所者又はその家族に対し，当該サービスの内容及び費用を記した文
書を交付して説明を行い，入所者の同意を得ているか。 

    ただし，アからエまでに掲げる費用に係る同意については，文書に
よっているか。 ◆平３０厚労令５第１４条第５項 

 ※ 当該同意については，入所者及び事業者双方の保護の立場から，
    当該サービスの内容及び費用の額を明示した文書に，入所者の署 
  名を受けることにより行うものとする。 
      この同意書による確認は，利用申込時の重要事項説明に際して 
  包括的な同意を得ることで足りるが，以後当該同意書に記載され 
  ていない日常生活費等について別途受領する必要が生じたときは
  その都度，同意書により確認するものとする。 
  ※ 上記アからカに掲げる費用に係るサービス以外のもので，個人 
  の希望を確認した上で提供されるものについても，同様の取扱い 
  が適当である。 ◆平１２老振７５，老健１２２連番 
 
□ サービス提供に要した費用につき，その支払を受ける際，領収証を
交付しているか。 ◆法第４８条第７項 

 
□ 領収証には，サービス提供について支払を受けた費用の額のうち，

 
 
 
償還払対象者等10割徴
収の例あるか 
 

 
 
 
その他利用料 
・ 
・ 
・ 
・ 
・ 
・ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
同意が確認できる文書
確認 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
振込や口座引落の場合，
交付時期及び方法を確
認 
 
 
 
確定申告（医療費控除）
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主 眼 事 項 着  眼  点  等 評価 備  考 

当該サービスの費用の額，食事の提供に要した費用の額及び居住に要
した費用の額に係るもの並びにその他の費用の額を区分して記載し，
その他の費用の額についてはそれぞれ個別の費用ごとに区分して記
載しているか。◆施行規則第８２条 

に利用できるものか様
式確認 
 

 
10 保険給付の
 請求のための
 証明書の交付 
 

 
□ 法定代理受領サービスに該当しないサービスに係る費用の支払を
受けた場合は，提供したサービスの内容，費用の額その他必要と認め
られる事項を記載したサービス提供証明書を入所者に対して交付し
ているか。 ◆平３０厚労令５第１５条 

 

適 

・ 

否 

 
事例あれば実物控え又
は様式確認 
 
 

 
11 介護医療院
サービスの取
扱方針 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
□ 施設サービス計画に基づき，入所者の要介護状態の軽減又は悪化の
防止に資するよう，その者の心身の状況等を踏まえて，その者の療養
を妥当適切に行っているか。◆平３０厚労令５第１６条第１項 

 
□ 施設サービス計画に基づき，漫然かつ画一的なものとならないよう
配慮して行っているか。◆平３０厚労令５第１６条第２項 

 
□ 施設従業者は，サービスの提供に当たっては，懇切丁寧を旨とし，
入所者又はその家族に対し，療養上必要な事項について，理解しやす
いように指導又は説明を行っているか。◆平３０厚労令５第１６条第３項 

 
□ サービスの提供に当たっては，当該入所者又は他の入所者等の生命
又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き，身体的拘束そ
の他入所者の行動を制限する行為を行っていないか。 

  ◆平３０厚労令５第１６条第４項 
□ 身体的拘束等を行う場合には，その態様及び時間，その際の入所者
の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記載しているか。 

  ◆平３０厚労令５第１６条第５項 
◎ 記録の記載は，施設の医師が診療録に記載しなければならない。 

◆平３０老老発０３２２第１号第５の１１（１） 
□ 介護医療院は，身体的拘束等の適正化を図るため，次に掲げる措置
を講じているか。◆平３０厚労令５第１６条第６項 
一 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会（テレビ電
話装置その他の情報通信機器を活用して行うことができるものと
する。）を３月に１回以上開催するとともに，その結果について，
介護職員その他の従業者に周知徹底を図ること。 

二 身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。 
三 介護職員その他の従業者に対し，身体的拘束等の適正化のための
研修を定期的に実施すること。 

 
◎ 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会とは，身体
的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会であり，幅広い職
種（例えば，施設長（管理者），事務長，医師，看護職員，介護職員，
支援相談員）により構成する。構成メンバーの責務及び役割分担を
明確にするとともに，専任の身体的拘束等の適正化対応策を担当す
る者を決めておくことが必要である。 
なお，身体的拘束適正化検討委員会は，運営委員会など他の委員

会と独立して設置・運営することが必要であるが，関係する職種，
取り扱う事項等が相互に関係が深いと認められる他の会議体を設置
している場合，これと一体的に設置・運営することとして差し支え
ない。身体的拘束適正化検討委員会の責任者はケア全般の責任者で
あることが望ましい。また，身体的拘束適正化検討委員会には，第
三者や専門家を活用することが望ましく，その方策として，精神科
専門医等の専門医の活用等が考えられる。 
また，身体的拘束適正化検討委員会は，テレビ電話装置等を活用

して行うことができるものとする。この際，個人情報保護委員会・
厚生労働省「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱
いのためのガイダンス」，厚生労働省「医療情報システムの安全管理
に関するガイドライン」等を遵守すること。 
介護医療院が，報告，改善のための方策を定め，周知徹底する目

的は，身体的拘束等の適正化について，施設全体で情報共有し，今
後の再発防止につなげるためのものであり，決して従業者の懲罰を
目的としたものではないことに留意することが必要である。 

具体的には，次のようなことを想定している。 

 

適 

・ 

否 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
拘束事例 
                人 
 
・拘束の検討にあたって

医師の関与を確認 
 
 
それぞれ記録確認 
 
「身体拘束に関する説
明書・経過観察記録」 

・三要件（一時性，非
代替性，切迫性）の
検討記録があるか。 

・拘束解除予定日の記載
がない事例がないか（
必要最低限（長くても
１箇月）の設定となっ
ているか。 

 
 
 
委員会開催及び周知 

（3月に1回以上） 
 
【指針の 有・無 】 
 
【研修の 有・無 】 

（年2回以上） 
 

新規採用時の研修 
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主 眼 事 項 着  眼  点  等 評価 備  考 

① 身体的拘束について報告するための様式を整備すること。 
② 介護職員その他の従業者は，身体的拘束の発生ごとにその状
況，背景等を記録するとともに，①の様式に従い，身体的拘束等
について報告すること。 
③ 身体的拘束適正化のための委員会において，②により報告さ
れた事例を集計し，分析すること。 
④ 事例の分析に当たっては，身体的拘束の発生時の状況等を分
析し，身体的拘束の発生原因，結果等をとりまとめ，当該事例の
適正性と適正化策を検討すること。 
⑤ 報告された事例及び分析結果を従業者に周知徹底すること。 
⑥ 適正化策を講じた後に，その効果について評価すること。 

       ◆平３０老老発０３２２第１号第５の１１（３） 
◎ 介護医療院が整備する「身体的拘束適正化のための指針」には，
次のような項目を盛り込むこととする。 
◆平３０老老発０３２２第１号第５の１１（４） 
① 施設における身体的拘束適正化に関する基本的考え方 
② 身体的拘束適正化のための委員会その他施設内の組織に関す
る事項 

③ 身体的拘束適正化のための職員研修に関する基本方針 
④ 施設内で発生した身体的拘束の報告方法等のための方策に関
する基本方針 

⑤ 身体的拘束発生時の対応に関する基本方針 
⑥ 入所者等に対する当該指針の閲覧に関する基本方針 
⑦ その他身体的拘束適正化の推進のために必要な基本方針 

 
◎ 介護職員その他の従業者に対する身体的拘束適正化のための研
修の内容としては，身体的拘束適正化の基礎的内容等の適切な知識
を普及・啓発するとともに，当該介護医療院における指針に基づき，
適正化の徹底を行うものとする。 
職員教育を組織的に徹底させていくためには，当該介護医療院が

指針に基づいた研修プログラムを作成し，定期的な教育（年２回以
上）を開催するとともに，新規採用時には必ず身体的拘束適正化の
研修を実施することが重要である。 
また，研修の実施内容についても記録することが必要である。研

修の実施は，職員研修施設内での研修で差し支えない。 
  ◆平３０老老発０３２２第１号第５の１１（５） 
□ 自らその提供するサービスの質の評価を行い，常にその改善を図 
っているか。 ◆平３０厚労令５第１６条第７項 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
自主点検の有無 
第三者評価受検の有無 

 

 
12 施設サービ
ス計画の作成 

 
 
 
 

 
□ 介護医療院の管理者は，介護支援専門員に施設サービス計画の作に
関する業務を担当させているか。◆平３０厚労令５第１７条第１項 

 
□ 計画担当介護支援専門員は，施設サービス計画の作成に当たっては
，入所者の日常生活全般を支援する観点から，当該地域の住民による
自発的な活動によるサービス等の利用も含めて施設サービス計画上
に位置付けるよう努めているか。 ◆平３０厚労令５第１７条第２項 

 
□ 計画担当介護支援専門員は，施設サービス計画の作成に当たっては
，適切な方法により，入所者について，その有する能力，その置かれ
ている環境等の評価を通じて入所者が現に抱える問題点を明らかに，
入所者が自立した日常生活を営むことができるように支援する上で
解決すべき課題を把握しているか。 ◆平３０厚労令５第１７条第３項 

  ◎ 課題分析は，計画担当介護支援専門員の個人的な考え方や手法 
のみによって行われてはならず，入所者の課題を客観的に抽出する
ための手法として合理的なものと認められる適切な方法を用いなけ
ればならない。 ◆平３０老老発０３２２第１号第５の１２（３） 

 
□ 計画担当介護支援専門員は，上記に規定する解決すべき課題の把 
握（以下「アセスメント」という。）に当たっては，入所者及びその
家族に面接して行っているか。この場合において，計画担当介護支援
専門員は，面接の趣旨を入所者及びその家族に対して十分に説明，理
解を得ているか。 ◆平３０厚労令５第１７条第４項 
◎ 入所者やその家族との間の信頼関係，協働関係の構築が重要であ
り，計画担当介護支援専門員は，面接の趣旨を入所者及びその家族

 

適 

・ 

否 

 
 
 
 
施設外提供のサービス
位置付けの有無 
 
 
 
ツール： 
アセス実施方法 
・ケアマネ実施 
・担当者実施，ケアマネ

がチェック 
・職種ごとで項目を分担

して実施 
・その他 
 
 
実施頻度 
実施方法（特に家族） 
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主 眼 事 項 着  眼  点  等 評価 備  考 

に対して十分に説明し，理解を得なければならない。なお，このた
め，計画担当介護支援専門員は面接技法等の研鑚に努めることが重
要である。なお，家族への面接については，幅広く課題を把握する
観点から，テレビ電話等の通信機器等の活用により行われるものを
含むものとする。 ◆平３０老老発０３２２第１号第５の１２（４） 

 
□ 計画担当介護支援専門員は，入所者の希望，入所者についてのアセ
スメントの結果及び医師の治療の方針に基づき，入所者の家族の希望
を勘案して，入所者及びその家族の生活に対する意向，総合的な援助
の方針，生活全般の解決すべき課題，サービスの目標及びその達成時
期，サービスの内容，サービスを提供する上での留意事項等を記載し
た施設サービス計画の原案を作成しているか。 ◆平３０厚労令５第１７条第５項 

 
  ◎ 入所者の希望及び入所者についてのアセスメントの結果による

専門的見地並びに施設の医師の治療方針に基づき，入所者の家族の
希望を勘案した上で，実現可能なものとすること。 

  ◎ 各種サービス（医療，リハビリテーション，看護，介護，食事等
）に係る目標を具体的に設定し記載すること。 

  ◎ 提供されるサービスについて，その長期的な目標及びそれを達成
するための短期的な目標並びにそれらの達成時期等を明確に盛り込
み，当該達成時期には施設サービス計画及び提供したサービスの評
価を行い得るようにすること。 

 ◎ サービスの内容には，当該施設の行事及び日課を含む。 
   ◆平３０老老発０３２２第１号第５の１２（５） 
□ 計画担当介護支援専門員は，サービス担当者会議の開催，サービス
の提供に当たる他の担当者に対する照会等により，当該施設サービス
の原案の内容について，担当者から，専門的な見地からの意見を求め
ているか。 ◆平３０厚労令５第１７条第６項 
◎ サービス担当者会議の開催方法は，テレビ電話装置等を活用して
行う方法（入所者又はその家族が参加する場合にあっては，テレビ
電話装置等の活用について当該入所者又はその家族の同意を得た
ものに限る。）を含む。 

  ◎ 計画担当介護支援専門員は，入所者の状態を分析し，複数職種間
で直接に意見調整を行う必要の有無について十分見極める必要があ
る。 

  ◎ 他の担当者とは，医師，薬剤師，看護・介護職員，理学療法士等
，管理栄養士等の当該入所者の介護及び生活状況等に関係する者を
指す。   ◆平３０老老発０３２２第１号第５の１２（６） 

□ 計画担当介護支援専門員は，施設サービス計画の原案の内容につい
て入所者又はその家族に対して説明し，文書により入所者の同意を得
ているか。 ◆平３０厚労令５第１７条第７項 
◎ 当該説明及び同意を要する施設サービス計画の原案とは，いわゆ
る施設サービス計画書の第１表及び第２表に相当するものを指す。 

 ◎ 必要に応じて入所者の家族に対しても説明を行い同意を得る（通
信機器等の活用により行われるものを含む。）ことが望ましい。 

   ◆平３０老老発０３２２第１号第５の１２（７） 
□ 計画担当介護支援専門員は，施設サービス計画を作成した際には，
 当該施設サービス計画を入所者に交付しているか。◆平３０厚労令５第１７条第８項 
 
□ 計画担当介護支援専門員は，施設サービス計画の作成後，施設サー
ビス計画の実施状況の把握（入所者についての継続的なアセスメント
を含む。）を行い，必要に応じて施設サービス計画の変更を行ってい
るか。◆平３０厚労令５第１７条第９項 

  ◎ 入所者の解決すべき課題の変化は，入所者に直接サービスを提 
供する他のサービス担当者により把握されることも多いことから計
画担当介護支援専門員は，他のサービス担当者と緊密な連携を図り，
入所者の解決すべき課題の変化が認められる場合には，円滑に連絡
が行われる体制の整備に努めなければならない。 
◆平３０老老発０３２２第１号第５の１２（９） 

 
□ 変更に当たっては上記の規定に準じて取り扱っているか。 
  ◆平３０厚労令５第１７条第１２項 
  ◎ 入所者の希望する軽微な変更を行う場合には，この必要はないが

，この場合においても計画担当介護支援専門員が入所者の解決すべ

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
開催時期 
更新に向けて開催の場
合の参集範囲 
軽易な変更の場合の参
集範囲 
 
 
 
 
 
 
同意を文書で確認 
どれだけの内容に同意
したかも確認できるか 

 
 
 
 
 
 
交付したことが記録で
確認できるか 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
記録からモニタリング
の実施が確認できるか 
実施頻度 



自主点検表（R５ 京都府 ｖｅｒ1.1）                       【介護医療院・従来型】 

介護医療院・従来型                         

15 

主 眼 事 項 着  眼  点  等 評価 備  考 

き課題の変化に留意することが重要である。  
◆平３０老老発０３２２第１号第５の１２（１１） 

 
□ 計画担当介護支援専門員は，計画実施状況の把握（以下「モニタリ
ング」という。）に当たっては，入所者及びその家族並びに担当者と
の連絡を継続的に行うこととし，特段の事情のない限り，以下に定め
るところにより行っているか。◆平３０厚労令５第１７条第１０項 

   ア 定期的に入所者に面接すること。 
   イ 定期的にモニタリングの結果を記録すること。 
  ◎ 「定期的に」の頻度については，入所者の心身の状況等に応じて

適切に判断するものとする。 
  ◎ 特段の事情とは，入所者の事情により，入所者に面接することが

できない場合を主として指すものであり，計画担当介護支援専門員
に起因する事情は含まれない。なお，当該特段の事情がある場合に
ついては，その具体的な内 容を記録しておくことが必要である。 
 ◆平３０老老発０３２２第１号第５の１２（１０） 

 
□ 計画担当介護支援専門員は，以下に掲げる場合においては，サービ
ス担当者会議の開催，担当者に対する照会等により，施設サービス計
画の変更の必要性について，担当者から，専門的な見地からの意見を
求めているか。◆平３０厚労令５第１７条第１１項 

  ア 入所者が法第28条第２項に規定する要介護更新認定を受けた場
合 

イ 入所者が法第29条第１項に規定する要介護状態区分の変更の認
定を受けた場合 

 
 
 
 
 
特段の事情により実施
できていない事例ある
か 
あれば記録確認 
 
 
会議開催又は意見照会
しているか 
 
 
 
 
 
 

 
13 診療の方針 

 
□ 医師の診療の方針は，次に掲げるところにしたがっているか。 
  ◆平３０厚労令５第１８条 
一 診療は，一般に医師として必要性があると認められる疾病又は
負傷に対して，的確な診断を基とし，療養上妥当適切に行う。 

二 診療に当たっては，常に医学の立場を堅持して，入所者の心身
の状況を観察し，要介護者の心理が健康に及ぼす影響を十分配慮
して，心理的な効果をもあげることができるよう適切な指導を行
う。 

三 常に入所者の病状，心身の状況及びその置かれている環境等の
的確な把握に努め，入所者又はその家族に対し，適切な指導を行
う。 

四 検査，投薬，注射，処置等は，入所者の病状に照らして妥当適
切に行う。 

五 特殊な療法又は新しい療法等については，別に厚生労働大臣が
定めるもの（平12厚告124）のほか行ってはならない。 

六 別に厚生労働大臣が定める医薬品（平12厚告125）以外の医薬
品を入所者に施用し，又は処方してはならない。 

 

適 

・ 

否 

 

 
14 必要な医療
 の提供が困難
 な場合等の措
 置等 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
□ 介護医療院の医師は，入所者の病状からみて当該施設において自ら
必要な医療を提供することが困難であると認めたときは，協力病院そ
の他適当な病院若しくは診療所への入院のための措置を講じ，又は他
の医師の対診を求める等診療について適切な措置を講じているか。 
◆平３０厚労令５第１９条第１項 

  ◎ 特に，入所者の病状が急変した場合などのように入院による治療
を必要とする場合には，協力病院等へ速やかに入院させることが必
要である。 ◆平３０老老発０３２２第１号第５の１４（２） 

 
□ 介護医療院の医師は，不必要に入所者のために往診を求め，又は入
所者を病院若しくは診療所に通院させていないか。 

   ◆平３０厚労令５第１９条第２項 
□ 介護医療院の医師は，入所者のために往診を求め，又は入所者を病
院若しくは診療所に通院させる場合には，当該病院又は診療所の医師
又は歯科医師に対し，当該入所者の診療状況に関する情報の提供を行
っているか。 ◆平３０厚労令５第１９条第３項 

 
□ 介護医療院の医師は，入所者が往診を受けた医師若しくは歯科医師
又は入所者が通院した病院若しくは診療所の医師若しくは歯科医師
から当該入所者の療養上必要な情報の提供を受け，その情報により適

 

適 

・ 

否 
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主 眼 事 項 着  眼  点  等 評価 備  考 

切な診療を行っているか。 ◆平３０厚労令５第１９条第４項 
 
15 機能訓練 
 
 

 
□ 入所者の心身の諸機能の維持回復を図り，日常生活の自立を助ける
ため，理学療法，作業療法その他必要なリハビリテーションを計画的
に行っているか。 ◆平３０厚労令５第２０条   

適 

・ 

否 

 
実施状況確認 
 

 
16 栄養管理 
 

□ 入所者の栄養状態の維持及び改善を図り，自立した日常生活を営
むことができるよう，各入所者の状態に応じた栄養管理を計画的に
行っているか。 ◆平３０厚労令５第２０条の２ 
◎ 介護医療院の入所者に対する栄養管理について，令和３年度より

栄養マネジメント加算を廃止し，栄養ケア・マネジメントを基本サ

ービスとして行うことを踏まえ，管理栄養士が，入所者の栄養状態

に応じて，計画的に行うべきことを定めたものである。ただし，栄

養士のみが配置されている施設や栄養士又は管理栄養士を置かない

ことができる施設については，併設施設や外部の管理栄養士の協力

により行うこととする。 ◆平３０老老発０３２２第１号第５の１６ 

栄養管理について，以下の手順により行うこととする。 

イ  入所者の栄養状態を施設入所時に把握し，医師，管理栄養士，

歯科医師，看護師，介護支援専門員その他の職種の者が共同して，

入所者ごとの摂食・嚥下機能及び食形態にも配慮した栄養ケア計

画を作成すること。栄養ケア計画の作成に当たっては，施設サー

ビス計画との整合性を図ること。なお，栄養ケア計画に相当する

内容を施設サービス計画の中に記載する場合は，その記載をもっ

て栄養ケア計画の作成に代えることができるものとすること。 

ロ  入所者ごとの栄養ケア計画に従い，管理栄養士が栄養管理を行

うとともに，入所者の栄養状態を定期的に記録すること。 

ハ  入所者ごとの栄養ケア計画の進捗状況を定期的に評価し，必要

に応じて当該計画を見直すこと。 

ニ  栄養ケア・マネジメントの実務等については，「リハビリテー

ション・個別機能訓練，栄養管理及び口腔管理の実施に関する基

本的な考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について」

（令和３年３月16 日老認発0316 第３号，老老発0316 第２号）第

４において示しているので，参考とされたい。 

なお，当該義務付けの適用に当たっては，指定居宅サービス等

の事業の人員，設備及び運営に関する基準等の一部を改正する省

令（令和３年厚生労働省令第９号。以下「令和３年改正省令」と

いう。）附則第８条において，３年間の経過措置を設けており，令

和６年３月31日までの間は，努力義務とされている。 

 

適 

・ 

否 

 
令和６年３月３１日ま
では努力義務（経過措
置） 
 
 
 
 
算定にあたり以下を確
認 
 
□ 計画の作成 
※様式例（令和３年３

月16 日老認発0316 
第３号，老老発0316
第２号）第４参照 
 

□ 多職種共同作成 
 
 
□ 計画の説明･同意 
 

 
17 口腔衛生の
管理 

□ 入所者の口腔の健康の保持を図り，自立した日常生活を営むこと
ができるよう，口腔衛生管理体制を整備し，各入所者の状態に応じ
た口腔衛生の管理を計画的に行っているか。 ◆平３０厚労令５第２０条の３ 
◎ 介護医療院の入所者に対する□腔衛生の管理について，令和３年

度より口腔衛生管理体制加算を廃止し，基本サービスとして行うこ

とを踏まえ，入所者の口腔の健康状態に応じて，以下の手順により

計画的に行うべきことを定めたものである。◆平３０老老発０３２２第１号第５の１７ 

⑴ 当該施設において，歯科医師又は歯科医師の指示を受けた歯科

衛生士が，当該施設の介護職員に対する口腔衛生の管理に係る技

術的助言及び指導を年２回以上行うこと。 

⑵ ⑴の技術的助言及び指導に基づき，以下の事項を記載した，入

所者の口腔衛生の管理体制に係る計画を作成するとともに，必要

に応じて，定期的に当該計画を見直すこと。なお，口腔衛生の管

理体制に係る計画に相当する内容を施設サービス計画の中に記載

する場合はその記載をもって口腔衛生の管理体制に係る計画の作

成に代えることができるものとすること。 

イ 助言を行った歯科医師 

ロ 歯科医師からの助言の要点 

ハ 具体的方策 

ニ 当該施設における実施目標 

ホ 留意事項・特記事項 

 

適 

・ 

否 

 
令和６年３月３１日ま
では努力義務（経過措
置） 
 
 
 
 

歯科医師等の助言，指
導の【 有 ・ 無 】 
（年２回以上） 
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主 眼 事 項 着  眼  点  等 評価 備  考 

⑶ 医療保険において歯科訪問診療料が算定された日に，介護職員

に対する口腔清掃等に係る技術的助言及び指導又は⑵の計画に関

する技術的助言及び指導を行うにあたっては，歯科訪問診療又は

訪問歯科衛生指導の実施時間以外の時間帯に行うこと。 

なお，当該義務付けの適用に当たっては，令和３年改正省令附則

第９条において，３年間の経過措置を設けており，令和６年３月

31 日までの間は，努力義務とされている。 

 
18 看護及び医
 学的管理の下
 における介護 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
□ 看護及び医学的管理の下における介護は，入所者の自立の支援と日
常生活の充実に資するよう，入所者の病状及び心身の状況に応じ，適
切な技術をもって行われているか。 ◆平３０厚労令５第２１条第１項 

 
□ １週間に２回以上，適切な方法により，入所者を入浴させ，又は清
しきを行っているか。 ◆平３０厚労令５第２１条第２項 

  ◎ 入所者の自立支援に資するよう，その心身の状況を踏まえ，特 
別浴槽を用いた入浴や介助浴等適切な方法により実施すること。 

 ◎ 入所者の心身の状況から入浴が困難な場合には，清しきを実施す
るなどにより身体の清潔保持に努めること。 

◆平３０老老発０３２２第１号第５の１８（１） 
□ 入所者の心身の状況，病状，その置かれている環境等に応じ，適切
な方法により，排せつの自立について必要な援助を行っているか。 
◆平３０厚労令５第２１条第３項 

  ◎ 入所者の心身の状況や排せつ状況などをもとに，トイレ誘導や 
自立支援に配慮した排せつ介助など適切な方法により実施すること
。 ◆平３０老老発０３２２第１号第５の１８（２） 

□ おむつを使用せざるを得ない入所者のおむつを適切に取り替えて
いるか。 ◆平３０厚労令５第２１条第４項 

  ◎ 入所者の心身及び活動状況に適したおむつを提供すること。 
    ◆平３０老老発０３２２第１号第５の１８（２） 
□  褥瘡が発生しないよう適切な介護を行うとともに，その発生を予防
するための体制を整備しているか。 ◆平３０厚労令５第２１条第５項 

  ◎ 褥瘡の予防に関わる施設における整備や褥瘡に関する基礎的知
  識を持ち，日常的なケアにおいて介護職員等が配慮することによ 
   り，褥瘡発生の予防効果を向上させることを想定しているが，そ 
   の例としては以下のとおりの事項が考えられる。 
      また，施設外の専門家による相談，指導を積極的に活用するこ 
   とが望ましい。 ◆平３０老老発０３２２第１号第５の１８（３） 
    ア 褥瘡のハイリスク者（日常生活自立度が低い入所者等）に対 
    し，褥瘡予防のための計画の作成，実践ならびに評価をするこ 
    と。 
    イ 当該施設において，専任の施設内褥瘡予防対策を担当する者 
    （看護師が望ましい）を決めておくこと。 
    ウ 医師，看護職員，介護職員，栄養士等からなる褥瘡対策チー 
    ムを設置すること。 
    エ 当該施設における褥瘡対策のための指針を整備すること。 
    オ 介護職員等に対し，褥瘡対策に関する施設内職員継続教育を 
    実施すること。 
 
□ 上記に定めるほか，入所者に対し，離床，着替え，整容その他日常
生活上の世話を適切に行っているか。 ◆平３０厚労令５第２１条第６項 

 
□ 入所者に対して，入所者の負担により，当該施設の従業者以外の者
による看護及び介護を受けさせていないか。 ◆平３０厚労令５第２１条第７項 

 

適 

・ 

否 

 
入所者の状況 
 平均要介護度： 
 
 
記録で確認できるか 
一般浴対象者   人 
特浴対象者    人 
 

 
 
 
トイレ利用者   人 
ポータブル    人 
おむつ      人 
 
 
 
定時交換    回/日 
 
 
 
褥瘡の発生状況 
 
 
 
 
 
専門家の活用状況 
 
計画の有無 
 
 
 
 
 
 
マニュアルの有無 
 
 
 
 
 
 
 

 
19 食事の提供 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
□ 入所者の食事は，栄養並びに入所者の身体の状況，病状及び嗜好を
考慮したものとするとともに，適切な時間に行われているか。 

  ◆平３０厚労令５第２２条第１項 
 ◎ 個々の入所者の栄養状態に応じて，摂食・嚥下機能及び食形態に

も配慮した栄養管理を行うように努めるとともに，入所者の栄養状
態，身体の状況並びに病状及び嗜好を定期的に把握し，それに基づ
き計画的な食事の提供を行うこと。◆平３０老老発０３２２第１号第５の１９（１） 

 ◎ 調理は，あらかじめ作成された献立に従って行うとともに，その
実施状況を明らかにしておくこと。◆平３０老老発０３２２第１号第５の１９（２） 

 ◎ 食事時間は適切なものとし，夕食時間は午後６時以降とすること

 

適 

・ 

否 

 
嗜好調査や残飯量の調
査等栄養士が嗜好の把
握に努めているか 
 
食事時間 
 朝食：  時 
 昼食：  時 
 夕食：  時 
 
食事介助の状況 
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主 眼 事 項 着  眼  点  等 評価 備  考 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

が望ましいが，早くとも午後５時以降とすること。 
◆平３０老老発０３２２第１号第５の１９（３） 

  ◎ 食事の提供に関する業務は施設自らが行うことが望ましいが，栄
養管理，調理管理，材料管理，施設等管理，業務管理，衛生管理，
労働衛生管理について施設自らが行う等，当該施設の管理者が業務
遂行上必要な注意を果たし得るような体制と契約内容により，食事
サービスの質が確保される場合には，当該施設の最終的責任の下で
第三者に委託することができる。◆平３０老老発０３２２第１号第５の１９（４） 

  ◎ 食事提供については，入所者の嚥下や咀嚼の状況，食欲など心身
の状態等を当該入所者の食事に的確に反映させるために，療養室関
係部門と食事関係部門との連絡が十分とられていること。 

  ◆平３０老老発０３２２第１号第５の１９（５） 
  ◎ 入所者に対しては適切な栄養食事相談を行う必要があること。 
  ◆平３０老老発０３２２第１号第５の１９（６） 
  ◎ 食事内容については，当該施設の医師又は栄養士若しくは管理栄

養士を含む会議において検討が加えられなければならない。 
◆平３０老老発０３２２第１号第５の１９（７） 

   
□ 入所者の食事は，その者の自立の支援に配慮し，できるだけ離床し
て食堂で行われるよう努めているか。◆平３０厚労令５第２２条第２項 

 自立      人 
 
 
 一部介助    人 
  全介助     人 
 
 
朝夕の食事介助従事者
数確認 
部屋食者の有無 
 
検食及び検食簿の記載
は問われれば「実施が望
ましい」レベル（本実地
指導では） 
 

 
20 相談及び援
 助 
 

 
□ 常に入所者の心身の状況，病状，その置かれている環境等の的確な
把握に努め，入所者又はその家族に対し，その相談に適切に応じると
ともに，必要な助言その他の援助を行っているか。 ◆平３０厚労令５第２３条 

 

適 

・ 

否 

 

 
21 その他のサ
 ービスの提供 
 

 
□ 適宜入所者のためのレクリエーション行事を行うよう努めている
か。◆平３０厚労令５第２４条第１項 

□ 常に入所者の家族との連携を図るとともに，入所者とその家族との
交流等の機会を確保するよう努めているか。◆平３０厚労令５第２４条第２項 

 

適 

・ 

否 

 
レク内容確認 
 
 

 
22 入所者に関
 する市町村へ
 の通知 
 
 
 

 
□ 施設サービスを受けている入所者が次のいずれかに該当する場合
は，遅滞なく，意見を付してその旨を市町村に通知しているか。 

   ◆平３０厚労令５第２５条 
 ア 正当な理由なしにサービスの利用に関する指示に従わないこと

により，要介護状態の程度を増進させたと認められるとき。 
 イ 偽りその他不正の行為によって保険給付を受け，又は受けようと

したとき。  

 

適 

・ 

否 

 
事例の有無 
 
 
 
 
 

 
23 管理者によ
る管理 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
□ 介護医療院の管理者は，専ら当該施設の職務に従事する常勤の者で
あるか。ただし，当該施設の管理上支障がない場合は，同一敷地内に
ある他の事業所，施設等の職務に従事することができる。 

  ◆平３０厚労令５第２６条 
  ◎ 以下の場合であって，当該施設の管理業務に支障がないときは，

他の職務を兼ねることができる。 ◆平３０老老発０３２２第１号第５の２１ 
  ア 当該施設の従業者としての職務に従事する場合 
  イ 当該施設と同一敷地内にある他の事業所，施設等の管理者又は

従業者としての職務に従事する場合であって，特に当該施設の管
理業務に支障がないと認められる場合 

  ウ 当該施設が本体施設であって，当該本体施設のサテライト型小
規模介護老人保健施設，サテライト型特定施設である指定地域密
着型特定施設又はサテライト型居住施設である指定地域密着型介
護老人福祉施設の管理者又は従業者としての職務に従事する場合 

 

適 

・ 

否 

 
氏名 
 
兼務する職内容 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
24 管理者の責
 務 
 
 
 

 
□ 管理者は，当該施設の従業者の管理，業務の実施状況の把握その他
の管理を一元的に行っているか。◆平３０厚労令５第２７条第１項 

 
□ 管理者は，従業者に本主眼事項第４「運営に関する基準」の規定を
遵守させるために必要な指揮命令を行っているか。 
◆平３０厚労令５第２７条第２項 

□ 管理者は，介護医療院に医師を宿直させているか。 
◆平３０厚労令５第２７条第３項 
◎ 以下のいずれかの場合であって，介護医療院の入所者に対する
サービスの提供に支障がない場合には，宿直を要しない。 

 ◆平３０老老発０３２２第１号第５の２２（２） 

 

適 

・ 

否 
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主 眼 事 項 着  眼  点  等 評価 備  考 

ａ Ⅱ型療養床のみを有する介護医療院である場合 
ｂ 医療機関併設型介護医療院であり同一敷地内又は隣接する
敷地にある病院又は診療所との連携が確保されており，当該
介護医療院の入所者の病状が急変した場合に当該病院又は診
療所の医師が速やかに診察を行う体制が確保されている場合 

ｃ その他，医療法施行規則第９条の15の２に定める場合と同様
に，介護医療院の入所者の病状が急変した場合においても当
該介護医療院の医師が速やかに診察を行う体制が確保されて
いるものとして京都府知事に認められている場合 

 
25 計画担当介
 護支援専門員
 の責務 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
□ 計画担当介護支援専門員は，本主眼事項第４の12「施設サービス計
画の作成」に規定する業務のほか，次に掲げる業務を行っているか。
◆平３０厚労令５第２８条 

  ア 入所申込者の入所に際し，その者に係る居宅介護支援事業者に対
する照会等により，その者の心身の状況，生活歴，病歴，指定居宅
サービス等の利用状況等を把握しているか。 

  イ 入所者の心身の状況，その置かれている環境等に照らし，その者
が居宅において日常生活を営むことができるかどうかについて定期
的に検討し，従業者の間で協議しているか。 

  ウ 入所者の退所に際し，居宅サービス計画の作成等の援助に資する
ため，居宅介護支援事業者に対して情報を提供するほか，保健医療
サービス又は福祉サービスを提供する者と密接に連携しているか。 

  エ 本主眼事項第４の36に規定する苦情の内容等を記録しているか 
  オ 本主眼事項第４の38規定する事故の状況及び事故に際して採っ

た処置を記録しているか。 

 

適 

・ 

否 

 

 
26 運営規程 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
□ 次に掲げる重要事項を内容とする運営規程を定めているか。 
  ◆平３０厚労令５第２９条 
 ア 施設の目的及び運営の方針 
 イ 従業者の職種，員数及び職務の内容 

◎ 従業者の「員数」は日々変わりうるものであるため，業務負担
軽減等の観点から，規程を定めるに当たっては，基準省令第４条
において置くべきとされている員数を満たす範囲において，「○
人以上」と記載することも差し支えない（基準省令第７条に規定
する重要事項を記した文書に記載する場合についても，同様とす
る。）。 ◆平３０老老発０３２２第１号第５の２４（１） 

 ウ 入所定員 
 エ 入所者に対するサービスの内容及び利用料その他の費用の額 
 オ 施設の利用に当たっての留意事項 
    ◎ 入所者が当該施設サービスの提供を受ける際に入所者が留意

すべき事項（入所生活上のルール，設備の利用上の留意事項等）
を指すものであること。 ◆平３０老老発０３２２第１号第５の２４（２） 

 カ 非常災害対策 
    ◎ 本主眼事項第４の30に規定する非常災害に関する具体的計画
   を指すものであること。 ◆平３０老老発０３２２第１号第５の２４（３） 
キ 虐待の防止のための措置に関する事項 
ク その他施設の運営に関する重要事項 
◎ 当該入所者又は他の入所者等の生命又は身体を保護するため緊

急やむを得ない場合に身体的拘束等を行う際の手続について定
めておくことが望ましい。 ◆平３０老老発０３２２第１号第５の２４（５） 

◎ 当該施設における医師の宿直の有無について定めておくこと。
Ⅱ型療養床のみを有する介護医療院である場合など医師の宿直
がない施設についてはその事由について定めておくこと。 

   ◆平３０老老発０３２２第１号第５の２４（５） 

 

適 

・ 

否 

 
変更ある場合，変更届が
出ているか 
（人員のみなら4/1付） 
その他の利用料は金額
明示か（実費も可） 
重要事項説明書と不整
合ないか 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
27 勤務体制の
 確保等 
 
 
 
 
 
 
 

 
□ 入所者に対し，適切な施設サービスを提供することができるよう，
従業者の勤務の体制を定めているか。 ◆平３０厚労令５第３０条第１項 

 ◎ 原則として月ごと療養棟ごとの勤務表を作成し，従業者の日々
の勤務時間，常勤・非常勤の別，看護・介護職員等の配置，管理者
との兼務関係等を明確にすること。 ◆平３０老老発０３２２第１号第５の２５（１） 

□ 当該施設の従業者によってサービスを提供しているか。 
   ただし，入所者の処遇に直接影響を及ぼさない業務については，
この限りでない。 ◆平３０厚労令５第３０条第２項 

  ◎ 調理，洗濯等の業務については，第三者への委託を行うことを

 

適 

・ 

否 

 
実際に使用されている
勤務表確認 
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主 眼 事 項 着  眼  点  等 評価 備  考 

 
 
 
 

認めるものである。 ◆平３０老老発０３２２第１号第５の２５（３） 
 
□ 従業者に対し，その資質の向上のための研修へ参加の機会を計画的

に確保しているか。その際，全ての従業者（看護師，准看護師，介護

福祉士，介護支援専門員，法第8条第2項に規定する政令で定める者等

の資格を有する者その他これに類するものを除く）に対し，認知症介

護に係る基礎的な研修を受講させるために必要な措置を講じている

か。 ◆平３０厚労令５第３０条第３項 

◎ 介護医療院に，介護に直接携わる職員のうち，医療・福祉関係の

資格を有さない者について，認知症介護基礎研修を受講させるため

に必要な措置を講じることを義務づけることとしたものであり，こ

れは，介護に関わる全ての者の認知症対応力を向上させ，認知症に

ついての理解の下，本人主体の介護を行い，認知症の人の尊厳の保

障を実現していく観点から実施するものであること。 

当該義務付けの対象とならない者は，各資格のカリキュラム等に

おいて，認知症介護に関する基礎的な知識及び技術を習得している

者とすることとし，具体的には，同条第３項において規定されてい

る看護師，准看護師，介護福祉士，介護支援専門員，実務者研修修

了者，介護職員初任者研修修了者，生活援助従事者研修修了者に加

え，介護職員基礎研修課程又は訪問介護員養成研修課程一級課程・

二級課程修了者，社会福祉士，医師，歯科医師，薬剤師，理学療法

士，作業療法士，言語聴覚士，精神保健福祉士，管理栄養士，栄養

士，あん摩マッサージ師，はり師，きゅう師等とする。 

なお，当該義務付けの適用に当たっては，令和３年改正省令附則

第５条において，３年間の経過措置を設けており，令和６年３月31 

日までの間は，努力義務とされている。介護医療院は，令和６年３

月31日までに医療・福祉関係資格を有さない全ての従業者に対し認

知症介護基礎研修を受講させるための必要な措置を講じなければな

らない。また，新卒採用，中途採用を問わず，施設が新たに採用し

た従業者（医療・福祉関係資格を有さない者に限る。）に対する当

該義務付けの適用については，採用後１年間の猶予期間を設けるこ

ととし，採用後１年を経過するまでに認知症介護基礎研修を受講さ

せることとする（この場合についても，令和６年３月31 日までは努

力義務で差し支えない）。◆平３０老老発０３２２第１号第５の２５（４） 

□ 適切なサービスの提供を確保する観点から，職場において行われる

性的な言動又は優越的な関係を背景とした言動であって業務上必要

かつ相当な範囲を超えたものにより従業者の就業環境が害されるこ

とを防止するための方針の明確化等の必要な措置を講じているか。 

  ◆平３０厚労令５第３０条第４項 

◎ 雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関す

る法律（昭和47 年法律第113 号）第11 条第１項及び労働施策総合

的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生活の充実等に関する

法律（昭和41 年法律第132 号）第30 条の２第１項の規定に基づき，

事業主には，職場におけるセクシュアルハラスメントやパワーハラ

スメント（下「職場におけるハラスメント」という。）の防止のた

めの雇用管理上の措置を講じているか。事業主が講ずべき措置の具

体的内容及び事業主が講じることが望ましい取組については，次の

とおりとする。なお，セクシュアルハラスメントについては，上司

や同僚に限らず，入所者やその家族等から受けるものも含まれるこ

とに留意すること。◆平３０老老発０３２２第１号第５の２５（５） 

イ 事業者が講ずべき措置の具体的内容 

事業者が講ずべき措置の具体的な内容は，事業主が職場における

性的な言動に起因する問題に関して雇用管理上構ずべき措置等に

ついての指針（平成18 年厚生労働省告示第615 号）及び事業主が

職場における優越的な関係を背景とした言動に起因する問題に関

して雇用管理上構ずべき措置等についての指針（令和２年厚生労

働省告示第５号。以下「パワーハラスメント指針」という。）に

おいて規定されているとおりであるが，特に留意されたい内容は

以下のとおりである。 

 
委託あれば内容 
 
内部研修実施状況確認 
記録の【 有 ・ 無 】 
（実施日時，参加者，配
布資料 等） 
 
 
 
認知症介護に係る基礎
的な研修については令
和６年３月３１日まで
は努力義務（経過措置） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
ハラスメント対策の実
施 
【 有 ・ 無 】 
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主 眼 事 項 着  眼  点  等 評価 備  考 

ａ 事業者の方針等の明確化及びその周知・啓発 

職場におけるハラスメントの内容及び職場におけるハラスメ

ントを行ってはならない旨の方針を明確化し，従業者に周知・啓

発すること。 

ｂ 相談（苦情を含む。以下同じ。）に応じ，適切に対応するため

に必要な体制の整備 

相談に対応する担当者をあらかじめ定めること等により，相

談への対応のための窓口をあらかじめ定め，労働者に周知する

こと。 

なお，パワーハラスメント防止のための事業主の方針の明確化等

の措置義務については，女性の職業生活における活躍の推進に関

する法律等の一部を改正する法律（令和元年法律第24 号）附則第

３条の規定により読み替えられた労働施策の総合的な推進並びに

労働者の雇用の安定及び職業生活の充実等に関する法律第30 条の

２第１項の規定により，中小企業（医療・介護を含むサービス業

を主たる事業とする事業主については資本金が5000 万円以下又は

常時使用する従業員の数が100 人以下の企業）は，令和４年４月

１日から義務化となり，それまでの間は努力義務とされているが，

適切な勤務体制の確保等の観点から，必要な措置を講じるよう努

められたい。 

ロ 事業主が講じることが望ましい取組について 

パワーハラスメント指針においては，顧客等からの著しい迷惑

行為（カスタマーハラスメント）の防止のために，事業者が雇用

管理上の配慮として行うことが望ましい取組の例として，①相談

に応じ，適切に対応するために必要な体制の整備，②被害者への

配慮のための取組（メンタルヘルス不調への相談対応，行為者に

対して１人で対応させない等）及び③被害防止のための取組（マ

ニュアル作成や研修の実施等，業種・業態等の状況に応じた取組）

が規定されている。介護現場では特に，入所者又はその家族等か

らのカスタマーハラスメントの防止が求められていることから，

イ（事業者が講ずべき措置の具体的内容）の必要な措置を講じる

にあたっては，「介護現場におけるハラスメント対策マニュアル」，

「（管理職・職員向け）研修のための手引き」等を参考にした取

組を行うことが望ましい。この際，上記マニュアルや手引きにつ

いては，厚生労働省ホームページに掲載しているので参考にされ

たい。加えて，都道府県において，地域医療介護総合確保基金を

活用した介護職員に対する悩み相談窓口設置事業や介護事業所に

おけるハラスメント対策推進事業を実施している場合，事業者が

行う各種研修の費用等について助成等を行っていることから，事

業主はこれからの活用も含め，施設におけるハラスメント対策を

推進することが望ましい。 

 

（認知症介護基礎研修の義務づけについて） 

Ｒ３ Ｑ＆Ａ Ｖｏｌ．３ 問３ 
   養成施設については卒業証明書及び履修科目証明書により，事業所
及び自治体が認知症に係る科目を受講していることが確認できること
を条件として対象外とする。福祉系高校の卒業者については，卒業証
明書により単に卒業が証明できれば対象外として差し支えない。 
Ｒ３ Ｑ＆Ａ Ｖｏｌ．３ 問４ 
  認知症介護実践者研修，認知症介護実践リーダー研修，認知症介護
指導者研修等の認知症の介護等に係る研修を修了した者については，
義務づけの対象外として差し支えない。 

Ｒ３ Ｑ＆Ａ Ｖｏｌ．３ 問５ 
 認知症サポーター等養成講座修了者は，義務付けの対象外とはなら
ない。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
カスタマーハラスメン
ト対策の実施 
【 有 ・ 無 】 
 
 

 
28 業務継続計
画の策定 

 

□ 感染症や非常災害の発生時において，入所者に対するサービスの
提供を継続的に実施するための，及び非常時の体制で早期の業務再
開を図るための計画を策定し，当該業務継続計画に従い必要な措置

 

適 

・ 

 
令和６年３月３１日ま
では努力義務（経過措
置） 
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 を講じているか。（経過措置あり）◆平３０厚労令５第３０条の２第１項 
 

□ 従業者に対し，業務継続計画について周知するとともに，必要な
研修及び訓練を定期的に実施しているか。 ◆平３０厚労令５第３０条の２第２項 

 
□ 定期的に業務継続計画の見直しを行い，必要に応じて業務継続計

画の変更を行っているか。◆平３０厚労令５第３０条の２第３項 
 

◎ 感染症や災害が発生した場合にあっても，入所者が継続して介護

医療院サービスの提供を受けられるよう，サービスの提供を継続的

に実施するための，及び非常時の体制で早期の業務再開を図るため

の計画（以下「業継続計画」という。）を策定するとともに，当該

業務継続計画に従い，介護医療院に対して，必要な研修及び訓練（シ

ミュレーション）を実施しなければならないこととしたものである。

なお，業務継続計画の策定，研修及び訓練の実施については，基準

省令第30 条の２に基づき施設に実施が求められるものであるが，他

のサービス事業者との連携等により行うことも差し支えない。また，

感染症や災害が発生した場合には，従業者が連携し取り組むことが

求められることから，研修及び訓練の実施にあたっては，全ての従

業者が参加できるようにすることが望ましい。 

なお，業務継続計画の策定等に係る義務付けの適用に当たって

は，令和３年改正省令附則第３条において，３年間の経過措置を設

けており，令和６年３月31 日までの間は，努力義務とされている。 

◆平３０老老発０３２２第１号第５の２６（１） 

◎  業務継続計画には，以下の項目等を記載すること。なお，各項目

の記載内容については，「介護施設・事業所における新型コロナウ

イルス感染症発生時の業務継続ガイドライン」及び「介護施設・事

業所における自然災害発生時の業務継続ガイドライン」を参照され

たい。また，想定される災害等は地域によって異なるものであるこ

とから，項目については実態に応じて設定すること。なお，感染症

及び災害の業務継続計画を一体的に策定することを妨げるものでは

ない。◆平３０老老発０３２２第１号第５の２６（２） 

① 感染症に係る業務継続計画 

イ 平時からの備え（体制構築・整備，感染症防止に向けた取組

の実施，備蓄品の確保等） 

ロ 初動対応 

ハ 感染拡大防止体制の確立（保健所との連携，濃厚接触者への

対応，関係者との情報共有等） 

② 災害に係る業務継続計画 

イ 平常時の対応（建物・設備の安全対策，電気・水道等のライ

フラインが停止した場合の対策，必要品の備蓄等） 

ロ 緊急時の対応（業務継続計画発動基準，対応体制等） 

ハ 他施設及び地域との連携 

◎  研修の内容は，感染症及び災害に係る業務継続計画の具体的内容

を職員間に共有するとともに，平常時の対応の必要性や，緊急時の

対応にかかる理解の励行を行うものとする。 

職員教育を組織的に浸透させていくために，定期的（年２回以上）

な教育を開催するとともに，新規採用時には別に研修を実施するこ

と。また，研修の実施内容についても記録すること。なお，感染症

の業務継続計画に係る研修については，感染症の予防及びまん延の

防止のための研修と一体的に実施することも差し支えない。 

◆平３０老老発０３２２第１号第５の２６（３） 

◎  訓練（シミュレーション）においては，感染症や災害が発生した

場合において迅速に行動できるよう，業務継続計画に基づき，施設

内の役割分担の確認，感染症や災害が発生した場合に実践するケア

の演習等を定期的（年２回以上）に実施するものとする。なお，感

染症の業務継続計画に係る訓練については，感染症の予防及びまん

延の防止のための訓練と一体的に実施することも差し支えない。ま

た，災害の業務継続計画に係る訓練については，非常災害対策に係

否 

 

 
 
業務継続計画の有・無 
周知の方法 
 
見直しの頻度 
 
 
研修の開催 
年２回以上必要 
 
 
実施日 
  年  月  日 
 
新規採用時の研修の有
無 （ 有 ・ 無 ） 
 
 
訓練の実施 
年２回以上必要 
 

実施日 
 年 月 日 
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主 眼 事 項 着  眼  点  等 評価 備  考 

る訓練と一体的に実施することも差し支えない。 

訓練の実施は，机上を含めその実施手法は問わないものの，机上

及び実地で実施するものを適切に組み合わせながら実施すること

が適切である。◆平３０老老発０３２２第１号第５の２６（４） 

 
29 定員の遵守 
 

 
□ 入所定員及び療養室の定員を超えて入所させていないか。 
   ただし，災害，虐待その他のやむを得ない事情がある場合は，こ

の限りでない。 ◆平３０厚労令５第３１条 

適 

・ 

否 

 
特に１人部屋に２人入
れてないか確認 

 
30 非常災害対
 策 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
□ 非常災害に関する具体的計画を立て，非常災害時の関係機関への通
報及び連携体制を整備し，それらを定期的に従業者に周知するととも
に，定期的に避難，救出その他必要な訓練を行っているか。 
◆平３０厚労令５第３２条第１項 

 ◎ 関係機関への通報及び連絡体制の整備とは，火災等の災害時に，
地域の消防機関への速やかに通報する体制をとるよう従業員に周知
徹底するとともに，日頃から消防団や地域住民との連携を図り，火
災等の際に消火・避難等に協力してもらえるような体制を講ずるこ
とである。 ◆平３０老老発０３２２第１号第５の２７（３） 

 ◎ 「非常災害に関する具体的計画」とは，消防法施行規則第３条に
規定する消防計画及び風水害，地震等の災害に対処するための計画
をいう。 ◆平３０老老発０３２２第１号第５の２７（３） 

  ◎ 消防計画の策定及びこれに基づく消防業務の実施は，消防法第８
条の規定により防火管理者を置くこととされている介護医療院にあ
ってはその者に行わせるものとする。また，防火管理者を置かなく
てもよいこととされている介護医療院においても，防火管理につい
て責任者を定め，その者に消防計画に準ずる計画の樹立等の業務を
行わせるものとする。 ◆平３０老老発０３２２第１号第５の２７（３） 

 
 ※ 平成24年4月20日老老発0420第1号等「介護保険施設等における防

火対策の強化について」を参照 
 
□ 訓練の実施に当たっては，地域住民の参加が得られるよう連携に努
めているか。◆平３０厚労令５第３２条第２項 

 

適 

・ 

否 

 

【 計画の有・無 】 

避難及び消火訓練実施
記録の確認 
（年2回以上実施か）
（夜間想定はあるか） 
 
【実施日】 
  年  月  日 
（昼間・夜間） 

  年  月  日 
 （昼間・夜間） 

 
関係機関への通報・連 
絡体制の確認 
 
従業者への周知方法 
 
 
 

地域住民の参加等 

 
31 衛生管理等 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
□ 入所者の使用する施設，食器その他の設備又は飲用に供する水につ
いて，衛生的な管理に努め，又は衛生上必要な措置を講ずるとともに
，医薬品及び医療器具の管理を適正に行っているか。 

  ◆平３０厚労令５第３３条第１項 
  ◎ 調理及び配膳に伴う衛生は，食品衛生法等関係法規に準じて行  

うこと。なお，食事の提供に使用する食器等の消毒も適正に行うこ
と。 ◆平３０老老発０３２２第１号第５の２８（１）  

  ◎ 食中毒及び感染症の発生を防止するための措置等について，必要
に応じて保健所の助言，指導を求めるとともに，常に密接な連携を
保つこと。◆平３０老老発０３２２第１号第５の２８（１） 

  ◎ 特にインフルエンザ対策，腸管出血性大腸菌感染症対策，レジオ
ネラ症対策等については，その発生及びまん延を防止するための措
置について，別途通知等が発出されているので，これに基づき，適
切な措置を講ずること。 ◆平３０老老発０３２２第１号第５の２８（１） 

  ◎ 空調設備等により施設内の適温の確保に努めること。  
   ◆平３０老老発０３２２第１号第５の２８（１） 
□ 当該施設において感染症又は食中毒が発生し，又はまん延しないよ
うに以下に掲げる措置を講じているか。◆平３０厚労令５第３３条第２項 

 ア 感染症又は食中毒の予防及びまん延の防止のための対策を検討
  する委員会（テレビ電話装置等を活用して行われるものを含む。）
  をおおむね３月に１回以上開催するとともに，その結果について，
  介護職員その他の従業者に周知徹底を図ること。 
   ◎ 幅広い職種（例えば，施設長（管理者），事務長，医師，看護

職員，介護職員，栄養士又は管理栄養士，生活相談員）により構
成する。構成メンバーの責務及び役割分担を明確にするとともに
，専任の感染対策を担当する者（以下「感染対策担当者」という
。）を決めておくこと。感染対策委員会は，入所者の状況など施
設の状況に応じ，おおむね３月に１回以上，定期的に開催すると
ともに，感染症が流行する時期等を勘案して必要に応じ随時開催
する必要がある。 

 

適 

・ 

否 

 
従業者健康診断の扱い 
浴槽の消毒方法及び水
質検査頻度 
対象設備 
 
清掃の頻度 
 
 
浴槽の種類：循環型 
        その他 
 完全換水頻度： 回/ 
 消毒方法： 
 水質検査頻度： 
 
 
インフルエンザ予防接
種実施状況（従業者・入
所者） 
 
 
委員会構成メンバー 
 
 
委員会開催状況 
（3月に1回以上） 
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なお，感染対策委員会は，運営委員会など施設内の他の委員会
と独立して設置・運営することが必要であるが，関係する職種，
取り扱う事項等が相互に関係が深いと認められる他の会議体を
設置している場合，これと一体的に設置・運営することも差し支
えない。 感染対策担当者は看護師であることが望ましい。 

        また，施設外の感染管理等の専門家を委員として積極的に活用
することが望ましい。 ◆平３０老老発０３２２第１号第５の２８（２）① 

 
 イ 感染症又は食中毒の予防及びまん延の防止のための指針を整備
  すること。 
   ◎ 平常時の対策及び発生時の対応を規定すること。 

平常時の対策としては，施設内の衛生管理（環境の整備，排せ
つ物の処理，血液・体液の処理等），日常のケアにかかる感染対策
（標準的な予防策（例えば，血液・体液・分泌液・排せつ物（便
）などに触れるとき，傷や創傷皮膚に触れるときどのようにする
かなどの取り決め），手洗いの基本，早期発見のための日常の観察
項目）等，発生時の対応としては，発生状況の把握，感染拡大の
防止，医療機関や保健所，市町村における施設関係課等の関係機
関との連携，医療処置，行政への報告等が想定される。また，発
生時における施設内の連絡体制や上記の関係機関への連絡体制を
整備し，明記しておくことも必要である。 

        なお，それぞれの項目の記載内容の例については，「高齢者介
護施設における感染対策マニュアル（http://www.mhlw.go.jp/top
ics/kaigo/osirase/tp0628-1/index.html）」を参照のこと。 

   ◆平３０老老発０３２２第１号第５の２８（２）② 
 ウ 介護職員その他の従業者に対し，感染症及び食中毒の予防及びま

ん延の防止のための研修並びに感染症の予防及びまん延の防止のた
めの訓練を定期的に実施すること。 
 ◎ 感染対策の基礎的内容等の適切な知識を普及・啓発するととも
に，当該施設における指針に基づいた衛生管理の徹底や衛生的な
ケアの励行を行うものとする。 

     職員教育を組織的に浸透させていくためには，当該施設が指針
に基づいた研修プログラムを作成し，定期的な教育（年２回以上
）を開催するとともに，新規採用時には必ず感染対策研修を実施
することが重要である。また，調理や清掃などの業務を委託する
場合には，委託を受けて行う者に対しても，施設の指針が周知さ
れるようにする必要がある。また，研修の実施内容についても記
録することが必要である。研修の実施は，施設内での研修で差し
支えない。  ◆平３０老老発０３２２第１号第５の２８（２）③ 

◎ 平時から，実際に感染症が発生した場合を想定し，発生時の対
応について，訓練（シミュレーション）を定期的（年２回以上）
に行うことが必要である。訓練においては，感染症発生時の対応
を定めた指針及び研修内容に基づき，施設内の役割分担や，感染
対策をしたうえでのケアの演習などを実施するものとする。訓練
の実施は，机上を含めその実施手法は問わないものの，机上及び
実地で実施するものを適切に組み合わせながら実施することが適
切である。なお，当該義務付けの適用に当たっては，令和３年改
正省令附則第11条において，３年間の経過措置を設けており，令
和６年３月31 日までの間は，努力義務とされている。 

   ◆平３０老老発０３２２第１号第５の２８（２）④ 
 エ アからウに掲げるもののほか，別に厚生労働大臣が定める感染症

又は食中毒の発生が疑われる際の対処等に関する手順に沿った対応
を行うこと。 
◎ 入所予定者の感染症に関する事項も含めた健康状態を確認する
ことが必要であるが，その結果感染症や既往であっても，一定の
場合を除き，サービス提供を断る正当な理由には該当しないもの
である。こうした者が入所する場合には，感染対策担当者は，介
護職員その他の従事者に対し，当該感染症に関する知識，対応等
について周知することが必要である。◆平３０老老発０３２２第１号第５の２８（２）⑤ 

 
□ 介護医療院の管理者は，次に掲げる業務を委託する場合は，医療法
施行規則の規定を準用する。 ◆平３０厚労令５第３３条第３項 
一 検体検査の業務 
二 医療機器又は医学的処置の用に供する衣類その他の繊維製品の

 
 
 
 
 
 
 
 
 
指針の【 有・無 】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
研修の【 有・無 】 
（年2回以上） 
 
 
新規採用時の研修の 
  【 有・無 】 
 
 
 
 
訓練の【 有・無 】 
（年2回以上） 
 
令和 6 年 3 月 31 日まで
は努力義務（経過措置） 
 
 
 
 
 
 
 
事例の有無 
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主 眼 事 項 着  眼  点  等 評価 備  考 

滅菌又は消毒の業務 
三 特定保守管理医療機器の保守点検の業務 
四 医療の用に供するガスの供給設備の保守点検の業務（高圧ガス保
安法の規定により高圧ガスを製造又は消費する者が自ら行わなけれ
ばならないものを除く。） 

 
32 協力病院 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
□ 入所者の病状の急変等に備えるため，あらかじめ，協力病院を定め
ているか。◆平３０厚労令５第３４条第１項 

 ◎ 協力病院は，当該施設から自動車等による移送に要する時間がお
おむね20分以内の近距離にあること。◆平３０老老発０３２２第１号第５の２９（１） 

  ◎ 当該病院が標榜している診療科目名等からみて，病状急変等の事
態に適切に対応できるものであること。◆平３０老老発０３２２第１号第５の２９（２） 

 ◎ 協力病院に対しては，入所者の入院や休日夜間等における対応に
ついて円滑な協力を得るため，あらかじめ必要な事項を取り決めて
おくこと。◆平３０老老発０３２２第１号第５の２９（３） 

 
□ あらかじめ，協力歯科医療機関を定めておくよう努めているか。 
  ◆平３０厚労令５第３４条第２項 

 

適 

・ 

否 

 
病院名： 
 
施設からの所要時間 
 
 
 
 
 
歯科医院名： 

 
33 掲示 
 
 

 

□ 当該施設の見やすい場所に，運営規程の概要，従業者の勤務の体制，

協力病院，利用料その他のサービスの選択に資すると認められる重要

事項を掲示しているか。◆平３０厚労令５第３５条第１項 

◎ 運営規程の概要，従業者の勤務の体制，事故発生時の対応，苦情

処理の体制，提供するサービスの第三者評価の実施状況（実施の有

無，実施した直近の年月日，実施した評価機関の名称，評価結果の

開示状況）等の入所申込者のサービスの選択に資すると認められる

重要事項を当該施設の見やすい場所に掲示することを規定したもの

であるが，次に掲げる点に留意する必要がある。 

◆平３０老老発０３２２第１号第５の３０（１） 

① 施設の見やすい場所とは，重要事項を伝えるべき介護サービス

の入所申込者，入所者又はその家族に対して見やすい場所のこと

であること。 

② 従業者の勤務の体制については，職種ごと，常勤・非常勤ごと

等の人数を掲示する趣旨であり，従業者の氏名まで掲示すること

を求めるものではないこと。 

 
□  上記に規定する事項を記載した書面を当該施設に備え付け，かつ，

これをいつでも関係者に自由に閲覧させることにより，上記の規定
による掲示に代えることができる。◆平３０厚労令５第３５条第２項 
◎ 重要事項を記載したファイル等を介護サービスの入所申込者，
入所者又はその家族等が自由に閲覧可能な形で当該介護医療院内
に備え付けることで掲示に代えることができることを規定したも
のである。◆平３０老老発０３２２第１号第５の３０（２） 

 

適 

・ 

否 

 
掲示でない場合，代替方
法確認 
苦情対応方法も掲示 

 
34 秘密保持等 
 
 
 
 

 
□ 従業者は，正当な理由がなく，その業務上知り得た入所者又はその
家族の秘密を漏らしていないか。 ◆平３０厚労令５第３６条第１項 

 
□ 従業者であった者が，正当な理由がなく，その業務上知り得た入所
者又はその家族の秘密を漏らすことがないよう，必要な措置を講じて
いるか。 ◆平３０厚労令５第３６条第２項 

  ◎ 従業者でなくなった後においてもこれらの秘密を保持すべき旨
を従業者の雇用時等に取り決め，例えば違約金についての定めを 
置くなどの措置を講ずべきこと。◆平３０老老発０３２２第１号第５の３１（２） 

  ※ 予め違約金の額を定めておくことは労働基準法第16条に抵触す
るため，違約金について定める場合には，現実に生じた損害につい
て賠償を請求する旨の定めとすること。 

 
□ 居宅介護支援事業者等に対して，入所者に関する情報を提供する際
には，あらかじめ文書により入所者の同意を得ているか。 

  ◆平３０厚労令５第３６条第３項 

 

適 

・ 

否 

 
従業者への周知方法 
就業規則等確認 
 
講じた措置の内容 
 
 
 
 
 
 
 
同意文書確認 
 

 
35 居宅介護支

 
□ 居宅介護支援事業者又はその従業者に対し，要介護被保険者に当該

 

適 
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主 眼 事 項 着  眼  点  等 評価 備  考 

 援事業者に対
 する利益供与
 等の禁止 
 
 
 

施設を紹介することの対償として，金品その他の財産上の利益を供与
していないか。 ◆平３０厚労令５第３７条第１項 

 
□ 居宅介護支援事業者又はその従業者から，当該施設からの退所者を
紹介することの対償として，金品その他の財産上の利益を収受してい
ないか。 ◆平３０厚労令５第３７条第２項 

・ 

否 

 
36 苦情処理 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
□ 提供したサービスに関する入所者及びその家族からの苦情に迅速
かつ適切に対応するために，苦情を受け付けるための窓口を設置する
等の必要な措置を講じているか。 ◆平３０厚労令５第３８条第１項 

  ◎ 苦情を受け付けるための窓口を設置することのほか，相談窓口，
苦情処理の体制及び手順等，当該施設における苦情を処理するため
に講ずる措置の概要について明らかにし，これを入所者又はその家
族にサービスの内容を説明する文書に記載するとともに，施設に掲
示する等の措置を講じること。 ◆平３０老老発０３２２第１号第５の３３（１） 

 
□ 上記の苦情を受け付けた場合には，当該苦情の内容等を記録してい
るか。 ◆平３０厚労令５第３８条第２項 

 
□ 提供したサービスに関し，法第23条の規定による市町村が行う文書
その他の物件の提出若しくは提示の求め又は当該市町村の職員から
の質問若しくは照会に応じ，入所者からの苦情に関して市町村が行う
調査に協力するとともに，市町村から指導又は助言を受けた場合は，
当該指導又は助言に従って必要な改善を行っているか。 

  ◆平３０厚労令５第３８条第３項 
□ 市町村からの求めがあった場合には，上記の改善の内容を市町村に
報告しているか。 ◆平３０厚労令５第３８条第４項 

 
□ 提供したサービスに関する入所者からの苦情に関して国民健康保
険団体連合会が行う法第176条第1項第３号の規定による調査に協力
するとともに，国民健康保険団体連合会から同号の規定による指導又
は助言を受けた場合は，当該指導又は助言に従って必要な改善を行っ
ているか。 ◆平３０厚労令５第３８条第５項 

 
□ 国民健康保険団体連合会からの求めがあった場合には，上記の改善
の内容を国民健康保険団体連合会に報告しているか。 

  ◆平３０厚労令５第３８条第６項 

 

適 

・ 

否 

 
マニュアルの有無 
一次窓口及び担当者 
 
 
 
 
 
 
 
事例確認 
あれば処理結果確認 
 
事例確認 
 
 
 
 
 
 
 
 
事例確認 
 
 
 
 
 
 
 

 
37 地域との連
 携 

 
 
 

 
□ 運営に当たっては，地域住民又はその自発的な活動等との連携及び
協力を行う等の地域との交流に努めているか。 ◆平３０厚労令５第３９条第１項 

 ◎ 当該施設が地域に開かれたものとして運営されるよう，地域の住
民やボランティア団体等との連携及び協力を行う等の地域との交流
を図らなければならない。  ◆平３０老老発０３２２第１号第５の３４（１） 

 
□ 運営に当たっては，提供したサービスに関する入所者からの苦情に
関して，市町村等が派遣する者が相談及び援助を行う事業その他の市
町村が実施する事業に協力するよう努めているか。◆平３０厚労令５第３９条第２項 
◎ 介護サービス相談員を積極的に受け入れる等，市町村との密接な
連携に努めること。 
なお，「市町村が実施する事業」には，介護サービス相談員派遣事

業のほか，広く市町村が老人クラブ，婦人会その他の非営利団体や
住民の協力を得て行う事業が含まれる。 ◆平３０老老発０３２２第１号第５の３４（２） 

 

適 

・ 

否 

 
交流の機会，頻度 
ボランティアの有無 

 
 
 
 
市町村事業（相談員派遣
等）受入の有無 
 
 
 

 
38 事故発生の
 防止及び発生
 時の対応 
 
 
 
 
 
 
 

 
□  事故の発生又はその再発を防止するため，以下に定める措置を講じ
ているか。 ◆平３０厚労令５第４０条第１項第１号 

  ア 事故が発生した場合の対応，イに規定する報告の方法等が記載さ
れた事故発生の防止のための指針を整備すること。 

    ◎ 盛り込むべき項目は以下のとおり。 ◆平３０老老発０３２２第１号第５の３５① 
      (ｱ) 介護事故の防止に関する基本的考え方 
      (ｲ) 介護事故の防止のための委員会その他施設内の組織に関す

る事項 
      (ｳ) 介護事故の防止のための職員研修に関する基本方針 
      (ｴ) 施設内で発生した介護事故，介護事故には至らなかったが介

護事故が発生しそうになった場合（ヒヤリ・ハット事例）及び

 

適 

・ 

否 

 
 
 
マニュアルの有無 
 
指針は左記項目を完備
しているか 

【 適・否 】 
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主 眼 事 項 着  眼  点  等 評価 備  考 

現状を放置しておくと介護事故に結びつく可能性が高いもの
（以下「介護事故等」という。）の報告方法等の介護に係る安
全の確保を目的とした改善のための方策に関する基本方針 

      (ｵ) 介護事故等発生時の対応に関する基本方針 
      (ｶ) 入所者等に対する当該指針の閲覧に関する基本方針 
      (ｷ) その他介護事故等の発生の防止の推進のために必要な基本

方針  等 
  イ 事故が発生した場合又はそれに至る危険性がある事態が生じた

場合に，当該事実が報告され，その分析を通じた改善策を従業者に
周知徹底する体制を整備すること。 ◆平３０厚労令５第４０条第１項第２号 

    ◎ 介護事故等について，施設全体で情報共有し，今後の再発防止
につなげることが目的であり，決して職員の懲罰を目的としたも
のではないことに留意すること。 ◆平３０老老発０３２２第１号第５の３５② 

      (ｱ) 介護事故等について報告するための様式を整備すること。 
      (ｲ) 介護職員その他の従業者は，介護事故等の発生又は発見ごと

にその状況，背景等を記録するとともに，(ｱ)の様式に従い介
護事故等について報告すること。 

      (ｳ) ウの事故発生の防止のための委員会において，(ｲ)により報
告された事例を集計し，分析すること。 

      (ｴ) 事例の分析に当たっては，介護事故等の発生時の状況等を分
析し，介護事故等の発生原因，結果等をとりまとめ，防止策を
検討すること。 

      (ｵ) 報告された事例及び分析結果を職員に周知徹底すること。 
      (ｶ) 防止策を講じた後に，その効果について評価すること。 
  ウ 事故発生の防止のための委員会（テレビ電話装置等を活用して行

われるものを含む。）及び従業者に対する研修を定期的に行うこと。 
  ◆平３０厚労令５第４０条第１項第３号 

◎ 当該委員会は，幅広い職種（例えば，管理者，事務長，医師，
看護職員，介護職員，生活相談員）により構成する。構成メンバ
ーの責務及び役割分担を明確にするとともに，専任の安全対策を
担当する者を決めておくこと。 

        なお，当該委員会は，運営委員会など他の委員会と独立して設
置・運営することが必要であるが，関係する職種，取り扱う事項
等が相互に関係が深いと認められる他の会議体を設置している場
合，これと一体的に設置・運営することも差し支えない。事故防
止検討委員会の責任者はケア全般の責任者であることが望ましい
。 

       また，委員会に施設外の安全対策の専門家を委員として積極的
に活用することが望ましい。 ◆平３０老老発０３２２第１号第５の３５③ 

    ◎ 研修の内容は，事故発生防止の基礎的内容等の適切な知識を普
及・啓発するとともに，当該施設における指針に基づき，安全管
理の徹底を行うものとする。 

        職員教育を組織的に徹底させていくためには，当該施設が指針
に基づいた研修プログラムを作成し，定期的な教育（年２回以上
）を開催するとともに，新規採用時には必ず事故発生の防止の研
修を実施することが重要である。 

       また，研修の実施内容についても記録することが必要である。
研修の実施は，職員研修施設内での研修で差し支えない。 

   ◆平３０老老発０３２２第１号第５の３５④ 
エ 上記に掲げる措置を適切に実施するための担当者を置いている

か。   ◆平３０厚労令５第４０条第１項第４号 
□  入所者に対するサービスの提供により事故が発生した場合は，速や
かに市町村，入所者の家族等に連絡を行うとともに，必要な措置を講
じているか。◆平３０厚労令５第４０条第２項 

□  上記の事故の状況及び事故に際して採った処置を記録しているか。 
  ◆平３０厚労令５第４０条第３項 
□  入所者に対するサービスの提供により賠償すべき事故が発生した
場合は，損害賠償を速やかに行っているか。◆平３０厚労令５第４０条第４項 

  ◎ 損害賠償保険に加入，又は賠償資力を有することが望ましい。 
   ◆平３０老老発０３２２第１号第５の３５⑥ 

 
 
 
 
 
 
 
従業者への周知方法 
事例確認 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
委員会の構成メンバー 
 
 
委員会の開催 
・昨年度   回 
 
 
・専任の安全対策担当者 
氏名（      ） 
職名（      ） 
 
 
 
 研修の開催状況 
（年 2回以上か） 
 
 
 
事故発生防止等の担当
者 （      ） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
賠償保険加入の有無 
 

 
39 虐待の防止 

□ 虐待の発生又はその再発を防止するため，次に掲げる措置を講じ
ているか。 ◆平３０厚労令５第４０条の２ 

 ア 虐待の防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催する
とともに，その結果について従業者に周知徹底を図ること。 

 

適 

・ 

否 

 

令和６年３月３１日ま

では努力義務（経過措

置） 
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主 眼 事 項 着  眼  点  等 評価 備  考 

 イ 虐待の防止のための指針を整備すること。 
 ウ 従業者に対し，虐待の防止のための研修を定期的に実施するこ

と。 
 エ 上記に掲げる措置を適切に実施するための担当者を置くこと。 
 

◎ 虐待の防止（基準省令第 40 条の２） ◆平３０老老発０３２２第１号第５の３６ 

虐待は，法の目的の一つである高齢者の尊厳の保持や，高齢者の人

格の尊重に深刻な影響を及ぼす可能性が極めて高く，介護医療院は虐

待の防止のために必要な措置を講じなければならない。虐待を未然に

防止するための対策及び発生した場合の対応等については，「高齢者

虐待の防止，高齢者の養護者に対する支援等に関する法律」（平成17 

年法律第124 号。以下「高齢者虐待防止法」という。）に規定されて

いるところであり，その実効性を高め，入所者の尊厳の保持・人格の

尊重が達成されるよう，次に掲げる観点から虐待の防止に関する措置

を講じるものとする。 

・虐待の未然防止 

介護医療院は高齢者の尊厳保持・人格尊重に対する配慮を常に心

がけながらサービス提供にあたる必要があり，第２条の基本方針に

位置付けられているとおり，研修等を通じて，従業者にそれらに関

する理解を促す必要がある。同様に，従業者が高齢者虐待防止法等

に規定する養介護施設の従業者としての責務・適切な対応等を正し

く理解していることも重要である。 

・虐待等の早期発見 

介護医療院の従業者は，虐待等を発見しやすい立場にあることか

ら，虐待等を早期に発見できるよう，必要な措置（虐待等に対する

相談体制，市町村の通報窓口の周知等）がとられていることが望ま

しい。また，入所者及びその家族からの虐待等に係る相談，入所者

から市町村への虐待の届出について，適切な対応をすること。 

・虐待等への迅速かつ適切な対応 

虐待が発生した場合には，速やかに市町村の窓口に通報される必

要があり，介護医療院は当該通報の手続が迅速かつ適切に行われ，

市町村等が行う虐待等に対する調査等に協力するよう努めること

とする。 

以上の観点を踏まえ，虐待等の防止・早期発見に加え，虐待等が発

生した場合はその再発を確実に防止するために次に掲げる事項を実

施するものとする。 

なお，当該義務付けの適用に当たっては，令和３年改正省令附則第

２条において，３年間の経過措置を設けており，令和６年３月31 日

までの間は，努力義務とされている。 

① 虐待の防止のための対策を検討する委員会（第１号） 

「虐待の防止のための対策を検討する委員会」（以下「虐待防止検

討委員会」という。）は，虐待等の発生の防止・早期発見に加え，

虐待等が発生した場合はその再発を確実に防止するための対策を

検討する委員会であり，管理者を含む幅広い職種で構成する。構成

メンバーの責務及び役割分担を明確にするとともに，定期的に開催

することが必要である。また，施設外の虐待防止の専門家を委員と

して積極的に活用することが望ましい。 

一方，虐待等の事案については，虐待等に係る諸般の事情が，複

雑かつ機微なものであることが想定されるため，その性質上，一概

に従業者に共有されるべき情報であるとは限られず，個別の状況に

応じて慎重に対応することが重要である。 

なお，虐待防止検討委員会は，関係する職種，取り扱う事項等が

相互に関係が深いと認められる他の会議体を設置している場合，こ

れと一体的に設置・運営することとして差し支えない。また，施設

に実施が求められるものであるが，他のサービス事業者との連携等

により行うことも差し支えない。 

また，虐待防止検討委員会は，テレビ電話装置等を活用して行う

ことができるものとする。この際，個人情報保護委員会・厚生労働

省「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのため

 

虐待の防止のための対

策を検討する委員会の

開催の有無 （有・無） 

 

虐待の防止のための指

針の有無 （有・無） 

 

虐待の防止のための 

研修【 有 ・ 無 】 

（２回／年以上） 

 

 

 

新規採用時の研修 

【 有 ・ 無 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

担当者 （     ） 
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主 眼 事 項 着  眼  点  等 評価 備  考 

のガイダンス」，厚生労働省「医療情報システムの安全管理に関す

るガイドライン」等を遵守すること。 

虐待防止検討委員会は，具体的には，次のような事項について検

討することとする。その際，そこで得た結果（施設における虐待に

対する体制，虐待等の再発防止策等）は，従業者に周知徹底を図る

必要がある。 

イ 虐待防止検討委員会その他施設内の組織に関すること 

ロ 虐待の防止のための指針の整備に関すること 

ハ 虐待の防止のための職員研修の内容に関すること 

ニ 虐待等について，従業者が相談・報告できる体制整備に関する

こと 

ホ 従業者が虐待等を把握した場合に，市町村への通報が迅速かつ

適切に行われるための方法に関すること 

ヘ 虐待等が発生した場合，その発生原因等の分析から得られる再

発の確実な防止策に関すること 

ト 前号の再発の防止策を講じた際に，その効果についての評価に

関すること 

② 虐待の防止のための指針(第２号) 

介護医療院が整備する「虐待の防止のための指針」には，次のよ

うな項目を盛り込むこととする。 

イ 施設における虐待の防止に関する基本的考え方 

ロ 虐待防止検討委員会その他施設内の組織に関する事項 

ハ 虐待の防止のための職員研修に関する基本方針 

ニ 虐待等が発生した場合の対応方法に関する基本方針 

ホ 虐待等が発生した場合の相談・報告体制に関する事項 
ヘ 成年後見制度の利用支援に関する事項 
ト 虐待等に係る苦情解決方法に関する事項 

チ 入所者等に対する当該指針の閲覧に関する事項 

リ その他虐待の防止の推進のために必要な事項 

③ 虐待の防止のための従業者に対する研修（第３号） 

従業者に対する虐待の防止のための研修の内容としては，虐待等

の防止に関する基礎的内容等の適切な知識を普及・啓発するもので

あるとともに，当該介護医療院における指針に基づき，虐待の防止

の徹底を行うものとする。 

職員教育を組織的に徹底させていくためには，当該介護医療院が

指針に基づいた研修プログラムを作成し，定期的な研修（年２回以

上）を実施するとともに，新規採用時には必ず虐待の防止のための

研修を実施することが重要である。 

また，研修の実施内容についても記録することが必要である。研

修の実施は，施設内での研修で差し支えない。 

④ 虐待の防止に関する措置を適切に実施するための担当者（第４号） 

介護医療院における虐待を防止するための体制として，①から③
までに掲げる措置を適切に実施するため，専任の担当者を置くこと
が必要である。当該担当者としては，虐待防止検討委員会の責任者
と同一の従業者が務めることが望ましい。 

 
40 会計の区分 
 
 
 
 

 
□ 介護医療院サービスの事業の会計とその他の事業の会計を区分し
ているか。◆平３０厚労令５第４１条 

 ◎ 具体的な会計処理の方法については，別に通知された「介護保険
の給付対象事業における会計の区分について」，「介護医療院会計・
経理準則の制定について」に沿って適切に行うこと。 
◆平３０老老発０３２２第１号第５の３７ 

 

適 

・ 

否 

 
収支＋－が把握できる
程度の区分必要 
決算時の按分でも可 
 
 

 
41 記録の整備 
 
 
 
 
 
 

 
□ 従業者，施設及び構造設備並びに会計に関する諸記録を整備してい
るか。 ◆平３０厚労令５第４２条第１項 

 
□ 入所者に対するサービスの提供に関する以下の諸記録を整備し，そ
の完結の日から２年間保存しているか。 

  ◆平３０厚労令５第４２条第１項，◆ 
 ア 施設サービス計画 

 

適 

・ 

否 

 

誤った請求があったと

きに５年間遡って点検

することになるため，左

記記録を５年間保存す

ること。 



自主点検表（R５ 京都府 ｖｅｒ1.1）                       【介護医療院・従来型】 

介護医療院・従来型                         

30 

主 眼 事 項 着  眼  点  等 評価 備  考 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

  イ 本主眼事項第４の７に規定する居宅において日常生活を営むこ
とができるかどうかについての検討の記録 

  ウ 本主眼事項第４の８に規定する提供した具体的なサービスの内
  容等の記録 
  エ 本主眼事項第４の11に規定する身体的拘束等の態様及び時間，そ

の際の入所者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 
 オ 本主眼事項第４の22に規定する市町村への通知に係る記録 
  カ 本主眼事項第４の36に規定する苦情の内容等の記録 
  キ 本主眼事項第４の38に規定する事故の状況及び事故に際して採

った処置の記録 
◎ 「その完結の日」とは，個々の利用者につき，契約の終了（契約
の解約・解除，他の施設への入所，利用者の死亡，利用者の自立を
含む。）により一連のサービス提供が終了した日を指すものとする。
また，サービスの提供に関する記録には診療録が含まれるものであ
ること。◆平３０老老発０３２２第１号第５の３８ 

42 電磁的記録
等 

 
□ 介護医療院及びその従業員は，作成，保存その他これらに類する

もののうち，この省令の規定において書面（書面，書類，文書，謄
本，抄本，正本，副本，複本その他文字，図形等人の知覚によって
認識することができる情報が記載された紙その他の有機物をいう。
以下この条において同じ。）で行うことが規定されている又は想定
されるもの（主眼事項第４の５及び４－８並びに次に規定するもの
を除く）については，書面に代えて，当該書面に係る電磁的記録（電
子的方式，磁気的方式その他人の知覚によっては認識することがで
きない方式で作られる記録であって，電子計算機による情報処理の
用に供されるものをいう。）により行うことができる。  

  ◆平３０厚労令５第５５条第１項 
□ 介護医療院及びその従業員は，交付，説明，同意，承諾，締結そ

の他これらに類するもののうち，この省令の規定において書面で行
うことが規定されている又は想定されるものについては，当該交付
等の相手方の承諾を得て，書面に代えて，電磁的方法によることが
できる。 ◆平３０厚労令５第５５条第２項 

 
◎  電磁的記録について  ◆平３０老老発０３２２第１号第６（雑則）の１ 

介護医療院及びサービスの提供に当たる者（以下「施設等」という。）

は，書面の作成，保存等を次に掲げる電磁的記録により行うことがで

きる。 

 イ 電磁的記録による作成は，施設等の使用に係る電子計算機にえら

れたファイルに記録する方法または磁気ディスク等をもって調製す

る方法によること。 

ロ 電磁的記録による保存は，以下のいずれかの方法によること。 

  ａ 作成された電磁的記録を事業者等の使用に係る電子計算機に備

えられたファイル又は磁気ディスク等をもって調製するファイル

により保存する方法 

  ｂ 書面に記載されている事項をスキャナ等により読み取ってでき 

た電磁的記録を事業者等の使用に係る電子計算機に備えられたフ

ァイル又は磁気ディスク等をもって調製するファイルにより保存

する方法 

 ハ その他，基準省令第55条第１項において電磁的記録により行うこ

とができるとされているものは，イ及びロに準じた方法によること。 

 ニ また，電磁的記録により行う場合は，個人情報保護委員会・厚生 

労働省「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いの

ためのガイダンス」，厚生労働省「医療情報システムの安全管理に

関するガイドライン」等を遵守すること。 

◎  電磁的方法について  ◆平３０老老発０３２２第１号第６（雑則）の２ 

  施設等は，交付，説明，同意，承諾，締結等について，事前に入所

者又はその家族等の承諾を得た上で，次に掲げる電磁的方法によるこ

とができる。 

 イ 電磁的方法による交付は，基準省令第７条第２項から第６項まで

の規定に準じた方法によること。 

 ロ 電磁的方法による同意は，例えば電子メールにより入所者等が同 

意の意思表示をした場合等が考えられること。なお，「押印につい

 

適 

・ 

否 
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主 眼 事 項 着  眼  点  等 評価 備  考 

てのＱ＆Ａ（令和２年６月19 日内閣府・法務省・経済産業省）」を

参考にすること。 

 ハ 電磁的方法による締結は，入所者等・施設等の間の契約関係を明

確にする観点から，書面における署名又は記名・押印に代えて，電

子署名を活用することが望ましいこと。なお，「押印についてのＱ

＆Ａ（令和２年６月19 日内閣府・法務省・経済産業省）」を参考に

すること。 

 ニ その他，基準省令第55条第２項において電磁的方法によることが

できるとされているものに類するものは，イからハまでに準じた方

法によること。ただし，基準省令又はこの通知の規定により電磁的

方法の定めがあるものについては，当該定めに従うこと。 

 ホ また，電磁的方法による場合は，個人情報保護委員会・厚生労働 

省「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのため

のガイダンス」，厚生労働省「医療情報システムの安全管理に関す

るガイドライン」等を遵守すること。 

 
第５ 変更の届
 出等 
＜法第１０７条第２項＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜法第１１３条＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
□ 介護医療院の開設者は，当該施設の入所定員その他介護保険法第
107条第2項に定める事項を変更しようとするときは 京都府知事
の許可を受けているか。◆施行規則第１３８条第２項 

 ア 敷地の面積及び平面図 
 イ 建物の構造概要及び平面図（各室の用途を明示すること。）並び

に施設及び構造設備の概要 
 ウ 施設の共用の有無及び共用の場合の利用計画 
 エ 運営規程（従業者の職種，員数及び職務内容並びに入所定員に 
  係る部分に限る。） 
 オ 協力病院の名称及び診療科名並びに当該協力病院との契約内容

（協力病院を変更しようとするときに係るものに限る。） 
   ただし，運営規程に掲げる事項を変更しようとする場合において

，入所定員又は療養室の定員数を減少させようとするときは，許可
を受けることを要しない。 

 
□ 介護医療院の開設者は，当該施設の開設者の住所その他介護保険法
第107条に定める事項に変更があったときは，10日以内にその旨を京
都府知事に届けているか。◆施行規則第１４０条の２の２ 
 

 ア 施設の名称及び開設の場所 
 イ 開設者の名称及び主たる事務所の所在地並びに代表者の氏名及

び住所 
 ウ 開設者の定款，寄附行為等及びその登記簿の謄本又は条例等（当

該指定に係る事業に関するものに限る。） 
 エ 併設する施設がある場合にあっては，当該併設する施設の概要 
 オ 施設の管理者の氏名及び住所 
 カ 運営規程（従業者の職種，員数及び職務内容並びに入所定員に係

る部分を除く。） 
 キ 協力病院の名称及び診療科名並びに当該協力病院との契約内容

（協力病院を変更しようとするときに係るものを除き，協力歯科医
院があるときは，その名称及び契約の内容を含む。） 

 

適 

・ 

否 

 
台帳搭載事項に変更な
いか 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
第６ 介護給付
 費の算定及び
 取扱 
１ 基本的事項 
 
 
 
 
 
 
 

 
□ サービスに要する費用の額は，「指定施設サービス等に要する費用
の額の算定に関する基準」の別表指定施設サービス等介護給付費単位
数表により算定される費用の額となっているか。◆平１２厚告２１の一 

 
□ サービスに係る費用の額は，「厚生労働大臣が定める１単位の単価
」に別表に定める単位数を乗じて算定しているか。◆平１２厚告２１の二 

 ※ １単位の単価は，10円に地域区分，サービス種類に応じて定めら
れた割合（別表２）を乗じて得た額とする（緊急時施設療養費（特
定治療に係るものに限る。）として算定される費用を除く。）。 

 
□ 上記によりサービスに要する費用額を算定した場合において，その
額に１円未満の端数があるときは，その端数金額は切り捨てて計算し
ているか。◆平１２厚告２１の三 

 

適 

・ 

否 

 

 
２ 通則 

 
(1) 原則として，入所した日及び退所した日の両方を含む。 

 

適 
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 (1) 入所日数
  の数え方 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  ◆平１２老企４０第２の１（２）① 
(2) ただし，同一敷地内における短期入所生活介護事業所，短期入所療
養介護事業所，特定施設又は介護保険施設（以下「介護保険施設 等
」という。）の間で，又は隣接若しくは近接する敷地における介護保
険施設等であって相互に職員の兼務や施設の共用等が行われている
ものの間で，入所者等が一の介護保険施設等から退所等をしたその日
に他の介護保険施設等に入所等する場合については，入所等の日は含
み，退所等の日は含まれない。◆平１２老企４０第２の１（２）② 

(3) 介護保険施設等を退所等したその日に当該介護保険施設等と同一
敷地内にある病院若しくは診療所の病床であって，医療保険が適用さ
れるもの（以下「医療保険適用病床」という。）又は当該介護保険施
設等と隣接若しくは近接する敷地における病院若しくは診療所 の
医療保険適用病床であって当該介護保険施設等との間で相互に職員
の兼務や施設の共用等が行われているもの（以下「同一敷地内等 の
医療保険適用病床」という。）に入院する場合（同一医療機関内の転
棟の場合を含む。）は，介護保険施設等においては退所等の日は算定
されず，また，同一敷地内等の医療保険適用病床を退院したその日に
介護保険施設等に入所等する場合（同一医療機関内の転棟の場合を含
む。）は，介護保険施設等においては入所等の日は算定されない。 
 ◆平１２老企４０第２の１（２）③ 

(4) 「(2)定員超過に係る減算」の(1)及び「(4)人員欠如に係る減算」
の(1)に定める入所者の数の算定においては，入所等した日を含み，
退所等した日は含まない。 ◆平１２老企４０第２の１（２）④ 

・ 

否 

 
 (2)定員超過
  に係る減算 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
(1) この場合の入所者の数は，１月間（暦月）の入所者の数の平均を用
いる。この場合，１月間の入所者の数の平均は，当該月の全入所者の
延数を当該月の日数で除して得た数とする。この平均入所者数の算定
に当たっては，小数点以下を切り上げるものとする。 

  ◆平１２老企４０第２の１（３）② 
(2) 入所者の数が定員を超過した施設については，その翌月から定員超
過利用が解消されるに至った月まで，入所者全員について所定単位数
が減算され，定員超過利用が解消されるに至った月の翌月から通常の
所定単位数が算定される。◆平１２老企４０第２の１（３）③ 

 
(3) 京都府知事は，定員超過利用が行われている施設に対しては，その
解消を行うよう指導する。当該指導に従わず，定員超過利用が２月以
上継続する場合には，特別な事情がある場合を除き，指定の取消しを
検討する。  ◆平１２老企４０第２の１（３）④ 

 
(4) 災害，虐待の受け入れ等やむを得ない理由による定員超過利用につ
いては，当該定員超過利用が開始した月（災害等が生じた時期が月末
であって，定員超過利用が翌月まで継続することがやむを得ないと認
められる場合は翌月も含む。）の翌月から所定単位数の減算を行うこ
とはせず，やむを得ない理由がないにもかかわらずその翌月まで定員
を超過した状態が継続している場合に，災害が生じた月の翌々月から
所定単位数の減算を行うものとする。◆平１２老企４０第２の１（３）⑤ 

 

適 

・ 

否 

 

【 算定の有・無 】 

 

 
 (3)常勤換算
  方法 
 
 
 
 

  暦月ごとの職員の勤務延時間数を，当該施設において常勤の職員
が勤務すべき時間で除することによって算定するものとし，小数点
第２位以下を切り捨てる。なお，やむを得ない事情により，配置さ
れていた職員数が一時的に１割の範囲内で減少した場合は，１月を
超えない期間内に職員が補充されれば，職員数が減少しなかったも
のとみなす。 
その他，常勤換算方法及び常勤の具体的な取扱いについては，①及

び②のとおりとすること。 ◆平１２老企４０第２の１（４） 

① 雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法

律（昭和47 年法律第113 号）第13 条第１項に規定する措置（以下「母

性健康管理措置」という。）又は育児休業，介護休業等育児又は家族

介護を行う労働者の福祉に関する法律（平成３年法律第76 号。以下

「育児・介護休業法」という。）第23 条第１項，同条第３項又は同

法第24条に規定する所定労働時間の短縮等の措置（以下「育児及び介

護のための所定労働時間の短縮等の措置」という。）が講じられてい

る場合，30時間以上の勤務で，常勤換算方法での計算に当たり，常勤

の従業者が勤務すべき時間数を満たしたものとし，１として取り扱う

 

適 

・

否 
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ことを可能とする。 

② 当該事業所における勤務時間が，当該事業所において定められてい

る常勤の従業者が勤務すべき時間数（32 時間を下回る場合は32 時間

を基本とする。）に達していることをいうものであるが，母性健康管

理措置又は育児及び介護のための所定労働時間の短縮等の措置が講

じられている者については，利用者の処遇に支障がない体制が事業所

として整っている場合は，例外的に常勤の従業者が勤務すべき時間数

を30 時間として取り扱うことを可能とする。 
また，常勤による従業者の配置要件が設けられている場合，従業

者が労働基準法（昭和22 年法律第49 号）第65 条に規定する休業，
母性健康管理措置，育児・介護休業法第２条第１号に規定する育児
休業，同条第２号に規定する介護休業，同法第23 条第２項の育児休
業に関する制度に準ずる措置又は同法第24 条第１項（第２号に係る
部分に限る。）の規定により同項第２号に規定する育児休業に関す
る制度に準じて講ずる措置による休業を取得中の期間において，当
該要件において求められる資質を有する複数の非常勤の従業者を常
勤の従業者の員数に換算することにより，当該要件を満たすことが
可能であることとする。 

 
  (4)人員基準
  欠如に係る
  減算 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
(1) 人員基準上満たすべき看護師等の員数を算定する際の入所者の数は
，当該年度の前年度の平均を用いる（ただし，新規開設の場合は推定
数による。）。この場合，入所者の数の平均は，前年度の全入所者の延
数を当該前年度の日数で除して得た数とする。この平均入所者数の算
定に当たっては，小数点第２位以下を切り上げる。◆平１２老企４０第２の１（５）② 

  
(2) 看護・介護職員の人員基準欠如については， 
  ① 人員基準上必要とされる員数から１割を超えて減少した場合に

は，その翌月から人員基準欠如が解消されるに至った月まで，入所
者の全員について所定単位数が減算される。 

  ② １割の範囲内で減少した場合には，その翌々月から人員基準欠如
が解消されるに至った月まで，入所者の全員について所定単位数が
減算される（ただし，翌月の末日において人員基準を満たすに至っ
ている場合を除く。）。 ◆平１２老企４０第２の１（５）③ 

(3) 看護・介護職員以外の人員基準欠如については，その翌々月から人
員基準欠如が解消されるに至った月まで，入所者の全員について所定
単位数が減算される（ただし，翌月の末日において人員基準を満たす
に至っている場合を除く。）。  ◆平１２老企４０第２の１（５）④ 

(4) 京都府知事は，著しい人員基準欠如が継続する場合には，職員の増
員，入所定員の見直し，事業の休止等を指導する。当該指導に従わな
い場合には，特別な事情がある場合を除き，指定の取消しを検討する
。 

 ◆平１２老企４０第２の１（５）⑥ 

 

適 

・

否 

 

【 算定の有・無 】 

 

 
  (5)夜勤体制
  に関する減
  算 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
(1) 夜勤を行う職員の員数が基準に満たない場合の減算については，あ
る月（暦月）において以下のいずれかの事態が発生した場合に，その
翌月において入所者の全員について，所定単位数が減算される。 

◆平１２老企４０第２の１（６）② 
① 夜勤時間帯（午後10時から翌日の午前５時までの時間を含めた連
続する16時間をいい，施設ごとに設定するものとする）において夜
勤を行う職員数が夜勤職員基準に定める員数に満たない事態が２
日以上連続して発生した場合 

② 夜勤時間帯において夜勤を行う職員数が夜勤職員基準に定める
員数に満たない事態が４日以上発生した場合 

(2) 夜勤を行う職員の員数の算定における入所者の数は，当該年度の 
前年度の入所者の数の平均を用いること。この平均入所者数の算定 
に当たっては，小数点以下を切り上げる。◆平１２老企４０第２の１（６）③ 

(3) 夜勤職員基準に定められる夜勤を行う職員の員数は，夜勤時間帯を

通じて配置されるべき職員の員数であり，複数の職員が交代で勤務す

ることにより当該基準を満たして構わないものとする。 

また，夜勤職員基準に定められる員数に小数が生じる場合において

は，整数部分の員数の職員の配置に加えて，夜勤時間帯に勤務する別

の職員の勤務時間数の合計を16 で除して得た数が，小数部分の数以

上となるように職員を配置することとする。なお，この場合において，

 

適 

・

否 

 

【 算定の有・無 】 
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主 眼 事 項 着  眼  点  等 評価 備  考 

整数部分の員数の職員に加えて別の職員を配置する時間帯は，夜勤時

間帯に属していればいずれの時間でも構わず，連続する時間帯である

必要はない。当該夜勤時間帯において最も配置が必要である時間に充

てるよう努めることとする。◆平１２老企４０第２の１（６）④ 

(4) 京都府知事は，夜勤を行う職員の不足状態が続く場合には，夜勤を

行う職員の確保を指導し，当該指導に従わない場合は，指定の取消し

を検討する。◆平１２老企４０第２の１（６）⑤ 

 
 (6)新設等の
  場合の入所
  者の数 
 
 
 
 

 
 人員基準欠如及び夜勤を行う職員の員数の算定に関しては， 
 ① 新設又は増床分のベッドに関して，前年度において１年未満の実

績しかない場合（前年度の実績が全くない場合を含む。）の入所者
の数は，新設又は増床の時点から６月未満の間は，便宜上，ベッド
数の90％を入所者の数とし，新設又は増床の時点から６月以上１年
未満の間は，直近の６月における全入所者の延数を６月間の日数で
除して得た数とし，新設又は増床の時点から１年以上経過している
場合は，直近１年間における全入所者の延数を１年間の日数で除し
て得た数とする。 

 ② 減床の場合には，減床後の実績が３月以上あるときは，減床後の
延入所者数を延日数で除して得た数とする。 

◆平１２老企４０第２の１（７） 

 

適 

・ 

否 

 

【 算定の有・無 】 

 

 
 (7)短期入所
  的な利用 
 
 

 
 あらかじめ退所日を決めて入所する場合は，そのサービスは短期入所
サービスであり，このようなサービス利用を「施設入所」とみなすこと
は，短期入所サービスを含む居宅サービスの支給限度基準額を設けた趣
旨を没却するため，認められない。◆平１２老企４０第２の１（８） 

 

適 

・ 

否 

 

 
(8) 「認知症
高齢者の日
常生活自立
度」の決定
方法 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
(1) 加算の算定要件として「「認知症高齢者の日常生活自立度判定基準
」の活用について」（平成５年10月26日老健第135号厚生省老人保健福
祉局長通知）に規定する「認知症高齢者の日常生活自立度」（以下「
日常生活自立度」という。）を用いる場合の日常生活自立度の決定に
当たっては，医師の判定結果又は主治医意見書（以下「判定結果」と
いう。）を用いるものとする。◆平１２老企４０第２の１（９）① 

(2) (1)の判定結果は，判定した医師名，判定日と共に，居宅サービス
計画又は各サービスのサービス計画に記載するものとする。また，主
治医意見書とは，「要介護認定等の実施について」（平成21年９月30
日老発0930第５号厚生労働省老健局長通知）に基づき，主治医が記載
した同通知中「３ 主治医の意見の聴取」に規定する「主治医意見書
」中「３．心身の状態に関する意見 (1) 日常生活の自立度等につい
て・認知症高齢者の日常生活自立度」欄の記載をいうものとする。な
お，複数の判定結果がある場合にあっては，最も新しい判定を用いる
ものとする。◆平１２老企４０第２の１（９）② 

(3) 医師の判定が無い場合（主治医意見書を用いることについて同意が
得られていない場合を含む。）にあっては，「要介護認定等の実施につ
いて」に基づき，認定調査員が記入した同通知中「２(4) 認定調査員
」に規定する「認定調査票」の「認定調査票（基本調査）」７の「認
知症高齢者の日常生活自立度」欄の記載を用いるものとする。 

 ◆平１２老企４０第２の１（９）③ 

  
日常生活継続支援加算，
認知症専門ケア加算の
算定あるか 
 
 
決定方法はいずれか 
・医師の判定結果 
・主治医意見書 
・認定調査票 
 
 
計画に以下の記載ある
か 
・判定結果 
・判定医師 
・判定日 
 
 
 
 

 
３ 介護医療院
サービス 

(1) 介護医療院
サービス費 

 ア 算定基準 
 
 
 
 

Ⅰ型（Ⅰ） 

 
 
 
 
 
 

 
□ 別に厚生労働大臣が定める施設基準（注１)に適合し，かつ，別に
厚生労働大臣が定める夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準（注２
)を満たすものとして京都府知事に届け出た介護医療院において，介
護医療院サービスを行った場合に，当該施設基準に掲げる区分及び別
に厚生労働大臣が定める基準（平２７厚労告９６第６８号の２）に掲げる区分に従い
，入所者の要介護状態区分に応じて，それぞれ所定単位数を算定して
いるか。◆平１２厚告２１別表４イロハ注１ 

 
 注１ 厚生労働大臣が定める施設基準  ◆平２７厚労告９６第６８号 
(1) Ⅰ型介護医療院サービス費(Ⅰ) 

イ 併設型小規模介護医療院以外の介護医療院が行う介護医療院サ

ービスの場合にあっては，次に掲げる規定のいずれにも適合してい

ること。 

① Ⅰ型療養床を有する介護医療院であること。 

② 当該介護医療院サービスを行うⅠ型療養棟における看護職員の

 

適 

・ 

否 

 

 

 

 

 

夜勤者数     人 
 （職種：     ） 
週40時間以上労働して
いる場合は，月平均，年
平均の労働基準監督署
への届出確認 
 
 
Ⅰ型（Ⅰ） 
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主 眼 事 項 着  眼  点  等 評価 備  考 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Ⅰ型（Ⅱ） 

数が，常勤換算方法で，入所者等（当該療養棟における指定短期

入所療養介護の利用者及び入所者。）の数の合計数が６又はその

端数を増すごとに１以上であること。 

③ Ⅰ型療養棟における介護職員の数が，常勤換算方法で，入所者等

の数の合計数が４又はその端数を増すごとに１以上であること。 

④ ②により算出した看護職員の最少必要数の２割以上は看護師で

あること。 

⑤ 定員超過利用・人員基準欠如に該当しないこと。 

⑥ 入所者等に対し，生活機能を維持改善するリハビリテーションを

実施していること。 

⑦ 地域に貢献する活動を行っていること。 

⑧ 次のいずれにも適合していること。 

ⅰ 算定日の属する月の前３月間における入所者等のうち，重篤な

身体疾病を有する者及び身体合併症を有する認知症高齢者の占

める割合が 100分の 50以上であること。 

ⅱ 算定日が属する月の前３月間における入所者等のうち，喀痰吸

引，経管栄養又はインスリン注射が実施された者の占める割合が

100分の 50以上であること。 

⑨ 算定日が属する月の前３月間における入所者等のうち，次のいず

れにも適合する者の占める割合が 100分の 10以上であること。 

ⅰ 医師が一般的に認められている医学的知見に基づき回復の見

込みがないと診断した者であること。 

ⅱ 入所者等又はその家族等の同意を得て，当該入所者等のターミ

ナルケアに係る計画が作成されていること。 

ⅲ 医師，看護職員，介護職員，管理栄養士等が共同して，入所者

等の状態又は家族等の求め等に応じ随時，入所者等又はその家族

等への説明を行い，同意を得てターミナルケアが行われているこ

と。 

Ⅳ ⅱ及びⅲについて，入所者本人及びその家族等と話し合いを

行い，入所者本人の意思決定を基本に，他の関係者との連携の上，

対応していること。 

ロ 併設型小規模介護医療院が行う介護医療院サービスの場合にあ

っては，次に掲げる規定のいずれにも適合していること。 

① イ①，②，⑥及び⑦に該当するものであること。 

② Ⅰ型療養棟における介護職員の数が，常勤換算方法で，入所者等

の数の合計数が６又はその端数を増すごとに１以上であること。 

③ 定員超過利用・人員基準欠如に該当しないこと。 

④ 次のいずれにも適合していること。 

ⅰ 算定日の属する月の前３月間における入所者等のうち，重篤な

身体疾病を有する者及び身体合併症を有する認知症高齢者の占

める割合が 100分の 50以上であること。 

ⅱ 算定日が属する月の前３月間における入所者等のうち，喀痰吸

引，経管栄養又はインスリン注射が実施された者の占める割合が

100分の 50以上であること。 

⑤ 算定日が属する月の前３月間における入所者等のうち，次のいず

れにも適合する者の占める割合が 100分の 10以上であること。 

ⅰ 医師が一般的に認められている医学的知見に基づき回復の見

込みがないと診断した者であること。 

ⅱ 入所者等又はその家族等の同意を得て，当該入所者等のターミ

ナルケアに係る計画が作成されていること。 

ⅲ 医師，看護師，介護職員，管理栄養士等が共同して，入所者等

の状態又は家族等の求め等に応じ随時，入所者等又はその家族等

への説明を行い，同意を得てターミナルケアが行われているこ

と。 

Ⅳ ⅱ及びⅲについて，入所者本人及びその家族等と話し合いを行

い，入所者本人の意思決定を基本に，他の関係者との連携の上，

対応していること。 

(2) Ⅰ型介護医療院サービス費(Ⅱ) 
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主 眼 事 項 着  眼  点  等 評価 備  考 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
Ⅰ型（Ⅲ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ型 (Ⅰ) 

 

 

 

イ 併設型小規模介護医療院以外の介護医療院が行う介護医療院サ

ービスの場合にあっては，次に掲げる規定のいずれにも適合してい

ること。 

① (1)イ①から⑦までに該当するものであること。 

② 次のいずれにも適合していること。 

ⅰ 算定日の属する月の前３月間における入所者等のうち，重篤な

身体疾病を有する者及び身体合併症を有する認知症高齢者の占

める割合が 100分の 50以上であること。 

ⅱ 算定日が属する月の前３月間における入所者等のうち，喀痰吸

引，経管栄養又はインスリン注射が実施された者の占める割合が

100分の 30以上であること。 

③ 算定日が属する月の前３月間における入所者等のうち，次のいず

れにも適合する者の占める割合が 100分の 5以上であること。 

ⅰ 医師が一般的に認められている医学的知見に基づき回復の見

込みがないと診断した者であること。 

ⅱ 入所者等又はその家族等の同意を得て，当該入所者等のターミ

ナルケアに係る計画が作成されていること。 

ⅲ 医師，看護師，介護職員，管理栄養士等が共同して，入所者等

の状態又は家族等の求め等に応じ随時，入所者等又はその家族等

への説明を行い，同意を得てターミナルケアが行われているこ

と。 

Ⅳ ⅱ及びⅲについて，入所者本人及びその家族等と話し合いを行

い，入所者本人の意思決定を基本に，他の関係者との連携の上，

対応していること。 

ロ 併設型小規模介護医療院が行う介護医療院サービスの場合にあ

っては，次に掲げる規定のいずれにも適合していること。 

① (1)ロ①から③までに該当するものであること。 

② 次のいずれかに適合していること。 

ⅰ 算定日の属する月の前３月間における入所者等のうち，重篤な

身体疾病を有する者及び身体合併症を有する認知症高齢者の占

める割合が 100分の 50以上であること。 

ⅱ 算定日が属する月の前３月間における入所者等のうち，喀痰吸

引，経管栄養又はインスリン注射が実施された者の占める割合が

100分の 30以上であること。 

③ 算定日が属する月の前３月間における入所者等のうち，次のいず

れにも適合する者の占める割合が 100分の 5以上であること。 

ⅰ 医師が一般的に認められている医学的知見に基づき回復の見

込みがないと診断した者であること。 

ⅱ 入所者等又はその家族等の同意を得て，当該入所者等のターミ

ナルケアに係る計画が作成されていること。 

ⅲ 医師，看護師，介護職員，管理栄養士等が共同して，入所者等

の状態又は家族の求め等に応じ随時，入所者等又はその家族への

説明を行い，同意を得てターミナルケアが行われていること。 

Ⅳⅱ及びⅲについて，入所者本人及びその家族等と話し合いを行

い，入所者本人の意思決定を基本に，他の関係者との連携の上，

対応していること。 

⑶ Ⅰ型介護医療院サービス費(Ⅲ) 

併設型小規模介護医療院以外の介護医療院が行う介護医療院サービ

スに限る。 

① (1)イ①②及び④から⑦まで並びに(2)イ②及び③に該当するも

のであること。 

② Ⅰ型療養棟における介護職員の数が，常勤換算方法で，入所者

等の数の合計数が５又はその端数を増すごとに１以上であるこ

と。 

 

⑷ Ⅱ型介護医療院サービス費 (Ⅰ) 

イ 併設型小規模介護医療院以外の介護医療院が行う介護医療院サ

ービスの場合にあっては，次に掲げる規定のいずれにも適合してい
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主 眼 事 項 着  眼  点  等 評価 備  考 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Ⅱ型 併設型小
規模介護医療院 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Ⅱ型（Ⅱ） 
 
 
 
 
 
 
Ⅱ型（Ⅲ） 

ること。 

① Ⅱ型療養床を有する介護医療院であること。 

② 当該介護医療院サービスを行うⅡ型療養棟における看護職員の

数が，常勤換算方法で，入所者等（当該療養棟における指定短期

入所療養介護の利用者及び入所者をいう。以下このロにおいて同

じ。）の数の合計数が６又はその端数を増すごとに１以上である

こと。 

③ Ⅱ型療養棟における介護職員の数が，常勤換算方法で，入所者等

の数の合計数が４又はその端数を増すごとに１以上であること。 

④ 定員超過利用・人員基準欠如に該当しないこと。 

⑤ 次のいずれかに適合していること。 

ⅰ 算定日の属する月の前３月間における入所者等のうち，著しい

精神症状，周辺症状若しくは重篤な身体疾患が見られ専門医療を

必要とする認知症高齢者の占める割合が 100 分の 20 以上である

こと。 

ⅱ 算定日が属する月の前３月間における入所者等のうち，喀痰吸

引又は経管栄養が実施された者の占める割合が 100 分の 15 以上

であること。 

ⅲ 算定日の属する月の前３月間における入所者等のうち，著しい

精神症状，周辺症状若しくは重篤な身体疾患又は日常生活に支障

を来すような症状，行動若しくは意思疎通の困難さが頻繁に見ら

れ，専門医療を必要とする認知症高齢者の占める割合が 100分の

25以上であること。 

⑥ 医師が一般的に認められている医学的知見に基づき回復の見込

みがないと診断した者に対し，入所者本人及びその家族等と話し

合いを行い，入所者本人の意思決定を基本に，他の関係者との連

携の上，入所者等又はその家族等の同意を得て，当該入所者等の

ターミナルケアに係る計画を作成し，医師，看護師，介護職員等

が共同して，入所者等の状態又は家族の求め等に応じ随時，入所

者等又はその家族への説明を行い，同意を経てターミナルケアを

行う体制であること。 

ロ 併設型小規模介護医療院が行う介護医療院サービスの施設基準 

① イ①②及び⑥に該当するものであること。 

② Ⅱ型療養棟における介護職員の数が，常勤換算方法で，入所者等

の数の合計数が６又はその端数を増すごとに１以上であること。 

③ 定員超過利用・人員基準欠如に該当しないこと。 

④ 次のいずれかに適合していること。 

ⅰ 算定日の属する月の前３月間における入所者等のうち，著しい

精神症状，周辺症状若しくは重篤な身体疾患が見られ専門医療を

必要とする認知症高齢者の占める割合に，19 を当該併設型小規

模介護医療院におけるⅡ型療養床の数で除した数との積が 100

分の 20以上であること。 

ⅱ 算定日が属する月の前３月間における入所者等のうち，喀痰吸

引又は経管栄養が実施された者の占める割合に，19 を当該併設

型小規模介護医療院におけるⅡ型療養床の数で除した数との積

が 100分の 15以上であること。 

ⅲ 算定日の属する月の前３月間における入所者等のうち，著しい

精神症状，周辺症状若しくは重篤な身体疾患又は日常生活に支障

を来すような症状，行動若しくは意思疎通の困難さが頻繁に見ら

れ，専門医療を必要とする認知症高齢者の占める割合に，19 を

当該併設型小規模介護医療院におけるⅡ型療養床の数で除した

数との積が 100分の 25以上であること。 

⑸ Ⅱ型介護医療院サービス費 (Ⅱ) 

併設型小規模介護医療院以外の介護医療院が行う介護医療院サービ

スに限る。 

①  (4)イ①②及び④から⑥までに該当するものであること。 

② Ⅱ型療養棟における介護職員の数が，常勤換算方法で，入所者

等の数の合計数が５又はその端数を増すごとに１以上であるこ
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主 眼 事 項 着  眼  点  等 評価 備  考 

 
 
 
 
 
 
 
Ⅰ型 特別介護

医療院 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Ⅱ型 特別介護
医療院 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

と。 

⑹ Ⅱ型介護医療院サービス費 (Ⅲ) 

併設型小規模介護医療院以外の介護医療院が行う介護医療院サービ

スに限る。 

① (4)イ①②及び④から⑥までに該当するものであること。 

② Ⅱ型療養棟における介護職員の数が，常勤換算方法で，入所者

等の数の合計数が６又はその端数を増すごとに１以上であるこ

と。 

⑺ Ⅰ型特別介護医療院サービス費 

イ 併設型小規模介護医療院以外の介護医療院が行う介護医療院サ

ービスの場合にあっては，次に掲げる規定のいずれにも適合してい

ること。 

① (1)イ①②④並びに⑤及び(3)②に該当するものであること。 

② (1)から(3)のいずれにも該当しないものであること。 

ロ 併設型小規模介護医療院が行う介護医療院サービスの場合にあ

っては，次に掲げる規定のいずれにも適合していること。 

① (1)イ①②及び⑤並びに(1)ロ②に該当するものであること。 

② (1)から(3)までのいずれにも該当しないものであること。 

⑻ Ⅱ型特別介護医療院サービス費 

イ 併設型小規模介護医療院以外の介護医療院が行う介護医療院サ

ービスの場合にあっては，次に掲げる規定のいずれにも適合してい

ること。 

① (4)イ①②及び④並びに(4)ロ②に該当するものであること。 

② (4)から(6)までのいずれにも該当しないものであること。 

 

ロ 併設型小規模介護医療院が行う介護医療院サービスの場合にあ

っては，次に掲げる規定のいずれにも適合していること。 

① (4)イ①及び②並びに(4)ロ②及び③に該当するものであるこ

と。 

② (4)から(6)までのいずれにも該当しないものであること。 

 

注２ 厚生労働大臣が定める夜勤を行う職員の勤務条件に関する基  

  準  ◆平１２厚告２９第７の２イ 

Ⅰ型介護医療院サービス費、Ⅱ型介護医療院サービス費又は特別

介護医療院サービス費を算定すべき介護医療院サービスの夜勤を

行う職員の勤務条件に関する基準 

(一) 介護医療院における夜勤を行う看護職員又は介護職員の数

が、当該介護医療院における指定短期入所療養介護の利用者の数

及び入所者の数の合計数が 30又はその端数を増すごとに１以上

であり、かつ、２以上であること。 

(二) 当該介護医療院における夜勤を行う看護職員の数が１以上で

あること。 

(三) (一)及び(二)の規定に関わらず、次のいずれにも適合してい

る介護医療院であって、常時、緊急時における併設される医療機

関との連絡体制を整備しているものにあっては、夜勤を行う看護

職員又は介護職員を置かないことができる。 

a 介護医療院が、介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営

に関する基準第四条第七項に規定する併設型小規模介護医療

院であること。 

b 当該併設型小規模介護医療院に併設される医療機関(cにお

いて「併設医療機関」という。)で夜勤を行う看護職員又は介

護職員の数が１以上であること。 

c 当該併設型小規模介護医療院の入所者、指定短期入所療養介

護の利用者及び併設医療機関の入所者の数の合計が 19 人以下

であること。 

 

 
Ⅰ型 介護

医療院 

Ⅱ型 介

護医療院 

医療機関

併設型Ⅰ

型介護医

療院 

医療機関

併設型Ⅱ

型介護医

療院 

併設型小規模介護医療

院 

Ⅰ型・Ⅱ型 
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主 眼 事 項 着  眼  点  等 評価 備  考 

医師 

48 :１ 

（施設で3 

以上） 

100 :１ 

（施設で

1 以上） 

48 :１ 100 :１ 

併設される医療機関の医

師により、当該介護医療院

の入所者の処遇が適切に

行われると認められると

きは置かないことができ

る 

薬剤師 150：１ 300：１ 150：１ 300：１ 

併設される医療機関の職

員（病院の場合にあって

は、医師又は薬剤師。診療

所の場合にあっては医師）

により、当該介護医療院の

入所者の処遇が適切に行

われると認められるとき

は置かないことができる 

看護職

員 

6：１ 
うち看護師 

2 割以上 
6：１ 6：１ 6：１ 6：１ 

介護職

員 

(Ⅰ)(Ⅱ)4:1 

 (Ⅲ)5:1 

(Ⅰ)4:1 

(Ⅱ)5:1 

(Ⅲ)6:1 

６：１ 6：１ ６：１ 

リハ専

門職 

PT/OT/ST： 

適当数 

PT/OT/ST： 

適当数 

併設される医療機関の職

員（病院の場合にあっては

医師又はリハビリ専門職。

診療所の場合にあっては

医師)により、当該介護医

療院の入所者の処遇が適

切に行われると認められ

るときは置かないことが

できる 

栄養士又

は管理栄

養士 

定員 100 以上 

で 1 以上 

定員 100 以上 

で 1 人以上 

併設医療機関に配置され

ている栄養士又は管理栄

養士により、介護医療院の

栄養士を置かないことが

できる 

介護支援 

専門員 
100：１ 

（1 名以上） 

100：１ 

（1 名以上） 
適当数 

放射線

技師 
適当数 

併設施設との職員の兼務

を行うこと等により、適

正なサービスを確保でき

る場合にあっては、配置

しない場合があっても差

し支えない 

併設施設との職員の兼務

を行うこと等により、適正

なサービスを確保できる

場合にあっては、配置しな

い場合があっても差し支

えない 

他の従

事者 
適当数 

併設施設との職員の兼務

や業務委託を行うこと等

により、適正なサービス

を確保できる場合にあっ

ては、配置しない場合が

あっても差し支えない 

併設施設との職員の兼務

や業務委託を行うこと等

により、適正なサービスを

確保できる場合にあって

は、配置しない場合があっ

ても差し支えない 

宿直医師 医師：宿直 － － － － 

 

 Ⅰ型 Ⅱ型 

（Ⅰ） (Ⅱ)(Ⅲ) （Ⅰ）（Ⅱ）（Ⅲ） 

重症度割合 50％以上 50％以上 い

ず

れ

か 

重症度 20％以上 

医療処置 15％以上 

重症＋認知症 25% 以上 
医療処置 

50％以上 30％以上 

ﾀｰﾐﾅﾙｹｱ 10％以上 5％以上   

リハビリ 要件あり 要件あり － － 

地域貢献活動 要件あり 要件あり － － 

令和３年度厚生労働省委託事業 介護医療院開設に向けたハンドブックを参考 

 
 イ 夜勤基準
  を満たさな
  い場合 

 
□ 当該夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準を満たさない場合は，
所定単位数から25単位を控除して得た単位数を算定しているか。 

  ◆平１２厚告２１別表４イロハ注１ただし書 

 

適 

・ 

否 

 
【 算定の有・無 】 
 

 
 ウ 入所定員
  を超えた場
  合 

 
□ 入所者の数が京都府知事に提出した運営規程に定められている入

所定員を超えた場合は，所定単位数に100分の70を乗じて得た単位数
を算定しているか。◆平１２厚告２１別表４イロハ注１なお書，平１２厚告２７第１５号イ 

 

適 

・ 

否 

 

【 算定の有・無 】 

 

 
 エ 従業者の
  員数が基準
  を満たさな
  い場合 

 
□ 医師，薬剤師，看護職員，介護職員若しくは介護支援専門員の員数

が介護医療院の人員，施設及び設備並びに運営に関する基準に定める
員数を満たさない場合は，所定単位数に100分の70を乗じて得た単位
数を算定しているか。 ◆平１２厚告２１別表４イロハ注１なお書，平１２厚告２７第１５号ロ 

 
◎ 人員基準欠如による所定単位数の減算について◆平１２老企４０第２の８（６） 

 

適 

・ 

否 

 

【 算定の有・無 】 
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 ⑴ 介護医療院サービスを行う病養棟における看護職員又は介護職
員の因数が，介護医療院の人員，施設及び設備並びに運営に関する
基準に定める因数を満たさない場合は，他の職種の配置数とは関係
なく，各類型の介護医療院サービス費のうち，看護・介護職員の配
置に応じた所定単位数に100分の70を乗じて得た単位数が算定され
る。 

⑵ 介護支援専門員の員数が，介護医療院基準に定める員数を満たさ
ない場合は，他の職種の配置数とは関係なく，各類型の介護医療院
サービス費のうち，看護・介護職員の配置に応じた所定単位数に10
0分の70を乗じて得た単位数が算定される。 

⑶ 介護支援専門員及び介護医療院サービスを行う看護・介護職員の
員数については介護医療院基準に定める員数を満たすが，看護師の
員数の看護職員の必要数に対する割合が２割未満である場合は， 

 イ Ⅰ型介護医療院サービス費及び特別介護医療院サービス費につ
いては，それぞれⅠ型介護医療院サービス費（Ⅲ）及びⅠ型とく
べつ介護医療院サービス費の所定単位数に100分の90を乗じて得
た単位数が算定される。 

  ロ 省略 
 
(2)身体拘束廃
 止未実施減算 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
□ 別に厚生労働大臣が定める基準（注）を満たさない場合は，身体拘

束廃止未実施減算として，所定単位数の100分の10に相当する単位数
を所定単位数から減算しているか。◆平１２厚告２１別表４イロハ注３ 

 
注 厚生労働大臣が定める基準 ◆平２７厚労告９５第１００号 

介護医療院の人員，施設及び設備並びに運営に関する基準第16条
第５項及び第６項，第47条第７項及び第８項（本主眼事項第4の11
）に規定する基準に適合していること。 

 
◎ 身体拘束廃止未実施減算については，施設において身体拘束等が
行われていた場合ではなく，介護医療院基準第16条第５項又は第47
条7項の記録（同条第４項又は第47条第6項に規定する身体拘束等を
行う場合の記録）を行っていない場合及び同条第６項又は第4７条第
８項に規定する措置を講じていない場合に，入所者全員について所
定単位数から減算することとなる。具体的には，記録を行っていな
い，身体的拘束の適正化のための対策を検討する委員会を３月に１
回以上開催していない，身体的拘束適正化のための指針を整備して
いない又は身体的拘束適正化のための定期的な研修を実施していな
い事実が生じた場合，速やかに改善計画を京都府知事に提出した後，
事実が生じた月から３月後に改善計画に基づく改善状況を京都府知
事に報告することとし，事実が生じた月の翌月から改善が認められ
た月までの間について，入所者全員について所定単位数から減算す
ることとする。  ◆平１２老企４０第２の８（10） 

 

適 

・ 

否 

 
【 算定の有・無 】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
現に身体拘束が行われ
ている事例があれば記
録確認 
 
委員会の開催，指針，
研修計画を確認 
 

(3) 安全管理体
制未実施減算 

□ 別に厚生労働大臣が定める基準（注）を満たさない場合は，安全管
理体制未実施減算として，１日につき５単位を所定単位数から減算し
ているか。◆平１２厚告２１別表４イロハ注４ 

注 厚生労働大臣が定める基準 ◆平２７厚労告９５第１００号の２ 

① 事故が発生した場合の対応，②に規定する報告の方法等が記載され

た事故発生の防止のための指針を整備すること。 

② 事故が発生した場合又はそれに至る危険性がある事態が生じた場

合に，当該事実が報告され，その分析を通じた改善策を従業者に周知

徹底する体制を整備すること。 

③ 事故発生の防止のための委員会（テレビ電話装置等を活用して行う

ことができるものとする。）及び従業者に対する研修を定期的に行う

こと。 
④ ①～③に掲げる措置を適切に実施するための担当者を置くこと。 

 

適 

・ 

否 

 

【 算定の有・無 】 

 

 

(4) 栄養管理に
係る減算 

□ 栄養管理について，別に厚生労働大臣が定める基準（注）を満た
さない場合は，１日につき14単位を所定単位数から減算しているか。 

 ◆平１２厚告２１別表４イロハ注５ 

注 厚生労働大臣が定める基準 ◆平２７厚労告９５第１００号の３ 
① 栄養士又は管理栄養士を１名以上配置していること。 

② 入所者の栄養状態の維持及び改善を図り，自立した日常生活を営む

 

適 

・ 

否 

 

【 算定の有・無 】 

 

※ 令和 6 年 3 月 31 日

までは減算の適用はな

し。 
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主 眼 事 項 着  眼  点  等 評価 備  考 

ことができるよう，各入所者の状態に応じた栄養管理を計画的に行う

こと（令和３年４月１日から令和６年３月31日までの間は，経過措置

期間として努力義務）。 

 

 
(5) 療養環境減
 算 

 
□ 別に厚生労働大臣が定める施設基準（注）に該当する介護医療院
について，療養環境減算として，当該施設基準に掲げる区分に従い
，１日につき次に掲げる単位数を所定単位数から減算しているか。 

 ◆平１２厚告２１別表４イロハ注６ 
 

イ 療養環境減算(Ⅰ)    ２５単位 
ロ 療養環境減算(Ⅱ)    ２５単位 

 
注 厚生労働大臣が定める施設基準 ◆平２７厚労告９６第６８号の４ 

イ 療養環境減算(Ⅰ)に係る施設基準 
介護医療院の療養室(介護医療院基準第５条第２項第１号に規

定する療養室をいう。)に隣接する廊下の幅が、内法による測定
で、1.8㍍未満であること。(両側に療養室がある廊下の場合にあ
っては、内法による測定で、2.7㍍未満であること。) 

ロ 療養環境減算(Ⅱ)に係る施設基準 
介護医療院の療養室に係る床面積の合計を入所定員で除した

数が８未満であること。 
 
◎ 療養環境減算について ◆平１２老企４０第２の８（１３） 
イ 療養環境減算(Ⅰ)は，当該介護医療院の療養室に隣接する廊下幅
が，内法による測定で壁から測定して，1.8 メートル未満である
場合に算定するものである。なお，両側に療養室がある場合の廊
下の場合にあっては内法による測定で壁から測定して，2.7 メー
トル未満である場合に算定することとする。 

ロ 療養環境減算(Ⅱ)は，当該介護医療院の療養室に係る床面積の
合計を入所定員で除した数が８未満である場合に算定すること。
療養室に係る床面積の合計については，内法による測定とするこ
と。 

ハ 療養環境減算（Ⅰ）については，各療養棟を単位として評価を
行うものであり，設備基準を満たす療養棟とそうでない療養棟が
ある場合には，同一施設であっても，基準を満たさない療養棟に
おいて療養環境減算（Ⅰ）を受けることとなること。 

 

適 

・ 

否 

 
【 算定の有・無 】 
 

 
(6)夜勤体制に
よる加算等 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
□ 別に厚生労働大臣が定める夜勤を行う職員の勤務条件に関する基
（注）準を満たすものとして京都府知事に届け出た介護医療院につい
ては，当該基準に掲げる区分に従い，加算しているか。 
◆平１２厚告２１別表４イロハ注７ 

 
イ  夜間勤務等看護（Ⅰ）                         23単位 

  ロ  夜間勤務等看護（Ⅱ）                         14単位 
 ハ  夜間勤務等看護（Ⅲ）                         14単位 
  ニ  夜間勤務等看護（Ⅳ）                         ７単位 
 
注 厚生労働大臣が定める夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準 
        ◆平 1２厚告２９第７の２ハ 
    ①  夜間勤務等看護(Ⅰ) 
       介護医療院における夜勤を行う看護職員の数が，当該介護医

療院における指定短期入所療養介護の利用者の数及び入所者の
数の合計数が15又はその端数を増すごとに１以上であり，かつ，
２以上であること。 

    ②  夜間勤務等看護(Ⅱ) 
       介護医療院おける夜勤を行う看護職員の数が，当該介護医療

院における指定短期入所療養介護の利用者の数及び入所者の数
の合計数が20又はその端数を増すごとに１以上であり，かつ，２
以上であること。 

  ③ 夜間勤務等看護（Ⅲ） 
   a  介護医療院における夜勤を行う看護職員又は介護職員の数

が，当該介護医療院における指定短期入所療養介護の利用者
の数及び入所者の数の合計数が15又はその端数を増すごとに
１以上であり，かつ，２以上であること 

 

適 

・ 

否 

 
【 算定の有・無 】 
 
 
夜勤勤務条件区分確認 
基準・Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ・Ⅳ 
・減算 
 
【Ⅰ型】 
・看護職員15:1を確認 
 
 
【Ⅱ型】 
・看護職員20:1を確認 
 
 
【Ⅲ型】 
・看護･介護職員15:1を

確認 
・うち1人以上は看護職 
 員 
【Ⅳ型】 
・看護･介護職員20:1を

確認 
・うち1人以上は看護職
 員 
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   ｂ 療養病棟における夜勤を行う看護職員の数が１以上である 
    こと。 
    ④  夜間勤務等看護(Ⅳ) 
      ａ  介護医療院における夜勤を行う看護職員又は介護職員の数

が，当該介護医療院における指定短期入所療養介護の利用者
の数及び入所者の数の合計数が20又はその端数を増すごとに
１以上であり，かつ，２以上であること。 

   ｂ 療養病棟における夜勤を行う看護職員の数が１以上である 
    こと。 

 
◎ 夜勤体制による減算及び加算の特例について ◆平１２老企４０第２の８（５） 

介護医療院サービス費については，所定単位数及び夜間勤務等看
護(Ⅰ)から(Ⅳ)までを算定するための基準を夜勤職員基準におい
て定めているところであるが，その取扱いについては，以下のとお
りとすること。 
① 夜勤を行う職員の勤務体制については，施設単位で職員数を
届け出ること。 
② 夜勤を行う職員の数は，１日平均夜勤職員数とする。１日平
均夜勤職員数は，暦月ごとに夜勤時間帯（午後10 時から翌日の
午前５時までの時間を含めた連続する16 時間をいう。）における
延夜勤時間数を，当該月の日数に16 を乗じて得た数で除するこ
とによって算定し，小数点第３位以下は切り捨てるものとする。 

   ③１日平均夜勤職員数が以下のいずれかに該当する月において
は，入所者の全員について，所定単位数が減算される。夜間勤務
等看護加算を算定している介護医療院において，届け出ていた夜
勤を行う職員数を満たせなくなった場合も同様に取り扱うもの
とする。 
イ 前月において１日平均夜勤職員数が，夜勤職員基準により
確保されるべき員数から１割を超えて不足していたこと。 

ロ １日平均夜勤職員数が，夜勤職員基準により確保されるべ
き員数から１割の範囲内で不足している状況が過去３月間
（暦月）継続していたこと。 

④ 夜勤体制による減算が適用された場合は夜勤体制による加算
は算定しないものとする。 

⑤ 当該施設ユニット部分又はユニット部分以外について所定の
員数を置いていない場合について施設入所者全員に対して行
われるものであること。具体的には，ユニット部分について夜
勤体制による要件を満たさずユニット以外の部分について夜
勤体制の要件を満たす場合であっても施設入所者全員に対し
減算が行われること。 

 
Ｈ21Ｑ＆ＡVol.１問84 
本体，併設合わせて判断 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
(7)若年性認知

症入所者受入
加算 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
□ 別に厚生労働大臣が定める基準（注）に適合しているものとして京
都府知事に届け出た介護医療院において，若年性認知症入所者に対し
て介護医療院サービスを行った場合には，若年性認知症入所者受入加
算として，１日につき120単位を所定単位数に加算しているか。ただ
し，認知症行動・心理症状緊急対応加算を算定している場合は，算定
しない。◆平１２厚告２１別表４イロハ注８ 

 
 注 厚生労働大臣が定める基準 ◆平２７厚労告９５第６４号 
   受け入れた若年性認知症入所者ごとに個別の担当者を定めてい

ること。 
 
 ◎ 受け入れた若年性認知症入所者ごとに個別に担当者を定め，その

者を中心に，当該入所者の特性やニーズに応じたサービス提供を行
うこと。◆平１２老企４０第２の８（１４） 

 
 
Ｈ21Ｑ＆Ａ Vol.１ 問102 
  施設や事業所の介護職員の中から定めていただきたい。人数や資格

等の要件は問わない。 

 

適 

・ 

否 

 
【 算定の有・無 】 
 
□ 担当者（介護職員）
を決めているか 

 
 
 
 
 

 
(8) 外泊の場
合の算定 

 

 
□ 入所者に対して居宅における外泊を認めた場合は，１月に６日を限

度として所定単位数に代えて１日につき362単位を算定しているか。
ただし，外泊の初日及び最終日は，算定できない。 

 

適 

・ 

否 

 
【 事例の有・無 】 
 
該当の有無を確認 
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主 眼 事 項 着  眼  点  等 評価 備  考 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 ◆平１２厚告２１別表４イロハ注９ 
  
◎ 入所者が外泊した時の費用の算定について ◆平１２老企４０第２の８（１５） 
① 外泊の期間は初日及び最終日は含まないので，連続して７泊の外
泊を行う場合は，６日と計算される。 

② 外泊の期間中にそのまま退所した場合は，退所した日の外泊時 
の費用は算定できる。また，外泊の期間中にそのまま医療機関に入
院した場合には，入院日以降については外泊時の費用は算定ででき
ない。 

③ 入所者の外泊の期間中で，かつ，外泊時の費用の算定期間中にあ
っては，当該入所者が使用していたベッドを，他のサービスに利用
することなく空けておくことが原則であるが，当該入所者の同意が
あれば，そのベッドを短期入所療養介護に活用することは可能であ
る。ただし，この場合に外泊時の費用は算定できない。 

④ 外泊時の取扱い 
イ  外泊時の費用の算定にあたって，１回の外泊で月をまたがる場
合は，最大で13泊（12日分）まで外泊時の費用の算定が可能であ
る。 

ロ 「外泊」には，入所者の親戚の家における宿泊，子供又はその家
族との旅行に行く場合の宿泊等も含むものである。 

ハ 外泊の期間中は，当該入所者について居宅介護サービス費は算
定されない。 

 
 
 
 
 
 
空床利用の有・無 
有の場合， 
□利用同意をとってい
るか 
□外泊時費用を算定し
ていないか 
 
２月にまたがっている 
場合，誤りがないか要 
確認 
 
 
 
 

 
(9)試行的に退 
 所させた場合 
 の算定 
 
 

 
□ 入所者であって，退所が見込まれる者をその居宅において試行的に
退所させ，介護医療院が居宅サービスを提供する場合は，１月に６日
を限度として所定単位数に代えて１日につき800単位を算定している
か。ただし，試行的な退所に係る初日及び最終日は算定せず，外泊時
の算定362単位を算定する場合は算定しない。◆平１２厚告２１別表４イロハ注１０ 

 
◎ 入所者が試行的退所した時の費用の算定について 

◆平１２老企４０第２の８（１６） 
① 試行的退院サービスの提供を行うに当たっては，その病状及び

身体の状況に照らし，退院して居宅において生活ができるかどう
かについて医師，薬剤師，看護・介護職員，支援相談員，介護支
援専門員等により，退院して，その居宅において療養を継続する
可能性があるかどうか検討すること。 

② 当該入所者又は家族に対し，この加算の趣旨を十分説明し，同
意を得た上で実施すること。 

③ 試行的退院サービスによる居宅サービスの提供に当たっては，
介護医療院の介護支援専門員が，試行的退院サービスに係る居宅
サービスの計画を作成するとともに，従業者又は指定居宅サービ
ス事業者等との連絡調整を行い，その利用者が可能な限りその居
宅において，その有する能力に応じ，自立した日常生活を営むこ
とができるように配慮した計画を作成すること。 

④ 家族等に対し次の指導を事前に行うことが望ましいこと。 
イ 食事，入浴，健康管理等在宅療養に関する指導 
ロ 当該入所者の運動機能及び日常生活動作能力の維持及び向上

を目的として行う体位変換，起座又は離床訓練，起立訓練，食
事訓練，排泄訓練の指導 

ハ 家屋の改善の指導 
ニ 当該入所者の介助方法の指導 

⑤ 試行的退院サービス費の算定期間中は，施設の従業者又は指定
居宅サービス事業者等により，計画に基づく適切な居宅サービス
を提供することとし，居宅サービスの提供を行わない場合はこの
加算は対象とならないこと。 

⑥ 加算の算定期間は，１月につき６日以内とする。また，算定方
法は，上記①，②及び④を準用する。 

⑦ 入所者の外泊期間中は，当該入所者の同意があれば，そのベッ
ドを短期入所生活介護に活用することは可能であること。この場
合において外泊時在宅サービス利用の費用を併せて算定すること
はできないこと。） 

 

適 

・ 

否 

 
【 事例の有・無 】 
 

 
(10) 他科受診

時費用の算定 

 
□ 入所者に対し専門的な診療が必要になった場合であって，当該入

所者に対し病院又は診療所において当該診療が行われた場合は，１

 

適 

・ 

 
【 算定の有・無 】 

記録確認 
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主 眼 事 項 着  眼  点  等 評価 備  考 

月に４日を限度として所定単位数に代えて１日につき362単位を算
定しているか。◆平１２厚告２１別表４イロハ注１１ 

 
 ◎入所者が他医療機関へ受診したときの費用の算定について 
  ◆平１２老企４０第２の８（１７） 

① 入所中の入所者が，当該入所の原因となった傷病以外の傷病
に罹患し，当該介護医療院以外での診療の必要が生じた場合は，
他医療機関へ転医又は対診を求めることを原則とする。 

② 介護医療院サービス費を算定している入所者について，当該
介護医療院サービス費に含まれる診療を他医療機関で行った場
合には，当該他医療機関は当該費用を算定できない。 

③ ②にかかわらず，介護医療院サービス費を算定する入所者に
対し眼科等の専門的な診療が必要となった場合（当該介護医療
院に当該診療に係る診療科がない場合に限る。）であって，当該
入所者に対し当該診療が行われた場合（当該診療に係る専門的
な診療科を標榜する他医療機関（特別の関係（下記⑤）にある
ものを除く。）において，別途定める診療行為（注）が行われた
場合に限る。）は，当該他医療機関において診察が行われた日に
係る介護医療院サービス費は，１月に４日を限度として所定単
位数に代えて１日につき362単位を算定する。 

当該所定単位数を算定した日においては，特定診療費に限り
別途算定できる。 

④ 他医療機関において③の規定により費用を算定することの
できる診療が行われた場合には，当該入所者が入所している介
護医療院において，当該医療機関に対し，当該診療に必要な情
報（当該介護療養型施設での介護医療院サービス費及び必要な
診療科を含む。）を文書により提供する（これらに要する費用は
入所者の入所している介護医療院が負担する。）とともに，診療
録にその写しを添付する。 

 
⑤ ③にいう「特別の関係」とは，次に掲げる関係をいう。 
イ 当該医療機関と当該他の医療機関の関係が以下のいずれか
に該当する場合に，当該医療機関と当該他の医療機関は特別
の関係にあると認められる。 
ａ 当該医療機関の開設者が，当該他の医療機関の開設者と
同一の場合 

ｂ 当該医療機関の代表者が，当該他の医療機関の代表者と
同一の場合 

ｃ 当該医療機関の代表者が，当該他の医療機関の代表者の
親族等の場合 

ｄ 当該医療機関の理事・監事・評議員その他の役員等のう
ち，当該他の医療機関の役員等の親族等の占める割合が10
分の３を超える場合 

ｅ ａからｄまでに掲げる場合に準ずる場合（人事，資金等
の関係を通じて，当該医療機関が，当該他の医療機関の経営
方針に対して重要な影響を与えることができると認められ
る場合に限る。） 

    ロ 「医療機関」とは，病院又は診療所をいう。 
  ハ 「親族等」とは，親族関係を有する者及び以下に掲げる者を

いう。 
      ａ 事実上婚姻関係と同様の事情にある者 
      ｂ 使用人及び使用人以外の者で当該役員等から受ける金銭

その他の財産によって生計を維持している者 
      ｃ ａ又はｂに掲げる者の親族でこれらの者と生計を一にし

ているもの 
 
  ※ 厚生労働省通知「医療保険と介護保険の給付調整に関する留

意事項及び医療保険と介護保険の相互に関連する事項等につい
て」を参照のこと。 

 
Ｈ21Ｑ＆Ａ Vol.２ 問３８ 
  他科受診時の費用を算定した日については，栄養マネジメント加

算，経口移行加算，経口維持加算，及び療養食加算は算定可。 

否 ・医療機関名 
・法人名 
・受診科目 
・日数 
 
 
※他科外来受診時に算 
定 
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主 眼 事 項 着  眼  点  等 評価 備  考 

(11) 初期加算 
 
 
 
 
 
 
 
 

□ 入所した日から起算して30日以内の期間については，初期加算とし
て，１日につき30単位を所定単位数に加算しているか。◆平１２厚告２１別表４ト
注 

 ◎  初期加算は，当該入所者が過去３月間（ただし，日常生活自立度
ランクⅢ，Ⅳ又はＭに該当する者の場合は過去１月間とする。）の間
に，当該施設に入所したことがない場合に限り算定できる。 

    なお，当該施設の短期入所療養介護を利用していた者が日を空け
ることなく引き続き当該施設に入所した場合については，初期加算
は入所直前の短期入所療養介護の利用日数を30日から控除して得た
日数に限り算定するものとする。 

 ◎ 「入所日から30日間」中に外泊を行った場合，当該外泊を行って
いる間は，初期加算を算定できない。◆平１２老企４０第２の８（１８） 

適 

・ 

否 

【 算定の有・無 】 
 
・記録で入所日確認 
 
 
・その月に短期の利用な
いか請求明細確認 
 
 
 

 
(12) 再入所時
栄養連携加算 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
□ 別に厚生労働大臣が定める基準（注）に適合する介護医療院に入所
（以下この注において「一次入所」という。）している者が退所し，
当該者が病院又は診療所に入院した場合であって，当該者が退院した
後に再度当該介護医療院に入所（以下この注において「二次入所」と
いう。）する際，二次入所において必要となる栄養管理が，一次入所
の際に必要としていた栄養管理とは大きく異なるため，当該介護医療
院の管理栄養士が当該病院又は診療所の管理栄養士と連携し当該者
に関する栄養ケア計画を策定した場合に，入所者１人につき１回を限
度として200単位を加算しているか。ただし，イからヘまでの注５（
本主眼事項第６の3(4)）を算定している場合は，算定しない。 

◆平１２厚告２１別表４チ注 
 

注 厚生労働大臣が定める基準 ◆平２７厚労告９５第６５号の２ 
  定員超過利用，人員基準欠如のいずれにも該当しないこと。 

 
◎ 再入所時栄養連携加算について ◆平１２老企４０第２の８（１９） 
① 施設の入所時に経口により食事を摂取していた者が，医療機関
に入院し，当該入院中に，経管栄養又は嚥下調整食の新規導入と
なった場合であって，当該者が退院した後，直ちに再度当該施設
に入所（以下「二次入所」という。）した場合を対象とすること。
なお，嚥下調整食は，硬さ，付着性，凝集性などに配慮した食事
であって，日本摂食嚥下リハビリテーション学会の分類に基づく
ものをいう。 

② 当該施設の管理栄養士が当該者の入院する医療機関を訪問の
上，当該医療機関での栄養に関する指導又はカンファレンスに同
席し，当該医療機関の管理栄養士と連携して，二次入所後の栄養
ケア計画を作成すること。指導又はカンファレスへの同席は，テ
レビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。ただし
，当該者又はその家族が参加する場合にあっては，テレビ電話装
置等の活用にあっては，テレビ電話装置等の活用について当該者
等同意を得なければならない。なお，テレビ電話装置等の活用に
当たっては，個人情報保護委員会・厚生労働省「医療・介護関係
事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」厚
生労働省「医療情報システムの安全管理に関するガイドライン」
等を遵守していること。 

③ 当該栄養ケア計画について，二次入所後に入所者又はその家族
の同意が得られた場合に算定すること。 

 

適 

・ 

否 

 
【 算定の有・無 】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
□ 入院中に経管栄養
 又は嚥下調整食の新
 規導入となったか 
   
 
 
  
 
□ 多職種共同作成 
（医療機関の管理栄養
士と連携して作成して
いるか） 
 
 
 
 
 
□ 計画の説明･同意 
 
 

 

(13) 退所前訪問

指導加算 
 

 

□ 入所期間が１月を超えると見込まれる入所者の退所に先立って 

当該入所者が退所後生活する居宅を訪問し，当該入所者及びその家族

等に対して退所後の療養上の指導を行った場合に，入所中１回（入所

後早期に退所前訪問指導の必要があると認められる入所者にあって

は，２回）を限度として 460単位を算定しているか。 
 入所者が退所後にその居宅でなく，他の社会福祉施設等に入所する
場合であって，当該入所者の同意を得て，当該社会福祉施設等を訪問
し，連絡調整，情報提供等を行ったときも同様に算定しているか。 
◆平１２厚告２１別表４リ（１）注１ 

 
◎ 退所前訪問指導加算について ◆平１２老企４０第２の８（２０） 
① 退所前訪問指導加算については，入所期間が１月を超えると見込

 

適 

・ 

否 

 

【 算定の有・無 】 
 
□以下記録で確認でき

るか 

 

対象者） 

※入所者，家族いずれも相談

援助要 

※退所後居宅か他福祉施設か 
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主 眼 事 項 着  眼  点  等 評価 備  考 

まれる入所者の退所に先立って，在宅療養に向けた最終調整を目的

として入所者が退所後生活する居宅を訪問して退所後の療養上の指

導を行った場合に，入所中１回に限り算定するものであること。 

なお，介護医療院においては，入所後早期に退所に向けた訪問指 

導の必要があると認められる場合については，２回の訪問指導につ 

いて加算が行われるものであること。この場合にあっては，１回目 

の訪問指導は退所を念頭においた施設サービス計画の策定及び診 

療の方針の決定に当たって行われるものであり，２回目の訪問指導 

在宅療養に向けた最終調整を目的として行われるものであるこ  

と。 

② 退所日に算定するものであること。 

 ③ 次の場合には算定できないものであること。 

    ａ 退所して病院又は診療所へ入院する場合 

    ｂ 退所して他の介護保険施設へ入院又は入所する場合 

    ｃ 死亡退所の場合 

④ 退所前訪問指導は，医師，看護職員，理学療法士又は作業療法士，

管理栄養士，介護支援専門員等が協力して行うこと。 

⑤ 退所前訪問指導は，入所者及びその家族等のいずれにも行うこ

と。 
⑥ 退所前訪問指導を行った場合は，指導日及び指導内容の要点を診
療録等に記載すること。 

 
Ｈ24Ｑ＆Ａ Vol.１ 問185（抜粋） 

  他の社会福祉施設等とは，病院，診療所，及び介護保険施設を含ま
ず，有料老人ホーム，養護老人ホーム，軽費老人ホーム，認知症高齢
者グループホームを指す。  

実施日） 

 

場所） 

※居宅訪問か 

 
内容） 
 
 

(14) 退所後訪問 

 指導加算 

 

□ 入所者の退所後 30日以内に当該入所者の居宅を訪問し，当該入所者

及びその家族等に対して療養上の指導を行った場合に，退所後１回を

限度として 460単位を算定しているか。 
 入所者が退所後にその居宅でなく，他の社会福祉施設等に入所する
場合であって，当該入所者の同意を得て，当該社会福祉施設等を訪問
し，連絡調整，情報提供等を行ったときも同様に460単位を算定して
いるか。◆平１２厚告２１別表４リ（１）注２ 

 
◎ 退所後訪問指導加算について ◆平１２老企４０第２の８（２０） 
① 入所者の退所後 30 日以内に入所者の居宅を訪問して療養上の指

導を行った場合に，１回に限り加算を行うものである。 

② 訪問日に算定すること。 

③ (13)退所前訪問指導加算の③から⑥までは，退所後訪問指導加算
について準用する。 

 

適 

・ 

否 

【 算定の有・無 】 
以下記録で確認できるか 

対象者） 
※退所後居宅か他福祉施設か 

退所日） 

訪問･指導実施日） 
※退所後30日以内か 

訪問者） 
※計画作成者が望ましい 

（H24QA vol1 問208参照） 

場所） 
※居宅訪問か 

相手方） 
※入所者及び家族等となって

いるか 

内容） 

(15)退所時指導 

 加算 

□ 入所期間が１月を超える入所者が退所し，その居宅において療養を

継続する場合において，当該入所者の退所時に，当該入所者及びその

家族等に対して，退所後の療養上の指導を行った場合に，入所者１人

につき１回を限度として 400単位を算定しているか。 

◆平１２厚告２１別表４リ（１）注３ 

 

◎ 退所時訪問指導加算について ◆平１２老企４０第２の８（２０） 

 ① 退所時指導の内容は，次のようなものであること。 

  ａ 食事，入浴，健康管理等在宅療養に関する指導 

  ｂ 退所する者の運動機能及び日常生活動作能力の維持及び向上 

  を目的として行う体位変換，起座又は離床訓練，起立訓練，食 

  事訓練，排泄訓練の指導 

  ｃ 家屋の改善の指導 

  ｄ 退所する者の介助方法の指導 

 ② (13)退所前訪問指導加算の③から⑥までは，退所時指導加算  

について準用する。 

 

適 

・ 

否 

 
【 算定の有・無 】 

 

 
□左記①ａ～ｄの指導
内容が記録で確認でき
るか 

 
(16) 退所時情 

 
□ 入所期間が１月を超える入所者が退所し，その居宅において療養を

 

適 

 
【 算定の有・無 】 
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主 眼 事 項 着  眼  点  等 評価 備  考 

報提供加算 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

継続する場合において，当該入所者の退所後の主治の医師に対して，
当該入所者の同意を得て，当該入所者の診療状況を示す文書を添えて
当該入所者の紹介を行った場合に，入所者１人につき１回に限り500
単位を算定しているか。 
入所者が退所後にその居宅でなく，他の社会福祉施設等に入所する

場合であって，当該入所者の同意を得て，当該社会福祉施設等に対し
て当該入所者の診療状況を示す文書を添えて，当該入所者の処遇に必
要な情報を提供したときも，同様に500単位を算定しているか。 
◆平１２厚告２１別表４リ（１）注４ 

  ① 事前に主治の医師と調整し，平成12年老企第40号通知別紙様式 
２の文書に必要事項を記載の上，入所者又は主治の医師に交付する
とともに，交付した文書の写しを診療録に添付すること。 

      また，当該文書に入所者の諸検査の結果，日常生活動作能力，心
理状態などの心身機能の状態，薬歴，退所後の治療計画等を示す書
類を添付すること。 

② 次の場合には算定できないものであること。 
ａ 退所して病院又は診療所へ入院する場合 
ｂ 退所して他の介護保険施設へ入院又は入所する場合 
ｃ 死亡退所の場合 

◆平１２老企４０第２の８（２０） 

・ 

否 
以下を記録で確認 

対象者） 

※退所後居宅か他福祉施設か 

退所日） 

主治医） 
文書交付日） 
□様式の項目にもれな
いか 
□左記の添付文書があ
るか 
 
病院・診療所・介護保険
施設不可 
グループホーム・有料老
人ホーム・ケアハウス可 
 

 
(17) 退所前連 

携加算 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
□ 入所期間が１月を超える入所者が退所し，その居宅において居宅サ

ービスを利用する場合において，当該入所者の退所に先立って当該入
所者が利用を希望する指定居宅介護支援事業者に対して，当該入所者
の同意を得て，当該入所者の診療状況を示す文書を添えて当該入所者
に係る居宅サービスに必要な情報を提供し，かつ，当該居宅介護支援
事業者と連携して退所後の居宅サービスの利用に関する調整を行っ
た場合に，入所者１人につき１回を限度として 500単位を算定して
いるか。 ◆平１２厚告２１別表４リ（１）注５ 

 
 ① 退所日に算定すること。 
 ② 退所前連携を行った場合は，連携を行った日及び連携の内容の要

点に関する記録を行うこと。 
③ 次の場合には算定できないものであること。 
ａ 退所して病院又は診療所へ入院する場合 
ｂ 退所して他の介護保険施設へ入院又は入所する場合 
ｃ 死亡退所の場合 

④ 退所前訪問指導は，医師，看護職員，理学療法士又は作業療法士
，菅理栄養士，介護支援専門員等が協力して行うこと。 

 ◆平１２老企４０第２の８（２０） 

 

適 

・ 

否 

 
【 算定の有・無 】 
 
提供した文書の内容確
認 
・診療状況を示す文書 
・施設サービス計画 
・直近のアセス結果 
・その他 
 
ケアプラン作成への関 

与度合確認 
グループホーム入所は
不可 
 
居宅サービス等を利用
する場合において，居宅
介護支援事業者と連携 

 
(18) 訪問看護

指示加算 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
□ 入所者の退所時に，介護医療院の医師が，診療に基づき，指定訪問
看護，指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護又は指定看護小規模多
機能型居宅（複合型サービス）の利用が必要であると認め，当該入所
者の選定する指定訪問看護ステーション，指定定期巡回・随時対応型
訪問介護看護事業所又は指定看護小規模多機能型居宅介護事業所に
対して，当該入所者の同意を得て，訪問看護指示書（指定定期巡回・
随時対応型訪問介護看護事業所の場合にあっては訪問看護サービス
に係る指示書をいい，指定看護小規模多機能型居宅事業所の場合にあ
っては看護サービスに係る指示書をいう。）を交付した場合に，入所
者１人につき１回を限度として300単位を算定しているか。 

 ◆平１２厚告２１別表４リ（２）注６ 
 ① 介護医療院から交付される訪問看護指示書に指示期間の   

記載がない場合は，その指示期間は１月であるものとみなす。 

 ② 訪問看護指示書は，診療に基づき速やかに作成・交付すること。 

 ③ 訪問看護指示書は，特に退所する者の求めに応じて，退所する 

者又はその家族等を介して訪問看護ステーション，定期巡回・随時

対応型訪問介護看護事業所又は指定看護小規模多機能型居宅介護事

業所に交付しても差し支えない。 

 ④ 交付した訪問看護指示書の写しを診療録等に添付すること。 

⑤ 訪問看護の指示を行った介護医療院は，訪問看護ステーション，
定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所又は指定看護小規模多機
能型居宅介護事業所からの訪問看護の対象者についての相談等に懇
切丁寧に応じること。 

 

適 

・ 

否 

 
【 算定の有・無 】 

事例記録確認    
※指示書写し確認  
※指示書様式→平１2.
 4.26老健96号を参照 

対象者)  

退所日） 
 
指示書交付先） 

 
指示書交付日） 
 
□同意あるか 
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主 眼 事 項 着  眼  点  等 評価 備  考 

  ◆平１２老企４０第２の８（２０） 
 
(19) 栄養マネ 
ジメント強化
加算 

 
 
 
 

 
□ 別に厚生労働大臣が定める基準（注）に適合するものとして京都府

知事に届け出た介護医療院において、入所者ごとの継続的な栄養管理

を強化して実施した場合、栄養マネジメント強化加算として、１日に

つき１１単位を加算しているか。ただし、栄養管理にかかる減算（本

主眼事項６の3(4)）を算定している場合は、算定しない。 

◆平１２厚告２１別表４ヌ注 

 

 注 厚生労働大臣が定める基準 ◆平２７厚労告９５第１００号の４ 

次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

イ 管理栄養士を常勤換算方法で、入所者の数を50で除して得た数

以上配置していること。ただし、常勤の栄養士を１名以上配置し、

当該栄養士が給食管理を行っている場合にあっては、管理栄養士

を常勤換算方法で、入所者の数を70で除して得た数以上配置して

いること。 

ロ 低栄養状態にある入所者又は低栄養状態のおそれのある入所者

に対して、医師、歯科医師、管理栄養士、看護師、介護支援専門

員その他の職種の者が共同して作成した栄養ケア計画に従い、当

該入所者の栄養管理をするための食事の観察を定期的に行い、当

該入所者ごとの栄養状態、心身の状況及び嗜好を踏まえた食事の

調整等を実施すること。 

ハ ロに規定する入所者以外の入所者に対しても、食事の観察の際

に変化を把握し、問題があると認められる場合は、早期に対応し

ていること。 

ニ 入所者ごとの栄養状態等の情報を厚生労働省に提出し、継続的

な栄養管理の実施に当たって、当該情報その他継続的な栄養管理

の適切かつ有効な実施のために必要な情報を活用していること。 

ホ 定員超過利用，人員基準欠如のいずれにも該当しないこと。 

 

◎ 栄養マネジメント強化加算について ◆平１２老企４０第２の８（２２） 
① 原則として入所者全員を対象として入所者ごとに大臣基準に掲
げる要件を満たした場合に、当該施設の入所者全員に対して算定で
きるものであること。 

② 大臣基準イに規定する常勤換算方法での管理栄養士の員数の算出

方法は、以下のとおりとする。なお、当該算出にあたり、調理業務

の委託先において配置される栄養士及び管理栄養士の数は含むこ

とはできないこと。また、給食管理を行う常勤の栄養士が１名以上

配置されている場合は、管理栄養士が、給食管理を行う時間を栄養

ケア・マネジメントに充てられることを踏まえ、当該常勤の栄養士

１名に加えて、管理栄養士を常勤換算方式で、入所者の数を70 で

除して得た数以上配置していることを要件とするが、この場合にお

ける「給食管理」とは、給食の運営を管理として行う、調理管理、

材料管理、施設等管理、業務管理、衛生管理及び労働衛生管理を指

すものであり、これらの業務を行っている場合が該当すること。な

お、この場合においても、特別な配慮を必要とする場合など、管理

栄養士が給食管理を行うことを妨げるものではない。 

イ 暦月ごとの職員の勤務延時間数を、当該施設において常勤の職

員が勤務すべき時間で除することによって算出するものとし、小

数点第２位以下を切り捨てるものとする。なお、やむを得ない事

情により、配置されていた職員数が一時的に減少した場合は、１

月を超えない期間内に職員が補充されれば、職員数が減少しなか

ったものとみなすこととする。 

ロ 員数を算定する際の入所者数は、当該年度の前年度（毎年４月

１日に始まり翌年３月31 日をもって終わる年度とする。以下同

じ。）の平均を用いる（ただし、新規開設又は再開の場合は推定

数による。）。この場合、入所者数の平均は、前年度の全入所者

の延数を当該前年度の日数で除して得た数とする。この平均入所

者の算定に当たっては、小数点第２位以下を切り上げるものとす

 

適 

・ 

否 

 
【 算定の有・無 】 
 
 
管理栄養士の配置 
（常勤・非常勤） 
 
 
 
 
 
 
栄養ケア計画 
【 有 ・ 無 】 
 
 
ミールラウンド 
   回／週 
  （週3回以上必要） 
 
 
ミールラウンドの記録 
 
 
 
ＬＩＦＥへの提出 
 【 有 ・ 無 】 
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主 眼 事 項 着  眼  点  等 評価 備  考 

る。 

③ 当該加算における低栄養状態のリスク評価は、「リハビリテーシ

ョン・個別機能訓練、栄養管理及び口腔管理の実施に関する基本的

な考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について」第４に基

づき行うこと。ただし、低栄養状態のリスクが中リスク者のうち、

経口による食事の摂取を行っておらず、栄養補給法以外のリスク分

類に該当しない場合は、低リスク者に準じた対応とすること。 

④ 低栄養状態のリスクが、中リスク及び高リスクに該当する者に対

し、管理栄養士等が以下の対応を行うこと。 

イ 基本サービスとして、医師、歯科医師、管理栄養士、看護師、

介護支援専門員その他の職種の者が共同して作成する栄養ケア

計画に、低栄養状態の改善等を行うための栄養管理方法や食事の

観察の際に特に確認すべき点等を示すこと。 

ロ 当該栄養ケア計画に基づき、食事の観察を週３回以上行い、当

該入所者の栄養状態、食事摂取量、摂食・嚥下の状況、食欲・食

事の満足感、嗜好を踏まえた食事の調整や、姿勢、食具、食事の

介助方法等の食事環境の整備等を実施すること。食事の観察につ

いては、管理栄養士が行うことを基本とし、必要に応じ、関連す

る職種と連携して行うこと。やむを得ない事情により、管理栄養

士が実施できない場合は、介護職員等の他の職種の者が実施する

ことも差し支えないが、観察した結果については、管理栄養士に

報告すること。なお、経口維持加算を算定している場合は、当該

加算算定に係る食事の観察を兼ねても差し支えない。 

ハ 食事の観察の際に、問題点が見られた場合は、速やかに関連す

る職種と情報共有を行い、必要に応じて栄養ケア計画を見直し、

見直し後の計画に基づき対応すること。 

ニ 当該入所者が退所し、居宅での生活に移行する場合は、入所者又

はその家族に対し、管理栄養士が退所後の食事に関する相談支援

を行うこと。また、他の介護保険施設や医療機関に入所（入院）

する場合は、入所中の栄養管理に関する情報（必要栄養量、食事

摂取量、嚥下調整食の必要性（嚥下食コード）、食事上の留意事

項等）を入所先（入院先）に提供すること。 

⑤ 低栄養状態のリスクが低リスクに該当する者については、④ロに

掲げる食事の観察の際に、あわせて食事の状況を把握し、問題点が

みられた場合は、速やかに関連する職種と情報共有し、必要に応じ

て栄養ケア計画を見直し、見直し後の計画に基づき対応すること。 

⑥ 大臣基準ニに規定する厚生労働省への情報の提出については、Ｌ
ＩＦＥを用いて行うこととする。ＬＩＦＥへの提出情報、提出頻度
等については、「科学的介護情報システム（ＬＩＦＥ）関連加算に
関する基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示につい
て」を参照されたい。サービスの質の向上を図るため、ＬＩＦＥへ
の提出情報及びフィードバック情報を活用し、利用者の状態に応じ
た栄養ケア計画の作成（Plan）、当該計画に基づく支援の提供（Do
）、当該支援内容の評価（Check）、その評価結果を踏まえた当該
計画の見直し・改善（Action）の一連のサイクル（ＰＤＣＡサイク
ル）により、サービスの質の管理を行うこと。提出された情報につ
いては、国民の健康の保持増進及びその有する能力の維持向上に資
するため、適宜活用されるものである。 

 
(20) 経口移行 
加算 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
□ 別に厚生労働大臣が定める基準（注）に適合する介護医療院にお
いて，医師の指示に基づき，医師，歯科医師，管理栄養士，看護師，
介護支援専門員その他の職種の者が共同して，現に経管により食事を
摂取している入所者ごとに経口による食事の摂取を進めるための経
口移行計画を作成している場合であって，当該計画に従い，医師の指
示を受けた管理栄養士又は栄養士による栄養管理及び言語聴覚士又
は看護職員による支援が行われた場合は，当該計画が作成された日か
ら起算して180日以内の期間に限り，１日につき２８単位を加算して
いるか。ただし，栄養管理にかかる減算を算定している場合は算定し
ない。◆平１２厚告２１別表４ル注１ 

 
□ 経口による食事の摂取を進めるための経口移行計画に基づき，管

 

適 

・ 

否 

 
【 算定の有・無 】 
 
算定期間は同意の日か
ら180日以内となってい
るか 
 
 
 
180日を超えて算定して
いる場合は医師の指示
を確認 
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主 眼 事 項 着  眼  点  等 評価 備  考 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

理栄養士又は栄養士が行う栄養管理及び言語聴覚士又は看護職員が
行う支援が，当該計画が作成された日から起算して180日を超えた期
間に行われた場合であっても，経口による食事の摂取が一部可能な者
であって，医師の指示に基づき，継続して経口による食事の摂取を進
めるための栄養管理及び支援が必要とされるものに対しては，引き続
き当該加算を算定できるものとする。◆平１２厚告２１別表４ル注２ 

 
 注 厚生労働大臣が定める基準 ◆平２７厚労告９５第６６号 

定員超過利用，人員基準欠如のいずれにも該当しないこと。 
 

◎ 経口移行加算について ◆平１２老企４０第２の８（２３） 
① 経口移行加算のうち経管栄養から経口栄養に移行しようとする

者に係るものについては，次に掲げるイからハまでの通り，実施す
るものとすること。 

  イ 現に経管により食事を摂取している者であって，経口による食
事の摂取を進めるための栄養管理及び支援が必要であるとして
，医師の指示を受けた者を対象とすること。医師，歯科医師，
管理栄 養士，看護師，言語聴覚士，介護支援専門員その他の
職種の者が共同して，経口による食事の摂取を進めるための栄
養管理の方法等を示した経口移行計画を作成すること（栄養ケ
ア計画と一体のものとして作成すること。）。 
また，当該計画については，経口による食事の摂取を進めるた

めの栄養管理及び支援の対象となる入所者又はその家族に説明
し，その同意を得ること。なお，介護医療院サービスにおいて
は，経口移行計画に相当する内容を施設サービス計画の中に記
載する場合は，その記載をもって経口移行計画の作成に代える
ことができるものとすること。 

ロ 当該計画に基づき，経口による食事の摂取を進めるための栄養
管理及び支援を実施すること。経口移行加算の算定期間は，経
口からの食事の摂取が可能となり経管による食事の摂取を終了
した日までの期間とするが，その期間は入所者又はその家族の
同意を得た日から起算して，180日以内の期間に限るものとし，
それを超えた場合においては，原則として当該加算は算定しな
いこと。 

ハ 経口による食事の摂取を進めるための栄養管理及び支援が，入
所者又はその家族の同意を得られた日から起算して，180日を超
えて 実施される場合でも，経口による食事の摂取が一部可能な
ものであって，医師の指示に基づき，継続して経口による食事
の摂取を進めるための栄養管理及び支援が必要とされる場合に
あっては，引き続き当該加算を算定できるものとすること。た
だし，この場合において，医師の指示はおおむね２週間ごとに
受けるものとすること。 

 
 ② 経管栄養法から経口栄養法への移行は，場合によっては，誤嚥 
   性肺炎の危険も生じうることから，次のイからニまでについて確 
   認した上で実施すること。 

イ 全身状態が安定していること（血圧，呼吸，体温が安定してお
り，現疾患の病態が安定していること。）。 

ロ 刺激しなくても覚醒を保っていられること。 
ハ 嚥下反射が見られること（唾液嚥下や口腔，咽頭への刺激によ
る喉頭挙上が認められること。）。 

ニ 咽頭内容物を吸引した後は唾液を嚥下しても「むせ」がないこ
と。 

③ 経口移行加算を180日間にわたり算定した後，経口摂取に移行 
できなかった場合に，期間を空けて再度経口摂取に移行するため 
の栄養管理及び支援を実施した場合は，当該加算は算定できないも
のとすること。 

④ 入所者の口腔の状態によっては，歯科医療における対応を要する
場合も想定されることから，必要に応じて，介護支援専門員を通じ
て主治の歯科医師への情報提供を実施するなどの適切な措置を講
じること。 

 
 
 
 
 
 
 
定員超過利用又は人員
基準欠如により本体報
酬が減算されている月
中は，当該加算の算定も
不可 
 
 
 
算定にあたり以下を記録で

確認できるか 

 
□ 医師の指示 
□ 左記◎２イ～ニの

確認記録 
□ 計画の作成 
 ※様式例（平成17年9 

月7日老老発第0907 
002号）参照 
 

□ 多職種共同作成 
 
□ 計画の説明･同意 
 

□  算定期間は同意の
日から180日以内とな
っているか 

 

 

□ 180日を越えて算定

している場合は， 

①経口摂取一部可能

②概ね 2週間ごとに  

  医師の指示を受け 

  ているかを確認 

 
 
 
 

 
(21) 経口維持

加算 

 
□ 経口維持加算(Ⅰ) については，別に厚生労働大臣が定める基準（注）

に適合する介護医療院において，現に経口により食事を摂取する者で

 

適 

・ 

 
【 算定の有・無 】 
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主 眼 事 項 着  眼  点  等 評価 備  考 

 あって，摂食機能障害を有し，誤嚥が認められる入所者に対して，医

師又は歯科医師の指示に基づき，医師，歯科医師，管理栄養士，看護

師，介護支援専門員その他の職種の者が共同して，入所者の栄養管理

をするための食事の観察及び会議等を行い，入所者ごとに，経口によ

る継続的な食事の摂取を進めるための経口維持計画を作成している

場合であって，当該計画に従い，医師又は歯科医師の指示（歯科医師

が指示を行う場合にあっては，当該指示を受ける管理栄養士等が医師

の指導を受けている場合に限る。）を受けた管理栄養士又は栄養士が

栄養管理を行った場合に，１月につき 400単位を加算しているか。 

ただし，経口移行加算を算定している場合又は栄養管理にかかる減

算を算定している場合は算定しない。◆平１２厚告２１別表４ヲ注１ 

 

□ 経口維持加算(Ⅱ) については，協力歯科医療機関を定めている介

護医療院が，経口維持加算(Ⅰ)を算定している場合であって，入所者

の経口による継続的な食事の摂取を支援するための食事の観察及び

会議等に，医師（介護医療院の人員，施設及び設備並びに運営に関す

る基準第４条第１項第１号に規定する医師を除く），歯科医師 ，歯

科衛生士又は言語聴覚士が加わった場合は，１月につき 100単位を加

算しているか。◆平１２厚告２１別表４ル注２ 
 
 注 厚生労働大臣が定める基準 ◆平２７厚労告９５第６７号 
    イ 定員超過利用，人員基準欠如のいずれにも該当しないこと。 
    ロ 入所者の摂食・嚥下機能が医師の診断により適切に評価され 
     ていること。 
  ハ 誤嚥等が発生した場合の管理体制が整備されていること。  
  ニ 食形態に係る配慮など誤嚥防止のための適切な配慮がなされ

ていること。 
  ホ 上記ロからニまでについて医師，管理栄養士，看護職員，介護

支援専門員その他の職種の者が共同して実施するための体制が
整備されていること。 

 
◎ 経口維持加算について ◆平１２老企４０第２の８（２４） 
① 経口維持加算（Ⅰ）については，次に掲げるイからハまでの通り
，実施するものとすること。 
イ 現に経口により食事を摂取している者であって，摂食機能障害
（食事の摂取に関する認知機能の低下を含む。以下同じ。）を有し
，水飲みテスト（「氷砕片飲み込み検査」，「食物テスト（food te
st）」，「改訂水飲みテスト」などを含む。以下同じ。），頸部聴診
法，造影撮影（医科診療報酬点数表中「造影剤使用撮影」をいう。
以下同じ。），内視鏡検査（医科診療報酬点数表中「喉頭ファイ
バースコピー」をいう。以下同じ。）等により誤嚥が認められる
（喉頭侵入が認められる場合及び食事の摂取に関する認知機能の
低下により誤嚥の有無に関する検査を実施することが困難である
場合を含む。以下同じ。）ことから，継続して経口による食事の
摂取を進めるための特別な管理が必要であるものとして，医師又
は歯科医師の指示を受けたものを対象とすること。ただし，歯科
医師が指示を行う場合にあっては，当該指示を受ける管理栄養士
等が，対象となる入所者に対する療養のために必要な栄養の指導
を行うに当たり，主治の医師の指導を受けている場合に限る（以
下同じ）。 

ロ 月１回以上，医師，歯科医師，管理栄養士，看護職員，言語聴
覚士，介護支援専門員その他の職種の者が共同して，入所者の栄
養管理をするための食事の観察及び会議等を行い，継続して経口
による食事の摂取を進めるための特別な管理の方法等を示した経
口維持計画の作成を行うとともに必要に応じて見直しを行うこと
。また，当該計画の作成及び見直しを行った場合においては，特
別な管理の対象となる入所者又はその家族に説明し，その同意を
得ること。なお，介護医療院サービスにおいては，経口維持計画
に 相当する内容を施設サービス計画の中に記載する場合は，そ 
の記載をもって経口維持計画の作成に代えることができるものと
すること。入所者の栄養管理をするための会議は，テレビ電話装
置等を活用して行うことができるものとします。この際，個人情

否 Ｈ18Ｑ＆ＡVol.１問74 
摂食機能障害の状況や
それに対する指示内容
が示された医師の所見
等が診療録に記載され
ているか確認 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
定員超過利用又は人員
基準欠如により本体報
酬が減算されている月
中は，当該加算の算定も
不可 
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主 眼 事 項 着  眼  点  等 評価 備  考 

報保護委員会・厚生労働省「医療・介護関係事業者における個人
情報の適切な取扱いのためのガイダンス」，厚生労働省「医療情報
システムの安全管理に関するガイドライン」等を遵守すること。 

ハ 当該経口維持計画に基づき，栄養管理を実施すること。「特別
な栄養管理」とは，入所者の誤嚥を防止しつつ，継続して経口に
よる食事の摂取を進めるための食物形態，摂食方法等における適
切な配慮のことをいう。 

② 経口維持加算（Ⅱ）における食事の観察及び会議等の実施に当た
っては，医師（介護医療院基準第４条第１項第１号に規定する医師
を除く。），歯科医師，歯科衛生士又は言語聴覚士のいずれか１名
以上が加わることにより，多種多様な意見に基づく質の高い経口維
持計画を策定した場合に算定されるものであること。 

③ 経口維持加算（Ⅰ）及び経口維持加算（Ⅱ）の算定に当たり実施
する食事の観察及び会議等は，関係職種が一堂に会して実施するこ
とを想定しているが，やむを得ない理由により，参加するべき者の
参加が得られなかった場合は，その結果について終了後速やかに情
報共有を行うことで，算定を可能とする。 

④ 管理体制とは，食事の中止，十分な排痰，医師又は歯科医師との
緊密な連携等が迅速に行われる体制とすること。 

 
(22) 口腔衛生
管理加算 

 
□ 別に厚生労働大臣が定める基準（注）に適合する介護医療院におい
て，入所者に対し，歯科衛生士が口腔衛生の管理を行った場合は，当
該基準に掲げる区分に従い，１月につき次に掲げる所定単位数を加算
しているか。ただし，次に掲げるいずれかの加算を算定している場合
においては，次に掲げるその他の加算は算定しない。 

  ◆平１２厚告２１別表４ワ注 
 
⑴ 口腔衛生管理加算(Ⅰ) 90単位 
⑵ 口腔衛生管理加算(Ⅱ) 110単位 

 
注 厚生労働大臣が定める基準 ◆平２７厚労告９５第６９号 

  イ 口腔衛生管理加算(Ⅰ) 次に掲げる基準のいずれにも適合す 
ること。 
⑴ 歯科医師又は歯科医師の指示を受けた歯科衛生士の技術
的助言及び指導に基づき，入所者の口腔衛生等に係る計画が
作成されていること。 

⑵ 歯科医師の指示を受けた歯科衛生士が，入所者に対し，口
腔衛生等の管理を月２回以上行うこと。 

⑶ 歯科衛生士が，⑴における入所者に係る口腔衛生等の管理
について，介護職員に対し，具体的な技術的助言及び指導を
行うこと。 

⑷ 歯科衛生士が，⑴における入所者の口腔に関する介護職員
からの相談等に必要に応じ応対すること。 

⑸ 定員超過利用，人員基準欠如のいずれにも該当しないこ
と。 

ロ 口腔衛生管理加算(Ⅱ) 次に掲げる基準のいずれにも適合す 
ること。 
⑴ イに掲げる基準のいずれにも適合すること。 
⑵ 入所者ごとの口腔衛生の管理に係る情報を厚生労働省に提
出し，口腔衛生管理の実施に当たって，当該情報その他口腔
衛生の管理の適切かつ有効な実施のために必要な情報を活用
していること。 

 
◎ 口腔衛生管理加算について ◆平１２老企４０第２の８（２５） 
 ① 口腔衛生管理加算は，歯科医師の指示を受けた歯科衛生士   

が施設の入所者に対して口腔衛生の管理を行い，当該入所者に係る
口腔清掃等について介護職員へ具体的な技術的助言及び指導をし
た場合において，当該入所者ごとに算定するものである。 

② 当該施設が口腔衛生管理加算に係るサービスを提供する場   
合においては，当該サービスを実施する同一月内において医療保 
険による訪問歯科衛生指導の実施の有無を入所者又はその家族等 
に確認するとともに，当該サービスについて説明し，その提供に 
関する同意を得た上で行うこと。 

 ③ 歯科医師の指示を受けて当該施設の入所者に対して口腔衛生の

管理を行う歯科衛生士は，口腔に関する問題点，歯科医師からの指

 

適 

・ 

否 

 
【 算定の有・無 】 
 
以下の項目を確認 
□歯科医師の指示を確 
 認 
 
□説明・同意 
 
□実施記録の確認 

（別紙様式３参照） 
 
 
 
 
 
□歯科衛生士による口 
腔ケアを月２回以上
実施を確認 
（複数者同時実施は
不可。利用者ごとに，
口腔ケアが要（H24QA
vol.1問188）） 
 
 

□実施記録写しの当該 
入所者への提供を確 
認 
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主 眼 事 項 着  眼  点  等 評価 備  考 

示内容の要点，（ただし，歯科医師から受けた指示内容のうち，特

に歯科衛生士が入所者に対する口腔衛生の管理を行うにあたり配慮

すべき事項とする。）当該歯科衛生士が実施した口腔衛生の管理の

内容，当該入所者に係る口腔清掃等について介護職員への具体的な

技術的助言及び指導の内容及びその他必要と思われる事項に係る記

録を別紙様式３を参考として作成し，当該施設に提出すること。当

該施設は，当該記録を保管するとともに，必要に応じてその写しを

当該入所者に対して提供すること。 

④ 当該歯科衛生士は，介護職員から当該入所者の口腔に関する相談

等に必要に応じて対応するとともに，当該入所者の口腔の状態によ

り医療保険における対応が必要となる場合には，適切な歯科医療サ

ービスが提供されるよう当該歯科医師及び当該施設への情報提供

を行うこと。 

⑤ 厚生労働省への情報の提出については，ＬＩＦＥを用いて行うこ

ととする。ＬＩＦＥへの提出情報，提出頻度等については，「科学

的介護情報システム（ＬＩＦＥ）関連加算に関する基本的考え方並

びに事務処理手順及び様式例の提示について」を参照されたい。 

サービスの質の向上を図るため，ＬＩＦＥへの提出情報及びフィ

ードバック情報を活用し，入所者の状態に応じた口腔衛生の管理の

内容の決定（Plan），当該決定に基づく支援の提供（Do)，当該支援

内容の評価（Check），その評価結果を踏まえた当該支援内容の見直

し・改善（Action）の一連のサイクル（ＰＤＣＡサイクル）により，

サービスの質の管理を行うこと。 

提出された情報については，国民の健康の保持増進及びその有す

る能力の維持向上に資するため，適宜活用されるものである。 
⑥ 本加算は，医療保険において歯科訪問診療料が算定された日の

属する月であっても算定できるが，訪問歯科衛生指導料が算定さ
れた日の属する月においては，訪問歯科衛生指導料が３回以上算
定された場合には算定できない。 

 
 Ｈ24Ｑ＆Ａ Vol.３ 問11 
  同一日の午前と午後それぞれ口腔ケアを行った場合は，1回分の実

施となる。 
 
(23) 療養食加 

算 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
□ 次に掲げるいずれの基準にも適合するものとして京都府知事に届
け出た介護医療院が，別に厚生労働大臣が定める療養食（注１）を提
供したときは，１日につき３回を限度として，６単位を加算している
か。 

 ◆平１２厚告２１別表４カ注 
イ 食事の提供が管理栄養士又は栄養士によって管理されているこ
と。 

ロ 入所者の年齢，心身の状況によって適切な栄養量及び内容の食 
事の提供が行われていること。 

ハ 食事の提供が，別に厚生労働大臣が定める基準（注２）に適合す
る介護医療院において行われていること。 

 
◎ 経口による食事の摂取を進めるための栄養管理及び支援が行

われている場合にあっては，経口移行加算又は経口維持加算を併
せて算定することが可能である。◆平１２老企４０第２の８（２６） 

   
注１ 厚生労働大臣が定める療養食 ◆平２７厚労告９４第７４号 

疾病治療の直接手段として，医師の発行する食事せんに基づ
き提供された適切な栄養量及び内容を有する糖尿病食，腎臓病
食，肝臓病食，胃潰瘍食，貧血食，膵臓病食，脂質異常症食，
痛風食及び特別な場合の検査食 

 
 注２ 厚生労働大臣が定める基準 ◆平２７厚労告９５第３５号 
   定員超過利用・人員基準欠如に該当しないこと。 
 
◎ 療養食加算について ◆平１２老企４０第２の８（２６） 
① 療養食の加算については，入所者の病状等に応じて，主治の医 
師より入所者に対し疾患治療の直接手段として発行された食事せ

 

適 

・ 

否 

 
【 算定の有・無 】 
以下について，記録で確
認できるか 
 
□食事箋確認 
 
□療養食の献立表を確 
 認 
 
□療養食の種類ごとに 

要件満たしているか 
確認 

 
※ 定員超過利用又は
人員基準欠如により
本体報酬が減算され
ている月中は，当該加
算の算定も不可 
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主 眼 事 項 着  眼  点  等 評価 備  考 

んに基づき，利用者等告示に示された療養食が提供された場合に算
定すること。なお，当該加算を行う場合は，療養食の献立表が作成
されている必要があること。 

② 加算の対象となる療養食は，疾病治療の直接手段として，医師 
の発行する食事箋に基づいて提供される入所者の年齢，病状等に対
応した栄養量及び内容を有する治療食（糖尿病食，腎臓病食，肝臓
病食，胃潰瘍食（流動食は除く。），貧血食，膵臓病食，脂質異常症
食，痛風食及び特別な場合の検査食をいうものであること。 

③ 上記の療養食の摂取の方法については，経口又は経管の別を問わ
ないこと。 

④ 減塩食療法等について 
心臓疾患等に対して減塩食療法を行う場合は，腎臓病食に準じ 

て取り扱うことができるものであるが，高血圧症に対して減塩食療
法を行う場合は，加算の対象とはならないこと。また，腎臓病食に
準じて取り扱うことができる心臓疾患等の減塩食については，総量6
.0ｇ未満の減塩食をいうこと。 

⑤ 肝臓病食について 
肝臓病食とは，肝庇護食，肝炎食，肝硬変食，閉鎖性黄疸食（胆

石症及び胆嚢炎による閉鎖性黄疸の場合を含む。）等をいうこと。 
⑥ 胃潰瘍食について 

十二指腸潰瘍の場合も胃潰瘍食として取り扱って差し支えないこ
と。手術前後に与える高カロリー食は加算の対象としないが，侵襲
の大きな消化管手術の術後において胃潰瘍食に準ずる食事を提供す
る場合は，療養食の加算が認められる。また，クローン病，潰瘍性
大腸炎等により，腸管の機能が低下している入所者等に対する低残
さ食については，療養食として取り扱って差し支えないこと。 

⑦ 貧血食の対象者となる入所者等について 
療養食として提供される貧血食の対象となる入所者等は，血中ヘ

モグロビン濃度が10g／dl以下であり，その原因が鉄分の欠乏に由来
する者であること。 

⑧ 高度肥満症に対する食事療法について 
高度肥満症（肥満度が＋70％以上又はBMI（Body Mass Index）が

35以上）に対して食事療法を行う場合は，脂質異常症食に準じて取
り扱うことができること。 

⑨ 特別な場合の検査食について 
特別な場合の検査食とは，潜血食をいう他，大腸Ｘ線検査・大腸

内視鏡検査のために特に残さの少ない調理済食品を使用した場合は
，「特別な場合の検査食」として取り扱って差し支えないこと。 

⑩ 脂質異常症食の対象となる入所者等について 
療養食として提供される脂質異常症食の対象となる入所者等は，

空腹時定常状態におけるLDL-コレステロール値が140mg／dl以上で
ある者又はHDL-コレステロール値が40mg／dl未満若しくは血清中性
脂肪値が150mg／dl以上である者であること。 

 
(24) 在宅復帰
 支援機能加算 
 
 
 
 
 

 
□ 別に厚生労働大臣が定める基準（注）に適合する介護医療院であっ
て，次に掲げる基準のいずれにも適合している場合にあっては，１日
につき10単位を加算しているか。◆平１２厚告２１別表４ヨ注 

イ 入所者の家族との連絡調整を行っていること。 
ロ 入所者が利用を希望する指定居宅介護支援事業者に対して，
入所者に係る居宅サービスに必要な情報の提供及び退所後の居
宅サービスの利用に関する調整を行っていること。 

 
 注 厚生労働大臣が定める基準 ◆平２７厚労告９５第９１号 

イ 算定日が属する月の前６月間において当該施設から退所した

入所者の総数のうち，当該期間内に退所し，在宅において介護を

受けることとなったもの（当該施設における入所期間が１月間を

超える入所者に限る。）の占める割合が 100 分の 30 を超えてい

ること。 
ロ 退所者の退所後30日以内に，当該施設の従業者が当該入所者の
居宅を訪問すること又は指定居宅介護支援事業者から情報提供
を受けることにより，当該退所者の在宅における生活が１月以上
継続する見込みであることを確認し，記録していること。 

 
 Ｈ18Ｑ＆Ａ Vol.１ 問71 

 

適 

・ 

否 

 
【 算定の有・無 】 

□ 算定月前6月にお
いて在宅介護者数÷
退所者総数＝  ％
＞30％ 

 ※退所者総数には，死亡

退所，特定施設，ｸﾞﾙｰﾌﾟ

ﾎｰﾑ復帰者も含む。(H18

QA参照) 

 ※毎月判定しているか。 

□ 入所者及び家族へ
の相談援助内容（イ
～ニ）を記録で確認 

□ 退所日から30日以
内の居宅訪問，居宅
ケアマネからの情報
提供について記録を
確認 
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主 眼 事 項 着  眼  点  等 評価 備  考 

  在宅生活が１月以上継続する見込みであることを確認・記録してい
ないケースや，入所者の家族や居宅介護支援事業者との連絡調整を行
っていないケースについては，「在宅において介護を受けることとな
った数」にカウントできない。 

 
◎ 在宅復帰支援機能加算について ◆平１２老企４０第２の８（２７） 
① 「入所者の家族との連絡調整」とは，入所者が在宅へ退所する 
に当たり，当該入所者及びその家族に対して次に掲げる支援を行う
こと。 

   退所後の居宅サービスその他の保健医療サービス又は福祉サー
ビスについて相談援助を行うこと。また必要に応じ，当該入所者の
同意を得て退所後の居住地を管轄する市町村及び地域包括支援セン
ター又は老人介護支援センターに対して当該入所者の介護状況を示
す文書を添えて当該入所者に係る居宅サービスに必要な情報を提供
すること。 

② 本人家族に対する相談援助の内容は次のようなものであること。 
  イ 食事，入浴，健康管理等在宅における生活に関する相談援助 
  ロ 退所する者の運動機能及び日常生活動作能力の維持及び向上
   を目的として行う各種訓練等に関する相談助言 
  ハ 家屋の改善に関する相談援助 
  ニ 退所する者の介助方法に関する相談援助 
 ③ 在宅復帰支援機能加算の算定を行った場合は，その算定根拠の 
  関係書類を整備しておくこと。 

 
□ 必要に応じ，地域包
括支援ｾﾝﾀｰ等に介護
状況を示す文書を添
えて情報提供をして
いるか 

 
 ※退所前連携加算が 
別に算定可能 

 
(25)特別診療費 

 
□ 入所者に対して，指導管理，リハビリテーション等のうち日常的
に必要な医療行為として別に厚生労働大臣が定めるものを行った
場合に，別に厚生労働大臣が定める単位数に10円を乗じて得た額を
算定しているか。◆平１２厚告２１別表４タ注 

 

適 

・ 

否 

※「特別診療費の算定
に関する留意事項につ
いて]（H30.4.25老老発
0425第2号）を参照する
こと 

 
□ 感染対策指導管理（１日につき） 

別に厚生労働大臣が定める基準（注）を満たす介護医療院におい
て，常時感染防止対策を行う場合に，介護医療院サービスを受けて
いる入所者について，６単位を算定しているか。◆平１２厚告３０別表第２の１注 

 
  注  感染対策指導管理の基準 ◆平１２厚告３１第１号 
    イ  メチシリン耐性黄色ブドウ球菌等の感染を防止するにつき十

分な設備を有していること。 
  ロ メチシリン耐性黄色ブドウ球菌等の感染を防止するにつき十

分な体制が整備されていること。 

 

適 

・ 

否 

【 算定の有・無 】 
・院内感染対策委員会 
が月１回程度開催され 
ているか 
・構成メンバー確認 
・感染情報レポートの 
作成活用あるか 
・病室ごとに水道又は 
消毒液の設置あるか 

 
□ 褥瘡対策指導管理（１日につき） 

⑴ 褥瘡対策指導管理（Ⅰ） ６単位 
⑵ 褥瘡対策指導管理（Ⅱ） １０単位 

 

□ 褥瘡対策指導管理（Ⅰ）については，別に厚生労働大臣が定める
基準（注）を満たす介護医療院において，常時褥瘡対策を行う場合
に，介護医療院サービスを受けている入所者（日常生活の自立度が
低い者に限る。）について，６単位を算定しているか。 

  ◆平１２厚告３０別表第２の２注１ 
 

注 褥瘡対策指導管理の基準 ◆平１２厚告３１第２号 
 褥瘡対策につき十分な体制が整備されていること。 

 
□ 褥瘡対策指導管理（Ⅱ）については，上記（Ⅰ）に係る厚生労働
大臣が定める基準を満たす介護医療院において，入所者ごとの褥瘡
対策等に係る情報を厚生労働省に提出し，褥瘡対策の実施に当たっ
て，当該情報その他褥瘡対策の適切かつ有効は実施のために必要な
情報を活用し，かつ，施設入所時に褥瘡が発生するリスクがあると
された入所者について，褥瘡の発生のない場合に，1月につき10単位
を算定しているか。 ◆平１２厚告３０別表第２の２注２ 

 
◎ 褥瘡対策指導管理について ◆平３０老老発０４２５第２号第２の２ 
⑴ 褥瘡対策指導管理（Ⅰ）に係る特別診療費は，「障害老人の日

常生活自立度(寝たきり度)判定基準」の活用について」(平成３年
11月18日厚生省大臣官房老人保健福祉部長通知老健第102-2号)に

 

適 

・ 

否 

 

【 算定の有・無 】 
□褥瘡対策チームが設 

置されているか 
 

□日常生活自立度Ｂ以 
上の入所者について
褥瘡対策に関する診
療計画が作成されて
いるか (通知別紙 
様式3参照) 
 

□入所者の状態に応じ
て体圧分散式マット
等を使用する体制が
あるか 
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主 眼 事 項 着  眼  点  等 評価 備  考 

おけるランクＢ以上に該当する入所者について，常時褥瘡対策を
とっている場合に，入所者の褥瘡の有無に関わらず，算定できる。
なお，「障害高齢者の日常生活自立度（寝たきり度）」のランク
は，当該褥瘡対策をとっている介護医療院において，入所者ごと
に判断すること。 
また，褥瘡管理に当たっては，施設ごとに当該マネジメントの実

施に必要な褥瘡管理に係るマニュアルを整備し，当該マニュアル
に基づき実施すること。 

⑵  褥瘡対策指導管理(Ⅱ)に係る特別療養費は，褥瘡対策指導管理
(Ⅰ)の算定要件を満たす介護医療院において，サービスの質の向
上を図るため，以下の①から④までを満たし，多職種の共同によ
り，褥瘡対策指導管理(Ⅰ)を算定すべき入所者が褥瘡対策を要す
る要因の分析を踏まえた褥瘡ケア計画の作成（Plan），当該計画
に基づく褥瘡対策の実施（Do），当該実施内容の評価（Check）と
その結果を踏まえた実施計画の見直し（Action）といったサイク
ル（以下「ＰＤＣＡ」という。）の構築を通じて，継続的にサー
ビスの質の管理を行った場合に算定するものである。 

① 施設入所時及びその後少なくとも３月に１回，別添様式３を用
いて，褥瘡の状態及び褥瘡の発生と関連のあるリスクについての
評価を行うこと。施設入所時の評価は，新たに本加算の算定を開
始しようとする月の翌月以降に入所した者については，当該者の
施設入所時における評価を，新たに本加算の算定を開始しようと
する月において既に入所している者（以下「既入所者」という。）
については，介護記録等に基づいて，施設入所時における評価を
行っていますか。 

② 褥瘡対策等に係る情報の提出については，「科学的介護情報シス
テム（Long-term care Information system For Evidence）」（以
下「ＬＩＦＥ」という。）を用いて行うこと。 

③ ①の評価の結果，褥瘡が発生するリスクがあるとされた入所者
ごとに褥瘡対策に関する診療計画を作成し，少なくとも３月に１
回見直していること。褥瘡対策に関する診療計画は，褥瘡管理に
対する各種ガイドラインを参考にしながら，入所者ごとに，褥瘡
管理に関する事項に対し関連職種が共同して取り組むべき事項
や，入所者の状態を考慮した評価を行う間隔等を 検討し，別添
様式３を用いて，作成すること。なお，褥瘡対策に関する診療計
画に相当する内容を施設サービス計画の中に記載する場合は，そ
の記載をもって褥瘡対策に関する診療計画の作成に代えることが
できるものとするが，下線又は枠で囲う等により，他の記載と区
別できるようにすること。 
また，褥瘡対策に関する診療計画の見直しは，褥瘡対策に関す

る診療計画に実施上の問題があれば直ちに実施すること。その際，
PDCAの推進及びサービスの向上を図る観点から，ＬＩＦＥへの提
出情報及びフィードバック情報を活用すること。 
なお，褥瘡対策に関する診療計画に基づいた褥瘡対策を実施す

る際には，対象となる入所者又はその家族に説明し，その同意を
得ること。 

 ④ ①の評価の結果，施設入所時に褥瘡が発生するリスクがあると
された入所者について，施設入所日の属する月の翌月以降に別添
様式３を用いて評価を実施するとともに，別添様式３に示す持続
する発赤（ｄ１）以上の褥瘡の発症がないこと。ただし，施設入
所時に褥瘡があった入所者については，当該褥瘡の治癒後に，褥
瘡の再発がない場合に算定できるものとする。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
□ 入所時及び３月に
１回評価しているか。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
□ 診療計画を説明し
，同意を得ているか。 

 
□ 初期入所診療管理  ◆平１２厚告３０別表第２の３注 

介護医療院において，別に厚生労働大臣が定める基準（注)に従い，
入所者に対して，その入所に際して医師が必要な診察，検査等を行
い，診療方針を定めて文書で説明を行った場合に，入所中１回（診
療方針に重要な変更があった場合にあっては２回）を限度として250
単位を算定しているか。 

 
  注 初期入所診療管理の基準 ◆平１２厚告３１第３号の２ 
    イ 医師，看護師等の共同により策定された診療計画であること。 
    ロ 病名，症状，予定される検査の内容及びその日程並びに予定

されるリハビリテーションの内容及びその日程その他入所に
関し必要な事項が記載された総合的な診療計画であること。 

 

適 

・ 

否 

【 算定の有・無 】 
 
□総合的な診療計画を

策定し，入所後2週間
以内の説明・同意・
交付か（写しはカル
テに貼付） 

□文書の控えで内容確
認(通知別紙様式4の
内容を網羅している
か） 

□過去3月間に入所し
ていないか（日常生
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主 眼 事 項 着  眼  点  等 評価 備  考 

    ハ 当該診療計画が入所した日から起算して２週間以内に，入所
者に対し文書により交付され説明がなされるものであること。 

◎ 初期入所診療管理について  ◆平３０老老発０４２５第２号第２の３ 
 ① 当該入所者が過去３月間（ただし，認知症子零社の日常生活自

立度基準におけるランクⅢ，Ⅳ又はＭに該当する場合は過去１月
間とする。）の間に，当該初期入所診療管理に係る特別診療費を
請求する医療院に入所したことがない場合に限り，算定できるも
のであること。 

 ② 同一の施設内の医療機関から介護医療院に入所した者にあって
は，特別診療費の算定対象としない。 

 ③ なお，当該介護医療院の入所前の医療機関における入院後６月
以内に，入所者の病状の変化等により診療計画を見直さざるを得
ない状況になり，同様の診療計画を作成し，文書を用いて入所者
に説明を行った場合には，１回に限り算定できる。 

活自立度Ⅲ以上は過
去1月間） 

□同一施設内の医療機
関から入所していな
いか 

 □ 特定施設管理（１日につき） 
 (1) 介護医療院において，後天性免疫不全症候群の病原体に感染し

ている入所者に対して，介護医療院サービスを行う場合に，250単
位を算定しているか。◆平１２厚告３０別表第２の５注１ 

 
 (2)  個室又は２人部屋において，後天性免疫不全症候群の病原体に

感染している入所者に対して，介護医療院サービスを行う場合  
は，所定単位数に個室の場合にあっては１日につき300単位，２人
部屋の場合にあっては１日につき150単位を加算しているか。 
◆平１２厚告３０別表第２の５注２  

 

適 

・ 

否 

【 算定の有・無 】 
 
抗体の陽性反応があれ 
ばＣＤ４リンパ球数値 
にかかわらず算定可 

 
入所者希望による特別
な設備の整った個室に
入室する場合を除く 

 □ 重症皮膚潰瘍管理指導（１日につき）◆平１２厚告３０別表第２の６注 
別に厚生労働大臣が定める施設基準（注）に適合しているものと 

して京都府知事に届け出た介護医療院において，介護医療院サービ
スを受けている入所者であって重症皮膚潰瘍を有しているものに対
して，計画的な医学的管理を継続して行い，かつ，療養上必要な指
導を行った場合に，18単位を算定しているか。 

 
 注 重症皮膚潰瘍管理指導の施設基準 ◆平１２厚告３１第５号の２ 
  イ 褥瘡対策指導管理 注に掲げる褥瘡対策指導管理の基準を 
    満たしていること。 
  ロ 重症皮膚潰瘍を有する入所者について皮膚科又は形成外科を 

担当する医師が重症皮膚潰瘍管理を行っていること。 
  ハ 重症皮膚潰瘍管理を行うにつき必要な器械及び器具が具備さ

れていること。 

適 

・ 

否 

【 算定の有・無 】 
 
・褥瘡対策の基準を満 
たしているか 
 
・Ｓheaの分類Ⅲ度以 
上の重症者かカルテ確 
認 

 □ 薬剤管理指導  
⑴ 介護医療院であって，別に厚生労働大臣が定める施設基準（注）

に適合しているものとして京都府知事に届け出たものにおいて，
介護医療院サービスを受けている入所者に対して，投薬又は注射
及び薬学的管理指導を行った場合に，週１回に限り，月に４回を
限度として350単位を算定しているか。◆平１２厚告３０別表第２の７注１ 

 
  注 薬剤管理指導の施設基準 ◆平１２厚告３１第６号 
   イ 薬剤管理指導を行うにつき必要な薬剤師が配置されている 

こと。 
   ロ 薬剤管理指導を行うにつき必要な医薬品情報の収集及び伝 

達を行うための専用施設を有していること。 
   ハ 入所者に対し，入所者ごとに適切な薬学的管理（副作用に

関する状況の把握を含む。）を行い，薬剤師による服薬指導
を行っていること。 

 
⑵  入所者ごとの服薬情報等の情報を厚生労働省に提出し，処方の

実施に当たって，当該情報その他薬物療法の適切かつ有効な実施
のために必要な情報を活用した場合に，１月につき所定単位数に
２０単位を加算しているか。◆平１２厚告３０別表第２の７注２ 

 
⑶ 疼痛緩和のために別に厚生労働大臣が定める特別な薬剤（注）

の投薬又は注射が行われている入所者に対して，当該薬剤の使用 
に関する必要な薬学的管理を行った場合は，１回につき50単位を

適 

・ 

否 

【 算定の有・無 】 
 
・薬剤師数（常勤換算） 
     名 
・医薬品情報管理室 
（ＤＩ室）あるか 
 
・薬剤管理指導記録確 
認。必要事項に漏れな 
いか 
 
 
 
 
 
 
・薬剤管理指導記録確
認 

 
・医師への文書報告例
あるか 
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主 眼 事 項 着  眼  点  等 評価 備  考 

加算しているか。◆平１２厚告３０別表第２の７注３ 
  

  注 厚生労働大臣が定める特別な薬剤 ◆平１２厚告３２ 
    麻薬及び向精神薬取締法(昭和28年法律第14号) 第２条第１

号に規定する麻薬 

 □ 医学情報提供 ◆平１２厚告３０別表第２の８注１，注２ 
⑴ （Ⅰ）については，併設型小規模介護医療院が，介護医療院サー

ビスを受けている入所者の退所時に，診療に基づき，別の診療所で

の診療の必要を認め，別の診療所に対して，当該入所者の同意を得

て，当該入所者の診療状況を示す文書を添えて当該入所者の紹介を

行った場合又は介護医療院（併設型小規模介護医療院を除く。）が，

介護医療院サービスを受けている入所者の退所時に，診療に基づ

き，別の病院での診療の必要を認め，別の病院に対して，当該入所

者の同意を得て，当該入所者の診療状況を示す文書を添えて当該入

所者の紹介を行った場合に，220単位を算定しているか。 
  ◆平１２厚告３０別表第２の８注１ 
 ⑵ （Ⅱ）については，併設型小規模介護医療院が，介護医療院サー

ビスを受けている入所者の退所時に，診療に基づき，病院での診療

の必要を認め，病院に対して，当該入所者の同意を得て，当該入所

者の診療状況を示す文書を添えて当該入所者の紹介を行った場合又

は介護医療院（併設型小規模介護医療院を除く。）が，介護医療院

サービスを受けている入所者の退所時に，診療に基づき，診療所で

の診療の必要を認め，診療所に対して，当該利用者若しくは入所者

の同意を得て，当該入所者の診療状況を示す文書を添えて当該入所

者の紹介を行った場合に 290単位を算定しているか。 

◆平１２厚告３０別表第２の８注２ 

適 

・ 

否 

【 算定の有・無 】 
 
□標準様式(通知別添様
式1)か。独自様式の場
合，漏れないか 

□入所者に交付された
診断書で自費徴収し
ている場合や，意見
書であり公費請求し
ている場合は算定不
可 

 ロ 理学療法（１回につき） 
  理学療法（Ⅰ） １２３単位 
  理学療法（Ⅱ） ７３単位 
 

⑴ (Ⅰ)については，別に厚生労働大臣が定める施設基準（注）に
適合しているものとして届け出た介護医療院において，介護医療
院サービスを受けている入所者に対して，理学療法を個別に行っ
た場合に，所定単位数を算定し，(Ⅱ)については，それ以外の介
護医療院において，介護医療院サービスを受けている入所者に対
して，理学療法を個別に行った場合に算定しているか。◆平１２厚告３０別
表第２の９注１ 

⑵ 理学療法については，入所者１人につき１日３回（作業療法及
び言語聴覚療法と併せて１日４回）に限り算定するものとし，そ
の利用を開始又は入所した日から起算して４月を超えた期間にお
いて，１月に合計 11回以上行った場合は，11回目以降のものにつ
いては，所定単位数の 100分の 70に相当する単位数を算定してい
るか。◆平１２厚告３０別表第２の９注２ 

⑶ 介護医療院において，専従する常勤の理学療法士を２名以上配
置し，理学療法(Ⅰ)を算定すべき理学療法を行った場合に，１回
につき 35単位を所定単位数に加算しているか。◆平１２厚告３０別表第２の９注５ 

⑷ 入所者ごとのリハビリテーション実施計画の内容等の情報を厚
生労働省に提出し，リハビリテーションの実施に当たって，当該
情報その他リハビリテーションの適切かつ有効な実施のために必
要な情報を活用している場合は，1月につき 1回を限度として所定
単位数に 33単位を加算しているか。ただし，作業療法の注 6又は
言語聴覚療法の注４の規定により加算する場合はこの限りでな
い。◆平１２厚告３０別表第２の９注６ 

 
 注 理学療法の施設基準 ◆平１２厚告３１第７号イ 

イ 理学療法士が適切に配置されていること。 
ロ 入所者の数が理学療法士を含む従事者の数に対し適切なもの
であること。 

ハ 当該療法を行うにつき十分な専用施設を有していること。 
ニ 当該療法を行うにつき必要な器械及び器具が具備されている
こと。 

適 

・ 

否 

【 算定の有・無 】 

なし・Ⅰ・Ⅱ 
 
【（Ⅰ）の施設基準】 
○専任医師及び専従Ｐ

Ｔがそれぞれ１人以
上（医療機関と併設
する介護医療院の理
学療法士について
は，サービス提供に
支障がない場合は，
常勤換算方法で１人
以上でも可） 

○専用施設100㎡以上
（併設型小規模介護
医療院の場合は45㎡
以上） 

○届出内容の確認  
（従事者･施設基準）
（通知別紙様式7,8） 

 
□リハビリテーション 

実施計画（評価・説
 明・同意）確認 
 
□医師等の作成した理
学療法実施計画ある
か（リハ実施計画に
代えることも可） 

 
□リハ記録は入所者ご
 とにファイルされ，
 常に医療従事者が閲
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主 眼 事 項 着  眼  点  等 評価 備  考 

 
◎ 理学療法及び作業療法の注 6並びに言語聴覚療法の注 4に掲げる加
算 ◆平３０老老発０４２５第２の９（６） 
①厚生労働省への情報の提出については，「科学的介護情報システム
（「ＬＩＦＥ」）を用いることとする。 

②サービスの質の向上を図るため，ＬＩＦＥへの提出情報及びフィー
ドバック情報を活用し，利用者の状態に応じたリハビリテーション
実施計画の作成（Plan），当該計画に基づくリハビリテーションの実
施（Do），当該実施内容の評価（Check），その評価結果を踏まえた当
該計画の見直し・改善（Action）の一連のサイクル（ＰＤＣＡサイ
クル）によりサービスの質の管理を行うこと。なお，評価は，リハ
ビリテーション実施計画書に基づくリハビリテーションの提供開始
からおおむね２週間以内に，その後はおおむね３月ごとに行うもの
であること。 

③提出された情報については，国民の健康の保持増進及びその有する
能力の維持向上に資するため，適宜活用されるものである。 

 覧可能な状態か 
 
□実施時間・訓練内容 

担当者等の記録確認 
□個別に20分以上実施 

しているか 
 
□開始時及び３月に 

１回以上入所者に計
画 の内容を説明し，
要 点をカルテに記載
し ているか 
 
◆平３０老老発０４２５第３の７参照 

 ロ 作業療法（１回につき） １２３単位 
 
⑴ 別に厚生労働大臣が定める施設基準（注）に適合しているものと
して京都府知事に届け出た介護医療院において，介護医療院サービ
スを受けている入所者に対して，作業療法を個別に行った場合に，
123単位を算定しているか。◆平１２厚告３０別表第２の１０注１ 

⑵ 作業療法については，入所者１人につき１日３回（理学療法及び
言語聴覚療法と合わせて１日４回）に限り算定するものとし，入所
した日から起算して４月を超えた期間において，１月に合計 11回以
上行った場合は，11 回目以降のものについては，所定単位数の 100
分の 70に相当する単位数を算定しているか。◆平１２厚告３０別表第２の１０注２ 

⑶ 介護医療院において，専従する常勤の作業療法士を２名以上配置
して作業療法を算定すべき作業療法を行った場合に，１回につき 35
単位を所定単位数に加算しているか。◆平１２厚告３０別表第２の１０注５ 

⑷ 入所者ごとのリハビリテーション実施計画の内容等の情報を厚
生労働省に提出し，リハビリテーションの実施に当たって，当該情
報その他リハビリテーションの適切かつ有効な実施のために必要
な情報を活用している場合は，1 月につき 1 回を限度として所定単
位数に 33 単位を加算しているか。ただし，理学療法の注 6 又は言
語聴覚療法の注 4の規定により加算する場合はこの限りではない。 

  ◆平１２厚告３０別表第２の１０注６ 
 
注 作業療法の施設基準  ◆平１２厚告３１第７号ロ 

   イ 作業療法士が適切に配置されていること。 
   ロ 入所者の数が作業療法士を含む従事者の数に対し適切なもの

であること。 
    ハ 当該療法を行うにつき十分な専用施設を有していること。 
    ニ 当該療法を行うにつき必要な器械及び器具が具備されている

こと。 
 

◎ 理学療法及び作業療法の注 6並びに言語聴覚療法の注 4に掲げる加
算 ◆平３０老老発０４２５第２の９（６） 
① 厚生労働省への情報の提出については，「科学的介護情報システ

ム（「ＬＩＦＥ」）を用いることとする。 
② サービスの質の向上を図るため，ＬＩＦＥへの提出情報及びフィ
ードバック情報を活用し，利用者の状態に応じたリハビリテーショ
ン実施計画の作成（Plan），当該計画に基づくリハビリテーションの
実施（Do），当該実施内容の評価（Check），その評価結果を踏まえた
当該計画の見直し・改善（Action）の一連のサイクル（ＰＤＣＡサ
イクル）によりサービスの質の管理を行うこと。なお，評価は，リ
ハビリテーション実施計画書に基づくリハビリテーションの提供開
始からおおむね２週間以内に，その後はおおむね３月ごとに行うも
のであること。 

③ 提出された情報については，国民の健康の保持増進及びその有す
る能力の維持向上に資するため，適宜活用されるものである。 

適 

・ 

否 

【 算定の有・無 】 
 
【施設基準】 
○ 専任医師及び専従

ＯＴがそれぞれ１人
以上（医療機関と併
設する介護医療院の
作業療法士について
は，サービス提供に
支障がない場合は，
常勤換算方法で１人
以上でも可） 

○ 専用施設75㎡以上 
○届出内容の確認  
（従事者･施設基準）
（通知別紙様式7,8） 
 
 
□リハビリテーション 
実施計画（評価・説
明・同意）確認 

 
□医師等の作成した作
業療法実施計画ある
か（リハ実施計画に
代えることも可） 

 
□リハ記録は入所者ご
とにファイルされ，
常に医療従事者が閲
覧可能な状態か 

 
□実施時間・訓練内容 

担当者等の記録確認 
 
□個別に20分以上実施 

しているか 
 
□開始時及び３月に１
回以上入所者に計画
の内容を説明し，要
点をカルテに記載し
ているか 

 □ 言語聴覚療法（１回につき）   ２０３単位 
 

適 

・ 

【 算定の有・無 】 
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主 眼 事 項 着  眼  点  等 評価 備  考 

⑴ 別に厚生労働大臣が定める施設基準（注）に適合しているもの
として京都府に届け出た介護医療院において，介護医療院サービ
スを受けている入所者に対して，言語聴覚療法を個別に行った場
合に，２０３単位を算定しているか。◆平１２厚告３０別表第２の１１注１ 

 
注 言語聴覚療法を算定すべき施設基準  ◆平１２厚告３１第８号 
イ 言語聴覚士が適切に配置されていること。 
ロ 入所者の数が言語聴覚士の数に対し適切なものであること。  
ハ 当該療法を行うにつき十分な専用施設を有していること。 
ニ 当該療法を行うにつき必要な器械及び器具が具備されている
こと。 

 
⑵ 言語聴覚療法については，入所者１人につき１日３回に限り算

定するものとし，入所した日から起算して４月を超えた期間にお
いて，１月に合計11回以上行った場合は，11回目以降のものにつ
いては，所定単位数の100分の70に相当する単位数を算定してい
るか。   ◆平１２厚告３０別表第２の１１注２ 

⑶ 介護医療院において，専従する常勤の言語聴覚士を２名以上配
置して言語聴覚療法を行った場合に，１回につき35単位を所定単
位数に加算しているか。 ◆平１２厚告３０別表第２の１１注３ 

 
⑷ 入所者ごとのリハビリテーション実施計画の内容等の情報を厚
生労働省に提出し，リハビリテーションの実施に当たって，当該情
報その他リハビリテーションかつ有効な実施のために必要な情報
を活用している場合は，1 月につき 1 回を限度として所定単位数に
33単位を加算しているか。ただし，理学療法又は作業療法の注 6の
規定により加算する場合はこの限りではない。◆平１２厚告３０別表第２の１１注４ 

 
◎ 理学療法及び作業療法の注 6並びに言語聴覚療法の注 4に掲げる
加算 ◆平３０老老発０４２５第２の９（６） 
① 厚生労働省への情報の提出については，「科学的介護情報シ
ス テム（「ＬＩＦＥ」）を用いることとする。 

②サービスの質の向上を図るため，ＬＩＦＥへの提出情報及びフ
ィードバック情報を活用し，利用者の状態に応じたリハビリテー
ション実施計画の作成（Plan），当該計画に基づくリハビリテー
ションの実施（Do），当該実施内容の評価（Check），その評価結
果を踏まえた当該計画の見直し・改善（Action）の一連のサイク
ル（ＰＤＣＡサイクル）によりサービスの質の管理を行うこと。
なお，評価は，リハビリテーション実施計画書に基づくリハビリ
テーションの提供開始からおおむね２週間以内に，その後はおお
むね３月ごとにを行うものであること。 

③提出された情報については，国民の健康の保持増進及びその有
する能力の維持向上に資するため，適宜活用されるものである。 

否 ＜施設基準＞ 
□常勤専従ＳＴが１人
以上 

□８㎡以上の個別療法
室（専用）が１室以上 

 
□医師等の作成した言
語聴覚療法実施計画
あるか 
※定期的な言語聴覚
機能能力検査を基に
作成 

 
□リハ記録は入所者ご
とにファイルされ，常
に医療従事者が閲覧
可能な状態か 

 
□実施時間・訓練内容等
の記録確認 

 
□医師又は言語聴覚士
による実施か 

□個別に20分以上実施
しているか 

□1日につき3回に限る
算定か 

 
□開始時及び３か月に
１回以上入所者に計
画の内容を説明し，要
点をカルテに記載し
ているか 

 □ 集団コミュニケーション療法（１回につき） 50単位 
 
⑴ 別に厚生労働大臣が定める施設基準（注）に適合しているものと
して京都府知事に届け出た介護医療院において，介護医療院サービ
スを受けている入所者に対して，集団コミュニケーション療法を行
った場合に，５０単位を算定しているか。 ◆平１２厚告３０別表第２の１２注１ 

 
 注 集団コミュニケーション療法の施設基準 ◆平１２厚告３１第９号 
  イ 言語聴覚士が適切に配置されていること。 
  ロ 入所者の数が言語聴覚士の数に対し適切なものであること。 
  ハ 当該療法を行うにつき十分な専用施設を有していること。 
  ニ 当該療法を行うにつき必要な器械及び器具が具備されている

こと。 
 
⑵ 集団コミュニケーション療法については，入所者１人につき１日
３回に限り算定するものとする。 ◆平１２厚告３０別表第２の１２注２ 

 

適 

・ 

否 

【 算定の有・無 】 
□医師等の作成した集
団コミュニケーショ
ン作実施計画あるか
 （リハ実施計画に
代えることも可） 

□リハビリテーション
実施計画（評価・説
 明・同意）確認 

□リハ記録は入所者ご
とにファイルされ，
常に医療従事者が閲
覧可能な状態か 

□実施時間・訓練内容
等の記録確認 

□20分以上実施してい
るか 

□開始時及び３か月に
１回以上入所者に計
画の内容を説明し，
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主 眼 事 項 着  眼  点  等 評価 備  考 

要点をカルテに記載
しているか 

＜施設基準＞ 
○専任常勤医師及び専
ら集団コミュニケー
ション療法を提供す
る時間帯に勤務する
ＳＴがそれぞれ１人
以上 

○８㎡以上の集団コミ
ュニケーション療法
室が１室以上 

 □ 摂食機能療法（１日につき） 208単位   ◆平１２厚告３０別表第２の１３注 
介護医療院において，介護医療院サービスを受けている入所者であ

って摂食機能障害を有するものに対して，摂食機能療法を 30 分以上
行った場合に，１月に４回を限度として所定単位数を算定している
か。 
 

  ※ 摂食障害を有するもの ◆平２０老老発第０４２５第２号第２の９（８） 
発達遅滞，顎切除及び舌切除の手術又は脳血管疾患等による

後遺症により摂食機能に障害がある者 
※ 医師又は歯科医師の指示のもとに言語聴覚士，看護師，准 

看護師又は歯科衛生士が行う嚥下訓練は摂食機能療法として
算定可 

適 

・ 

否 

【 算定の有・無 】 
 
□カルテで障害確認 
□診療計画書確認 
□１回30分以上実施し
ているか（１回/日の
み算定可） 

□医師，歯科医師の指
示の下，ＳＴ，看護職
員，歯科衛生士，ＰＴ，
ＯＴが実施 

 □ 短期集中リハビリテーション（１日につき） 240単位 
介護医療院において，介護医療院サービスを受けている入所者に対

して，医師又は医師の指示を受けた理学療法士，作業療法士又は言語
聴覚士が，その入所した日から起算して３月以内の期間に集中的に理
学療法，作業療法，言語聴覚療法又は摂食機能療法を行った場合に，
所定単位数を算定しているか。ただし，理学療法，作業療法，言語聴
覚療法又は摂食機能療法を算定する場合は，算定しない。 

  ◆平１２厚告３０別表第２の１４注 

適 

・ 

否 

【 算定の有・無 】 

□１週に概ね３日以上 
実施しているか 

 

 □ 認知症短期集中リハビリテーション（１日につき） 240単位 
別に厚生労働大臣が定める施設基準（注）に適合しているものとし

て京都府知事長に届け出た介護医療院において，介護医療院サービス
を受けている入所者のうち，認知症であると医師が判断した者であっ
て，リハビリテーションによって生活機能の改善が見込まれると判断
されたものに対して，医師又は医師の指示を受けた理学療法士，作業
療法士若しくは言語聴覚士が，その入所した日から起算して３月以内
の期間に集中的なリハビリテーションを個別に行った場合に，１週に
３日を限度として所定単位数を算定しているか。  ◆平１２厚告３０別表第２の１
５注 

 
注 認知症短期集中リハビリテーションの施設基準  ◆平１２厚告３１第１０号 

イ 当該リハビリテーションを担当する理学療法士，作業療法  
士又は言語聴覚士が適切に配置されていること。 

ロ 入所者の数が，理学療法士，作業療法士又は言語聴覚士の数
に対して適切なものであること。 

適 

・ 

否 

【 算定の有・無 】 

□個々の実施記録等
(実施時間，訓練内
容，訓練評価，担当
者等)を確認（利用者
ごとに保管） 

□医師 
・精神科医・神経内科

医・認知症リハビリ
の専門的研修修了者
(研修具体例：H21QAv
ol.1問108参照) 

□対象者：   名 
・医師が認知症と判断 
・MMSE又はHDS-Rにおい

て概ね5～25点相当 

 □訓練内容： 
 ・個別リハビリか   
・20分以上/回か 
・実施日に限りの算定 
・過去3月間算定ない場

合に算定開始か 
・概ね3日/週か 

 □ 精神科作業療法（１日につき）  
 

別に厚生労働大臣が定める施設基準（注）に適合しているものと 

適 

・ 

否 

【 算定の有・無 】 
□1日2時間/人を標準 
□OT1人につき助手1人
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主 眼 事 項 着  眼  点  等 評価 備  考 

して届け出た介護医療院において，介護医療院サービスを受けてい
る入所者に対して，精神科作業療法を行った場合に，220単位を算定
しているか。  ◆平１２厚告３０別表第２の１６注 

 
 
 注 精神科作業療法の施設基準  ◆平１２厚告３１第１１号 
  イ 作業療法士が適切に配置されていること。 
  ロ 入所者の数が作業療法士の数に対し適切なものであること。 
  ハ 当該作業療法を行うにつき十分な専用施設を有していること。 
 

以上か 
□概ね25人/単位とし，
OT1人1日3単位以内を
標準 

□診療録の記載確認 
□消耗材料･作業衣等は
施設負担か 

【施設基準】 
□専従OT 1人以上 
□OT1人につき１日75人
を標準 

□OT１人につき専用施

設 75㎡を基準 

□精神科医師の指示の

下に実施 

 □ 認知症入所精神療法（１週間につき）330単位 
介護医療院において，介護医療院サービスを受けている利用者又は

入所者に対して，認知症入所精神療法を行った場合に，所定単位数を
算定しているか。 ◆平１２厚告３０別表第２の１７注 

 
◎ 認知症入所精神療法について  ◆平３０老老発０４２５第２号第２の１０（２） 
① 認知症入所精神療法とは、回想法又は R.O.法（リアリティー・オ
リエンテーション法）を用いて認知症の利用者等の情動の安定、残
存認知機能の発掘と活用、覚醒性の向上等を図ることにより、認知
症疾患の症状の発現及び進行に係わる要因を除去する治療法をい
う。 

② 認知症入所精神療法とは、精神科医師の診療に基づき対象となる

利用者等ごとに治療計画を作成し、この治療計画に従って行うもの

であって、定期的にその評価を行う等の計画的な医学的管理に基づ

いて実施しているものである。 

③ 精神科を担当する１人の医師及び１人の臨床心理技術者等の従事

者により構成される少なくとも合計２人の従事者が行った場合に限

り算定する。なお、この場合、精神科を担当する医師が、必ず１人

以上従事していること。 

④ １回に概ね10 人以内の利用者等を対象として、１時間を標準とし

て実施する。 
⑤ 実施に要した内容、要点及び時刻について診療録等に記載する。 

適 

・ 

否 

【 算定の有・無 】 
 
□精神科医の診療に基
づく入所者毎の治療
計画の作成 

□定期的な評価の実施
等計画的な医学的管
理 

□１回に概ね10人以内
を対象に，１時間を標
準として実施（カルテ
等で内容，実施時刻を
確認） 

□精神科医師１人及び

臨床心理技術者等１

人の少なくとも２人

以上で実施 

 
(26) 緊急時施
 設療養費 
 

 
□ 入所者の病状が著しく変化した場合に緊急その他やむを得ない事
情により行われる次に掲げる医療行為につき，それぞれ算定している
か。 

適 

・ 

否 

 

 
 ア 緊急時治
  療管理 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
□ 入所者の病状が重篤となり救命救急医療が必要となる場合におい
て緊急的な治療管理としての投薬，検査，注射，処置等を行ったとき
に１日につき518単位を算定しているか。◆平１２厚告２１別表４レ（１）注１ 

□ 同一の入所者について１月に１回，連続する３日を限度として算定
しているか。◆平１２厚告２１別表４レ（１）注２ 

 
◎ 緊急時治療管理について  ◆平１２老企４０第２の８（２９）① 
 ① 緊急時治療管理は，１回に連続する３日を限度とし，月１回に限

り算定するものであるので，例えば，１月に連続しない１日を３回
算定することは認められない。 

 ② 緊急時治療管理と特定治療とは同時に算定することはできない。 
 ③ 緊急時治療管理の対象となる入所者は，次のとおりである。 
   ａ 意識障害又は昏睡 
   ｂ 急性呼吸不全又は慢性呼吸不全の急性増悪 
   ｃ 急性心不全（心筋梗塞を含む。） 
   ｄ ショック 
   ｅ 重篤な代謝障害（肝不全，腎不全，重症糖尿病等） 
   ｆ その他薬物中毒等で重篤なもの 

 

適 

・ 

否 

 
【 算定の有・無 】 
 
算定日数及び対象者の
状況確認 
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主 眼 事 項 着  眼  点  等 評価 備  考 

 イ 特定治療 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

□ 医科診療報酬点数表第１章及び第２章において，高齢者の医療の確
保に関する法律第57条第３項に規定する保険医療機関等が行った場
合に点数が算定されるリハビリテーション，処置，手術，麻酔又は放
射線治療（別に厚生労働大臣が定めるもの（注）を除く。）を行った
場合に，当該診療に係る医科診療報酬点数表第１章及び第２章に定め
る点数に10円を乗じて得た額を算定しているか。◆平１２厚告２１別表４レ（２）注 

 
 ◎ 特定治療について ◆平１２老企４０第２の８（２９）② 

① 算定できないものは，利用者等告示第74の2（注）に示されて
いること。 

  ② その具体的取扱いは，診療報酬の算定方法（平20厚告59）別表
第１医科健康保険法の診療報酬点数表の取扱いの例によること。 

 
注 厚生労働大臣が定めるリハビリテーション，処置，手術，麻酔又
は放射線治療 ◆平２７厚労告９４第７４号の２ 

 
医科診療報酬点数表第２章第７部により点数の算定されるリハビ

リテーション，同章第９部により点数の算定される処置(同部におい
て医科診療報酬点数表の例によるとされている診療のうち次に掲げ
るものを含む。)，同章第10部により点数の算定される手術及び同章
第11部により点数の算定される麻酔のうち，次に掲げるものとする。 

 
イ 第７部リハビリテーションに掲げるリハビリテーションのうち
次に掲げるもの 
(１) 脳血管疾患等リハビリテーション料(言語聴覚療法に係る

ものに限る。) 
(２) 摂食機能療法 
(３) 視能訓練 

ロ 第９部処置に掲げる処置のうち次に掲げるもの 
(１) 一般処置に掲げる処置のうち次に掲げるもの 

(一) 創傷処置(6000平方㌢㍍以上のもの(褥瘡に係るものを
除く。)を除く。) 

(二) 熱傷処置(6000平方㌢㍍以上のものを除く。) 
(三) 重度褥瘡処置 
(四) 長期療養患者褥瘡等処置 
(五) 精神病棟等長期療養患者褥瘡等処置 
(六) 爪甲除去(麻酔を要しないもの) 
(七) 穿刺排膿後薬液注入 
(八) 空洞切開術後ヨードホルムガーゼ処置 
(九) ドレーン法(ドレナージ) 
(十) 頸椎，胸椎又は腰椎穿刺 
(十一) 胸腔穿刺(洗浄，注入及び排液を含む。) 
(十二) 腹腔穿刺(人工気腹，洗浄，注入及び排液を含む。) 
(十三) 喀痰吸引 
(十四) 干渉低周波去痰器による喀痰排出 
(十五) 高位浣腸，高圧浣腸，洗腸 
(十六) 摘便 
(十七) 腰椎麻酔下直腸内異物除去 
(十八) 腸内ガス排気処置(開腹手術後) 
(十九) 酸素吸入 
(二十) 突発性難聴に対する酸素療法 
(二十一) 酸素テント 
(二十二) 間歇的陽圧吸入法 
(二十三) 体外式陰圧人工呼吸器治療 
(二十四) 肛門拡張法(徒手又はブジーによるもの) 
(二十五) 非還納性ヘルニア徒手整復法 
(二十六) 痔核嵌頓整復法(脱肛を含む。) 

(２) 救急処置に掲げる処置のうち次に掲げるもの 
(一) 救命のための気管内挿管 
(二) 体表面ペーシング法又は食道ペーシング法 
(三) 人工呼吸 
(四) 非開胸的心マッサージ 
(五) 気管内洗浄 
(六) 胃洗浄 

適 

・ 

否 

【 算定の有・無 】 
 
処置等の内容確認 
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主 眼 事 項 着  眼  点  等 評価 備  考 

(３) 皮膚科処置に掲げる処置のうち次に掲げるもの 
(一) 皮膚科軟膏こう処置 
(二) いぼ焼灼法 
(三) イオントフォレーゼ 
(四) 臍肉芽腫切除術 

(４) 泌尿器科処置に掲げる処置のうち次に掲げるもの 
(一) 膀胱洗浄(薬液注入を含む。) 
(二) 後部尿道洗浄(ウルツマン) 
(三) 留置カテーテル設置 
(四) 嵌頓包茎整復法(陰茎絞扼やく等) 

(５) 産婦人科処置に掲げる処置のうち次に掲げるもの 
(一) 膣洗浄(熱性洗浄を含む。) 
(二) 子宮頸管内への薬物挿入法 

(６) 眼科処置に掲げる処置のうち次に掲げるもの 
(一) 眼処置 
(二) 義眼処置 
(三) 睫毛抜去 
(四) 結膜異物除去 

(７) 耳鼻咽喉科処置に掲げる処置のうち次に掲げるもの 
(一) 耳処置(点耳，耳浴，耳洗浄及び簡単な耳垢栓除去を含

む。) 
(二) 鼻処置(鼻吸引，鼻洗浄，単純鼻出血及び鼻前庭の処置

を含む。) 
(三) 口腔，咽頭処置 
(四) 関節喉頭鏡下喉頭処置(喉頭注入を含む。) 
(五) 鼻出血止血法(ｶﾞｰｾﾞﾀﾝﾎﾟﾝ又はﾊﾞﾙｰﾝによるもの) 
(六) 耳垢栓塞除去(複雑なもの) 
(七) ネブライザー 
(八) 超音波ネブライザー 

(８) 整形外科的処置に掲げる処置(鋼線等による直達牽引を除
く。) 

(９) 栄養処置に掲げる処置のうち次に掲げるもの 
(一) 鼻腔栄養 
(二) 滋養浣腸 

ハ 第十部手術に掲げる手術のうち次に掲げるもの 
(１) 創傷処理(長径５㌢㍍以上で筋肉，臓器に達するものを除く

。) 
(２) 皮膚切開術(長径20㌢㍍未満のものに限る。) 
(３) デブリードマン(100平方㌢㍍未満のものに限る。) 
(４) 爪甲除去術 
(５) ひょう疽手術 
(６) 風棘手術 
(７) 外耳道異物除去術(極めて複雑なものを除く。) 
(８) 咽頭異物摘出術 
(９) 顎関節脱臼非観血的整復術 
(１０) 血管露出術 

ニ 第１１部麻酔に掲げる麻酔のうち次に掲げるもの 
(１) 静脈麻酔，筋肉注射による全身麻酔，注腸による麻酔 
(２) 硬膜外ブロックにおける麻酔剤の持続的注入 

ホ イからニまでに掲げるリハビリテーション，処置，手術又は麻
酔に最も近似するものとして医科診療報酬点数表により点数の
算定される特殊なリハビリテーション，処置，手術及び麻酔 

 
(27) 認知症専 
門ケア加算 

 
 
 
 
 

□ 別に厚生労働大臣が定める基準（注１）に適合しているものとし
て京都府知事に届け出た介護医療院が，別に厚生労働大臣が定める
者（注２）に対し専門的な認知症ケアを行った場合には，当該基準に
掲げる区分に従い，１日につき次に掲げる所定単位数を加算してい
るか。ただし，（Ⅰ）（Ⅱ）いずれかを算定している場合は，他方
は算定しない。◆平１２厚告２１別表４ソ注 

 
 注１ 厚生労働大臣が定める基準  ◆平２７厚労告９５第３号の２ 
  イ 認知症専門ケア加算（Ⅰ）        ・・・・３単位 
   次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

 ⑴ 当該施設における入所者の総数のうち，日常生活に支障を
きたすおそれのある症状若しくは行動が認められることから

 

適 

・ 

否 

 
【 算定の有・無 】 
 
【加算Ⅰ】 
＜対象者割合＞ 
入所者の総数 

                  人 
 認知症者(Ⅲ，Ⅳ，Ｍ)
の数         人 
 
割 合           ％ 
        （50%以上要） 
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主 眼 事 項 着  眼  点  等 評価 備  考 

介護を必要とする認知症の者（以下「対象者」という。）の
占める割合が２分の１以上であること。 

⑵ 認知症介護に係る専門的な研修を修了している者を，対象
者の数が20人未満である場合にあっては，１以上，当該対象
者の数が20人以上である場合にあっては，１に，当該対象者
の数が19を超えて10又はその端数を増すごとに１を加えて得
た数以上配置し，チームとして専門的な認知症ケアを実施し
ていること。 

⑶ 当該施設の従業者に対して，認知症ケアに関する留意事項
の伝達又は技術的指導に係る会議を定期的に開催しているこ
と。 

 
  ロ 認知症専門ケア加算（Ⅱ）        ・・・・４単位 
   次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

⑴ 上記イの基準のいずれにも適合すること。 
⑵ 認知症介護の指導に係る専門的な研修を修了している者を
１名以上配置し，施設全体の認知症ケアの指導等を実施して
いること。 

⑶ 当該施設における介護職員，看護職員ごとの認知症ケアに
関する研修計画を作成し，当該計画に従い，研修を実施又は
実施を予定していること。 

 
 注２ 厚生労働大臣が定める者等 ◆平２７厚労告９４第７４号の３ 
   日常生活に支障を来すおそれのある症状又は行動が認められる

ことから介護を必要とする認知症の者 
 
◎ 認知症専門ケア加算について ◆平１２老企４０第２の８（３０） 
① 「日常生活に支障を来すおそれのある症状又は行動が認められる
ことから介護を必要とする認知症の者」とは，日常生活自立度の
ランクⅢ，Ⅳ又はＭに該当する入所者を指すものとする。 

② 「認知症介護に係る専門的な研修」とは，「認知症介護実践者等
養成事業の実施について」（平成18年３月31日老発第0331010号厚
生労働省老健局長通知）及び「認知症介護実践者等養成事業の円
滑な運営について」（平成18年３月31日老計第0331007号厚生労働
省計画課長通知）に規定する「認知症介護実践リーダー研修」及
び認知症看護に係る適切な研修を指すものとする。 

③ 「認知症ケアに関する留意事項の伝達又は技術的指導に係る会

議」は，テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。

この際，個人情報保護委員会・厚生労働省「医療・介護関係事業者

における個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」，厚生労働

省「医療情報システムの安全管理に関するガイドライン」等を遵守

すること。 
④ 「認知症介護の指導に係る専門的な研修」とは，「認知症介護実
践者等養成事業の実施について」及び「認知症介護実践者等養成
事業の円滑な運営について」に規定する「認知症介護指導者研修」
及び認知症看護に係る適切な研修を指すものとする。 

 
 
＜ﾘｰﾀﾞｰ研修修了者数
＞※修了証を確認 
                  人 
 
 
＜会議開催状況確認＞ 
 
 
 
 
【加算Ⅱ】 

＜対象者割合＞ 

入所者の総数 
                  人 
 認知症者(Ⅲ，Ⅳ，Ｍ)
の数             人 

 割 合           ％ 
        （50%以上要） 
 

<指導者研修修了者数>
 ※修了証を確認     
             人 
 
・指導等の状況確認 
 
 

・研修計画確認 

 
(28) 認知症行動 

  ・心理症状緊
急対応加算 

 
□ 医師が，認知症の行動・心理症状が認められるため，在宅での生

活が困難であり，緊急に入所することが適当であると判断した者に
対し，介護医療院サービスを行った場合には，入所した日から起算
して７日を限度として，１日につき200単位を所定単位数に加算し
ているか。◆平１２厚告２１別表４ツ注 

 
◎ 認知症行動・心理症状緊急対応加算について ◆平１２老企４０第２の８（３１） 
① 「認知症の行動・心理症状」とは，認知症による認知機能の障害

に伴う，妄想・幻覚・興奮・暴言等の症状を指すものである。 

② 本加算は，在宅で療養を行っている入所者に「認知症の行動・心

理症状」が認められた際に，介護医療院に一時的に入所することに

より，当該入所者の在宅での療養が継続されることを評価するもの

である。 

③ 本加算は，在宅で療養を行っている要介護被保険者に「認知症の

行動・心理症状」が認められ，緊急に介護医療院への入所が必要で

あると医師が判断した場合であって，介護支援専門員，受け入れ施

 

適 

・ 

否 

 

【 算定の有・無 】 

 
以下のことを記録で

確認できるか。 

 

 

□ 緊急で入所が必要
と判断した医師名，
日付等を記録で確認 

※入所後速やかに退
所に向けた施設サー
ビス計画の策定要 
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主 眼 事 項 着  眼  点  等 評価 備  考 

設の職員と連携し，利用者又は家族の同意の上，当該施設に入所し

た場合に算定することができる。本加算は医師が判断した当該日又

はその次の日に利用を開始した場合に限り算定できるものとする。

この際，当該施設への入所ではなく，医療機関における対応が必要

であると判断される場合にあっては，速やかに適当な医療機関の紹

介，情報提供を行うことにより，適切な医療が受けられるように取

り計らう必要がある。 

④ 本加算は，当該入所者の在宅での療養が継続されることを評価す

るものであるため，入所後速やかに退所に向けた施設サービス計画

を策定し，当該入所者の「認知症の行動・心理症状」が安定した際

には速やかに在宅復帰が可能となるようにすること。 
⑤ 次に掲げる者が，直接，当該施設へ入所した場合には，当該加算
は算定できないものであること。 
ａ 病院又は診療所に入院中の者 

ｂ 介護保険施設又は地域密着型介護老人福祉施設に入院中又は

入所中の者 

ｃ 短期入所生活介護，短期入所療養介護，特定施設入居者生活介

護，短期利用特定施設入居者生活介護，認知症対応型共同生活介

護，短期利用共同生活介護，地域密着型特定施設入居者生活介護

及び地域密着型短期利用特定施設入居者生活介護を利用中の者 

⑥ 判断を行った医師は診療録等に症状，判断の内容等を記録してお

くこと。また，施設も判断を行った医師名，日付及び利用開始に当

たっての留意事項等を介護サービス計画書に記録しておくこと。 

⑦ 当該加算の算定にあたっては，個室等，認知症の行動・心理症状

の増悪した者の療養に相応しい設備を整備すること。 
⑧ 当該加算は，当該入所者が入所前１月の間に，当該介護医療院に
入所したことがない場合及び過去１月の間に当該加算（他サービス
を含む）を算定したことがない場合に限り算定できることとする。 

 
Ｈ24Ｑ＆Ａ Vol.１ 問183（抜粋） 

  本来の入所予定日前に認知症行動・心理症状により緊急に入所
した場合には，緊急に入所した日から７日間算定できる。 

□ 入所日を確認（判
断日当日又は翌日
か） 

 

□ 説明・同意を確認 
 

 
(29)重度認知症

疾患療養体制
加算 

 

 
□ 別に厚生労働大臣が定める施設基準(注)に適合しているものと
して京都府知事に届け出た介護医療院において，入所者に対して，
介護医療院サービスを行った場合に，当該施設基準に掲げる区分に
従い，入所者の要介護状態区分に応じて，それぞれ１日につき次に
掲げる所定単位数を加算しているか。ただし，次に掲げるいずれか
の加算を算定している場合においては，次に掲げるその他の加算は
算定しない。◆平１２厚告２１別表４ネ注 

 
⑴ 重度認知症疾患療養体制加算（Ⅰ） 
 ㈠ 要介護１又は要介護２        140単位 
 ㈡ 要介護３，要介護４又は要介護５    40単位 
⑵ 重度認知症疾患療養体制加算（Ⅱ） 

㈠ 要介護１又は要介護２        200単位 
 ㈡ 要介護３，要介護４又は要介護５   100単位 
 

注 厚生労働大臣が定める施設基準 ◆平２７厚労告９６第６８号の６ 
１ 重度認知症疾患療養体制加算(Ⅰ) 
⑴ 看護職員の数が，常勤換算方法で，当該介護医療院におけ
る入所者等の数の合計数が４又はその端数を増すごとに１以
上であること。ただし，そのうち当該介護医療院における入
所者等の数を４で除した数（その数が１に満たないときは，
１とし，その数に１に満たない端数が生じるときはこれを切
り上げる）から当該介護医療院における入所者等の数を６で
除した数（端数は切り上げる）を減じた数の範囲内で介護職
員とすることができる。 

⑵ 当該介護医療院に専任の精神保健福祉士又はこれに準ず
る者及び理学療法士，作業療法士又は言語聴覚士がそれぞれ
１名以上配置されており，各職種が共同して入所者等に対し
サービスを提供していること。 

 

適 

・ 

否 

 

【 算定の有・無 】 
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主 眼 事 項 着  眼  点  等 評価 備  考 

⑶ 入所者等が全て認知症の者であり，届出を行った日の属す
る月の前３月において日常生活に支障を来すおそれのある症
状又は行動が認められることから介護を必要とする認知症の
者の割合が２分の１以上であること。 

⑷ 近隣の精神科病院と連携し，当該精神科病院が，必要に応
じ入所者等を入院させる体制及び当該精神科病院に勤務する
医師の入所者等に対する診察を週４回以上行う体制が確保さ
れていること。 

⑸ 届出を行った日の属する月の前３月間において，身体拘束
廃止未実施減算を算定していないこと。 

 
２ 重度認知症疾患療養体制加算(Ⅱ) 
⑴ 看護職員の数が，常勤換算方法で，入所者等の数が４又は
その端数を増すごとに１以上 

⑵ 専ら従事する精神保健福祉士又はこれに準ずる者及び作業
療法士がそれぞれ１名以上配置されており，各職種が共同し
て入所者等に対しサービスを提供していること。 

⑶ 60平方㍍以上の床面積を有し，専用の器械及び器具を備え
た生活機能回復訓練室を有していること。 

⑷ 入所者等が全て認知症の者であり，届出を行った日の属す
る月の前３月において日常生活に支障を来すおそれのある症
状又は行動が認められることから特に介護を必要とする認知
症の者の割合が２分の１以上であること。 

⑸ 近隣の精神科病院と連携し，当該精神科病院が，必要に応
じ入所者等を入院させる体制及び当該精神科病院に勤務する
医師の入所者等に対する診察を週４回以上行う体制が確保さ
れていること。 

⑹ 届出の前３月間において，身体拘束廃止未実施減算を算定
していないこと。 

 
(30) 排せつ支援
加算 

 

□ 別に厚生労働大臣が定める基準（注）に適合しているものとして京
都府知事に届け出た介護医療院において，継続的に入所者ごとの排せ
つに係る支援を行った場合は，当該基準に掲げる区分に従い，１月に
つき所定単位数を加算しているか。ただし，次に掲げるいずれかの加
算を算定している場合においては，次に掲げるその他の加算は算定し
ない。  ◆平１２厚告２１別表４ナ注 

 
⑴ 排せつ支援加算(Ⅰ) 10単位 
⑵ 排せつ支援加算(Ⅱ) 15単位 
⑶ 排せつ支援加算(Ⅲ) 20単位 
 

 注 厚生労働大臣が定める基準  ◆平２７厚労告９５第７１号の３ 
イ 排せつ支援加算(Ⅰ) 次に掲げる基準のいずれにも適合する

こと。 
⑴ 入所者ごとに，要介護状態の軽減の見込について，医師又
は医師と連携した看護師が施設入所時に評価し，その後少な
くとも６月に１回評価するとともに，その評価結果等の情報
を厚生労働省に提出し，排せつ支援の実施に当たって，当該
情報その他排せつ支援の適切かつ有効な実施のために必要な
情報を活用していること。 

⑵  ⑴の評価の結果，排せつに介護を要する入所者であって，

適切な対応を行うことにより，要介護状態の軽減が見込まれる

ものについて，医師，看護師，介護支援専門員その他の職種の

者が共同して，当該入所者が排せつに介護を要する原因を分析

し，それに基づいた支援計画を作成し，当該支援計画に基づく

支援を継続して実施していること。 

⑶ ⑴の評価に基づき，少なくとも３月に１回，入所者ごとに支

援計画を見直していること。 

 

ロ 排せつ支援加算(Ⅱ) 次に掲げる基準のいずれにも適合するこ

と。 

⑴ イ⑴から⑶までに掲げる基準のいずれにも適合すること。 

⑵  次に掲げる基準のいずれかに適合すること。 

㈠ イ⑴の評価の結果，要介護状態の軽減が見込まれる者につ

 

適 

・ 

否 

 
【 算定の有・無 】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
排せつ支援加算(Ⅰ) 
 
□ 入所時の評価 
□ 評価者は看護師か 
□ 6月に1回評価して
いるか。 

 
□ 支援計画はあるか 
 
□ 3月に1回支援計画
の見直しをしている
か 

 
 
 
 
 
排せつ支援加算 

(Ⅱ)（Ⅲ） 
 
□ 入所時の評価 
□ 評価者は看護師か 
□ 6月に1回評価して
いるか。 
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いて，施設入所時と比較して，排尿又は排便の状態の少なく

とも一方が改善するとともにいずれにも悪化がないこと。 

㈡ イ⑴の評価の結果，施設入所時におむつを使用していた者

であって要介護状態の軽減が見込まれるものについて，おむ

つを使用しなくなったこと。 

 

ハ 排せつ支援加算（Ⅲ） 

イ⑴から⑶まで並びにロ⑵㈠及び㈡に掲げる基準にいずれも

適合していること。 

 

◎ 排せつ支援加算について ◆平１２老企４０第２の８（３３） 

①  排せつ支援加算は，排せつ支援の質の向上を図るため，多職種の

共同により，入所者が排せつに介護を要する要因の分析を踏まえた

支援計画の作成（Plan），当該支援計画に基づく排せつ支援の実施

（Do），当該支援内容の評価（Check）とその結果を踏まえた当該支

援計画の見直し（Action）といったサイクル（以下「ＰＤＣＡ」と

いう。）の構築を通じて，継続的に排せつ支援の質の管理を行った

場合に加算するものである。 

②  排せつ支援加算(Ⅰ)は，原則として入所者全員を対象として入所

者ごとに大臣基準第71 号の３に掲げる要件を満たした場合に，当該

施設の入所者全員（排せつ支援加算(Ⅱ)又は(Ⅲ)を算定する者を除

く。）に対して算定できるものであること。 
③  本加算は，全ての入所者について，必要に応じ適切な介護が提供

されていることを前提としつつ，さらに特別な支援を行うことによ
り，施設入所時と比較して排泄の状態が改善することを評価したも
のである。したがって，例えば，施設入所時において，入所者が尿
意・便意を職員へ訴えることができるにもかかわらず，職員が適時
に排せつを介助できるとは限らないことを主たる理由としておむ
つへの排せつとしていた場合，支援を行って排せつの状態を改善さ
せたとしても加算の対象とはならない。 

④  評価は，別紙様式６を用いて，排尿・排便の状態及びおむつ使用

の有無並びに特別な支援が行われた場合におけるそれらの３か月後

の見込みについて実施する。 

⑤  施設入所時の評価は，大臣基準第71 号の３イ⑴から⑶までの要件

に適合しているものとして京都府知事に届け出た日の属する月及び

当該月以降の新規入所者については，当該者の施設入所時に評価を

行うこととし，届出の日の属する月の前月以前から既に入所してい

る者（以下「既入所者」という。）については，介護記録等に基づ

き，施設入所時における評価を行うこと。 

⑥  ④又は⑤の評価を医師と連携した看護師が行った場合は，その内

容を支援の開始前に医師へ報告することとする。また，医師と連携

した看護師が④の評価を行う際，入所者の背景疾患の状況を勘案す

る必要がある場合等は，医師へ相談することとする。 

⑦  評価結果等の情報の提出については，ＬＩＦＥを用いて行うこと

とする。ＬＩＦＥへの提出情報，提出頻度等については，「科学的

介護情報システム（ＬＩＦＥ）関連加算に関する基本的考え方並び

に事務処理手順及び様式例の提示について」を参照されたい。 

提出された情報については，国民の健康の保持増進及びその有す

る能力の維持向上に資するため，適宜活用されるものである。 

⑧ 「排せつに介護を要する入所者」とは，要介護認定調査の際に用

いられる「認定調査員テキスト」の方法を用いて，排尿又は排便の

状態が「一部介助」若しくは「全介助」と評価されるもの又はおむ

つを使用している者をいう。 

⑨  「適切な対応を行うことにより，要介護状態の軽減が見込まれる」

とは，特別な支援を行わなかった場合には，当該排尿若しくは排便

又はおむつ使用にかかる状態の評価が不変又は低下となることが見

込まれるものの，適切な対応を行った場合には，排尿又は排便の状

態の少なくとも一方が改善又はおむつ使用ありから使用なしに改善

すること，あるいは，排尿又は排便の状態の少なくとも一方が改善

 
□ 支援計画はあるか 
 
□ 3月に1回支援計画
の見直しをしている
か 

 
 
□ 入所時より改善し
ているか 

□ おむつを使用して
いないか 
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し，かつ，おむつ使用ありから使用なしに改善することが見込まれ

ることをいう。 

⑩  支援に先立って，失禁に対する各種ガイドラインを参考にしなが

ら，対象者が排せつに介護を要する要因を多職種が共同して分析し，

それに基づいて，別紙様式６の様式を用いて支援計画を作成する。

要因分析及び支援計画の作成に関わる職種は，④の評価を行った医

師又は看護師，介護支援専門員，及び支援対象の入所者の特性を把

握している介護職員を含むものとし，その他，疾患，使用している

薬剤，食生活，生活機能の状態等に応じ薬剤師，管理栄養士，理学

療法士，作業療法士等を適宜加える。なお，施設サービスにおいて

は，支援計画に相当する内容を施設サービス計画の中に記載する場

合は，その記載をもって支援計画の作成に代えることができるもの

とするが，下線又は枠で囲う等により，他の記載と区別できるよう

にすること。 
⑪  支援計画の作成にあたっては，要因分析の結果と整合性が取れた

計画を，個々の入所者の特性に配慮しながら個別に作成することと
し，画一的な支援計画とならないよう留意する。また，支援におい
て入所者の尊厳が十分保持されるよう留意する。 

⑫  当該支援計画の実施にあたっては，計画の作成に関与した者が，

入所者及びその家族に対し，排せつの状態及び今後の見込み，支援

の必要性，要因分析並びに支援計画の内容，当該支援は入所者及び

その家族がこれらの説明を理解した上で支援の実施を希望する場合

に行うものであること，及び支援開始後であってもいつでも入所者

及びその家族の希望に応じて支援計画を中断又は中止できることを

説明し，入所者及びその家族の理解と希望を確認した上で行うこと。 

⑬  支援計画の見直しは，支援計画に実施上の問題（排せつ支援計画

の変更の必要性，関連職種が共同して取り組むべき事項の見直しの

必要性等）があれば直ちに実施すること。 

その際，ＰＤＣＡの推進及び排せつ支援の質の向上を図る観点か

ら，ＬＩＦＥへの提出情報及びフィードバック情報を活用すること。 

⑭  排せつ支援加算(Ⅱ)は，排せつ支援加算(Ⅰ)の算定要件を満たす

施設において，施設入所時と比較して，排尿又は排便の状態の少な

くとも一方が改善し，かつ，いずれにも悪化がない場合又はおむつ

使用ありから使用なしに改善した場合に，算定できることとする。 

⑮  排せつ支援加算(Ⅲ)は，排せつ支援加算(Ⅰ)の算定要件を満たす

施設において，施設入所時と比較して，排尿又は排便の状態の少な

くとも一方が改善し，いずれにも悪化がなく，かつ，おむつ使用あ

りから使用なしに改善した場合に，算定できることとする。 

⑯  排せつ支援加算(Ⅳ)は，令和３年３月31 日において，令和３年度

改定前の排せつ支援加算に係る届出を行う施設について，今後ＬＩ

ＦＥを用いた情報の提出に切り替えるよう必要な検討を行うことを

前提に，経過措置として，令和３年度末まで，従前の要件での算定

を認めるものである。 

 
(31) 自立支援
促進加算 

□ 別に厚生労働大臣が定める基準（注）に適合しているものとして
京都府知事に届け出た介護医療院において，継続的に入所者ごとの
自立支援を行った場合は，１月につき300単位を加算しているか。 

 ◆平１２厚告２１別表４ラ注 

注 厚生労働大臣が定める基準 ◆平２７厚労告９５第７１号の４ 

イ 医師が入所者ごとに，施設入所時に自立支援に係る医学的評価

を行い，その後少なくとも６月に１回医学的評価の見直しを行う

とともに，その医学的評価の結果等の情報を厚生労働省に提出し，

自立支援の促進に当たって，当該情報その他自立支援の適切かつ

有効な促進のために必要な情報を活用していること。 

ロ イの医学的評価の結果，自立支援の促進が必要であるとされた

入所者ごとに，医師，看護職員，介護職員，介護支援専門員その

他の職種の者が共同して，自立支援に係る支援計画を策定し，支

援計画に従ったケアを実施していること。 

ハ イの医学的評価に基づき，少なくとも３月に１回，入所者ごと

 

適 

・ 

否 

 
【 算定の有・無 】 
 
 
□ 医師が医学的評価
をしているか 

□ 6月に1回評価を見
直しているか 

□ 厚労省に提出して
いるか 

□ 入所者ごとに支援
計画を策定している
か 

□ 3月に1回支援計画
を見直しているか 

□ 医師が支援計画の
策定に参加している
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に支援計画を見直していること。 

ニ 医師が自立支援に係る支援計画の策定等に参加していること 

 

◎ 自立支援促進加算について  ◆平１２老企４０第２の８（３４） 

①  自立支援促進加算は，入所者の尊厳の保持及び自立支援に係るケ

アの質の向上を図るため，多職種共同による，入所者が自立支援の

促進を要する要因の分析を踏まえた支援計画の作成（Plan），当該

支援計画に基づく自立支援の促進（Do），当該支援内容の評価

（Check）とその結果を踏まえた当該支援計画の見直し（Action）

といったサイクルの構築を通じて，継続的に入所者の尊厳を保持

し，自立支援に係る質の管理を行った場合に加算するものである。 

②  本加算は，全ての入所者について，必要に応じ，適切な介護が提

供されていることを前提とし，介護保険制度の理念に基づき，入所

者が尊厳を保持し，その有する能力に応じ自立した日常生活を営む

ことができるよう，特に必要な支援を実施していることを評価する

ものである。 

このため，医師が，定期的に，全ての入所者に対する医学的評価

及びリハビリテーション，日々の過ごし方等についてのアセスメン

トを実施するとともに，医師，看護職員，介護職員，介護支援専門

員その他の職種が，医学的評価，アセスメント及び支援実績に基づ

き，特に自立支援のための対応が必要とされた者について，生活全

般において適切な介護を実施するための包括的な支援計画を策定

し，個々の入所者や家族の希望に沿った，尊厳の保持に資する取組

や本人を尊重する個別ケア，寝たきり防止に資する取組，自立した

生活を支える取組，廃用性機能障害に対する機能回復・重度化防止

のための自立支援の取組などの特別な支援を行っている場合に算

定できるものである。なお，本加算は，画一的・集団的な介護又は

個別的ではあっても画一的な支援計画による取組を評価するもの

ではないこと，また，リハビリテーションや機能訓練の実施を評価

するものではないことから，個別のリハビリテーションや機能訓練

を実施することのみでは，加算の対象とはならないこと。 

③  本加算は，原則として入所者全員を対象として入所者ごとに大臣

基準第71 号の４に掲げる要件を満たした場合に，当該施設の入所

者全員に対して算定できるものであること。 

④  大臣基準第71 号の４イの自立支援に係る医学的評価は，医師が

必 要に応じて関連職種と連携し，別紙様式７を用いて，当該時点

における自立支援に係る評価に加え，特別な支援を実施することに

よる入所者の状態の改善可能性等について，実施すること。 

⑤  大臣基準第71 号の４ロの支援計画は，関係職種が共同し，別紙

様式７を用いて，訓練の提供に係る事項（離床・基本動作，ＡＤＬ

動作，日々の過ごし方及び訓練時間等）の全ての項目について作成

すること。作成にあたっては，④の医学的評価及び支援実績等に基

づき，個々の入所者の特性に配慮しながら個別に作成することと

し，画一的な支援計画とならないよう留意すること。 

⑥  当該支援計画の各項目は原則として以下のとおり実施すること。

その際，入所者及びその家族の希望も確認し，入所者の尊厳が支援

に当たり十分保持されるように留意すること。 

ａ  寝たきりによる廃用性機能障害を防ぐために，離床，座位保持

又は立ち上がりを計画的に支援する。 

ｂ  食事は，本人の希望に応じ，居室外で，車椅子ではなく普通の

椅子を用いる等，施設においても，本人の希望を尊重し，自宅等

におけるこれまでの暮らしを維持できるようにする。食事の時間

や嗜好等への対応について，画一的ではなく，個人の習慣や希望

を尊重する。 

ｃ  排せつは，入所者ごとの排せつリズムを考慮しつつ，プライバ

シーに配慮したトイレを使用することとし，特に多床室において

は，ポータブルトイレの使用を前提とした支援計画を策定しては

ならない。 

か 
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ｄ  入浴は，特別浴槽ではなく，一般浴槽での入浴とし，回数やケ

アの方法についても，個人の習慣や希望を尊重すること。 

ｅ  生活全般において，入所者本人や家族と相談し，可能な限り自

宅での生活と同様の暮らしを続けられるようにする。 

ｆ  リハビリテーション及び機能訓練の実施については，本加算に

おいて評価をするものではないが，④の評価に基づき，必要な場

合は，入所者本人や家族の希望も確認して施設サービス計画の見

直しを行う。 

⑦  大臣基準第71 号の４ロにおいて，支援計画に基づいたケアを実

施する際には，対象となる入所者又はその家族に説明し，その同意

を得ること。 

⑧  大臣基準第71 号の４ハにおける支援計画の見直しは，支援計画

に実施上に当たっての課題（入所者の自立に係る状態の変化，支援

の実施時における医学的観点からの留意事項に関する大きな変更，

関連職種が共同して取り組むべき事項の見直しの必要性等）に応

じ，必要に応じた見直しを行うこと。 

その際，ＰＤＣＡの推進及びケアの向上を図る観点から，ＬＩＦ

Ｅへの提出情報とフィードバック情報を活用すること。 

⑨  大臣基準第第71 号の４ニの評価結果等の情報の提出については，

ＬＩＦＥを用いて行うこととする。ＬＩＦＥへの提出情報，提出頻

度等については，「科学的介護情報システム（ＬＩＦＥ）関連加算

に関する基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示につ

いて」を参照されたい。 

提出された情報については，国民の健康の保持増進及びその有す

る能力の維持向上に資するため，適宜活用されるものである。 

(32)科学的介護
推進体制加算 

 

□ 別に厚生労働大臣が定める基準（注）に適合しているものとして
京都府知事に届け出た介護医療院が，入所者に対し介護医療院サー
ビスを行った場合は，当該基準に掲げる区分に従い，１月につき次
に掲げる所定単位数を加算しているか。ただし，次に掲げるいずれ
かの加算を算定している場合においては，次に掲げるその他の加算
は算定しない。 ◆平１２厚告２１別表４ム注 

⑴ 科学的介護推進体制加算(Ⅰ) 40単位 
⑵ 科学的介護推進体制加算(Ⅱ) 60単位 

 
注 厚生労働大臣が定める基準 ◆平２７厚労告９５第９２号の２ 
イ 科学的介護推進体制加算(Ⅰ)  

次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

⑴ 入所者ごとのＡＤＬ値，栄養状態，口腔機能，認知症の状況そ

の他の入所者の心身の状況等に係る基本的な情報を，厚生労働省

に提出していること。 

⑵ 必要に応じて施設サービス計画を見直すなど，サービスの提供

に当たって，⑴に規定する情報その他サービスを適切かつ有効に

提供するために必要な情報を活用していること。 

 

ロ 科学的介護推進体制加算(Ⅱ) 

次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

⑴ イ⑴に規定する情報に加えて，入所者ごとの疾病，服薬の状況

等の情報を，厚生労働省に提出していること。 

⑵ 必要に応じて施設サービス計画を見直すなど，サービスの提供

に当たって，イ⑴に規定する情報，⑴に規定する情報その他サー

ビスを適切かつ有効に提供するために必要な情報を活用してい

ること。 

◎ 科学的介護推進体制加算について ◆平１２老企４０第２の８（３５） 
①  科学的介護推進体制加算は，原則として入所者全員を対象として，

入所者ごとに大臣基準第92 号の２に掲げる要件を満たした場合に，

当該施設の入所者全員に対して算定できるものであること。 

②  大臣基準第92 号の２イ⑴及びロ⑴の情報の提出については，ＬＩ

ＦＥを用いて行うこととする。ＬＩＦＥへの提出情報，提出頻度等

 

適 

・ 

否 

【 算定の有・無 】 

□ 厚労省に提出して
いるか 

・ＡＤＬ値 

・栄養状態 

・口腔機能 

・認知症 

・その他の利用者の心
身の状況等に係る基
本的な情報 

 

 

 

LIFEへの提出 

【 有・無 】 
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主 眼 事 項 着  眼  点  等 評価 備  考 

については，「科学的介護情報システム（ＬＩＦＥ）関連加算に関

する基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について」

を参照されたい。 

③  施設は，入所者に提供する施設サービスの質を常に向上させてい

くため，計画（Plan），実行（Do），評価（Check），改善（Action）

のサイクル（ＰＤＣＡサイクル）により，質の高いサービスを実施

する体制を構築するとともに，その更なる向上に努めることが重要

であり，具体的には，次のような一連の取組が求められる。したが

って，情報を厚生労働省に提出するだけでは，本加算の算定対象と

はならない。 

イ 入所者の心身の状況等に係る基本的な情報に基づき，適切なサー

ビスを提供するための施設サービス計画を作成する（Plan）。 

ロ サービスの提供に当たっては，施設サービス計画に基づいて，入

所者の自立支援や重度化防止に資する介護を実施する（Do）。 

ハ ＬＩＦＥへの提出情報及びフィードバック情報等も活用し，多職

種が共同して，施設の特性やサービス提供の在り方について検証を

行う（Check）。 

ニ 検証結果に基づき，入所者の施設サービス計画を適切に見直し，

施設全体として，サービスの質の更なる向上に努める（Action）。 

④  提出された情報については，国民の健康の保持増進及びその有す

る能力の維持向上に資するため，適宜活用されるものである。 

 
(33)長期療養生
活移行加算 

 

□ 別に厚生労働大臣が定める基準（注）に適合している介護医療院が，

次に掲げるいずれの基準にも適合する入所者に対し，介護医療院サー

ビスを行った場合にあっては，入所した日から起算して90日以内の期

間に限り，長期療養生活移行加算として，１日につき60単位を算定し

ているか。 ◆平１２厚告２１別表４ウ注 

イ 療養病床に１年以上入院していた者であること。 

ロ 介護医療院への入所に当たって，当該入所者及びその家族等が，
日常生活上の世話を行うことを目的とする施設としての取組につい
て説明を受けていること。 

 
注 厚生労働大臣が定める基準 ◆平２７厚労告９５第１００号の５ 

入所者及びその家族等と地域住民等との交流が可能となるよう，
地域の行事や活動等に積極的に関与していること。 

 
◎ 長期療養生活移行加算について  ◆平１２老企４０第２の８（３６） 

① 療養病床に1年以上入院していた者に対して，介護医療院サー
ビスを提供場合に算定するものである。 

② 療養病床から介護医療院に直接入所した者に対して算定できる

ものであり，療養病床を有する医療機関から転換を行って介護医療

院を開設した場合は，転換を行った日が起算日となる。 

③ 療養病床との違いを含め，生活施設としての取組について，入所

者やその家族等に説明するとともに，質問，相談等に丁寧に応じる

こと。説明等を行った日時，説明内容等を記録しておくこと。 

 ④ 入所者及び家族等と地域住民等との交流が可能となるよう，介護

医療院で合同の行事を実施する場合には，地域住民等に周知するこ

と。また，地域の行事や活動等に入所者やその家族等及び職員が参

加できるように取り組むこと。 

 

適 

・ 

否 

 
【 算定の有・無 】 

(34) 安全対策
体制加算 

 

□ 別に厚生労働大臣が定める施設基準（注）に適合しているものと
して京都府知事に届け出た介護医療院が，入所者に対し，介護医療
院サービスを行った場合，安全対策体制加算として，入所初日に限
り20単位を加算しているか。 ◆平１２厚告２１別表４ヰ注 

 注 厚生労働大臣が定める施設基準 ◆平２７厚労告９６第６８号の７ 
イ 主眼事項第４の38に規定する基準に適合していること。 
ロ 担当者が安全対策に係る外部における研修を受けていること。 

ハ 当該介護医療院内に安全管理部門を設置し，組織的に安全対策

を実施する体制が整備されていること。 

 

適 

・ 

否 

 
【 算定の有・無 】 
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主 眼 事 項 着  眼  点  等 評価 備  考 

 

◎ 安全対策体制加算について   ◆平１２老企４０第２の８（３７） 

安全対策体制加算は，事故発生の防止のための指針の作成・委員会

の開催・従業者に対する研修の実施及びこれらを適切に実施するため

の担当者の配置を備えた体制に加えて，当該担当者が安全対策に係る

外部の研修を受講し，組織的に安全対策を実施する体制を備えている

場合に評価を行うものである。 

安全対策に係る外部の研修については，介護現場における事故の内

容，発生防止の取組，発生時の対応，施設のマネジメント等の内容を

含むものであること。令和３年10 月31 日までの間にあっては，研修

を受講予定（令和３年４月以降，受講申込書等を有している場合）で

あれば，研修を受講した者とみなすが，令和３年10 月31 日までに研

修を受講していない場合には，令和３年４月から10 月までに算定し

た当該加算については，遡り返還すること。また，組織的な安全対策

を実施するにあたっては，施設内において安全管理対策部門を設置

し，事故の防止に係る指示や事故が生じた場合の対応について，適切

に従業者全員に行き渡るような体制を整備していることが必要であ

ること。 

 
(35) サービス提
供体制強化加算 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
□ 別に厚生労働大臣が定める基準（注）に適合しているものとして
京都府知事に届け出た介護医療院が入所者に対し介護医療院サービ
スを行った場合は，当該基準に掲げる区分に従い，１日につき次に
掲げる所定単位数を加算しているか。ただし，（Ⅰ），（Ⅱ），（Ⅲ）
いずれかを算定している場合は，その他は算定しない。 

 
注 厚生労働大臣が定める基準 ◆平２７厚労告９５第１００号の６ 
イ サービス提供体制強化加算（Ⅰ）     ・・・・22単位 

⑴ 次のいずれかに適合すること。 
a 当該施設の介護職員の総数のうち，介護福祉士の占める

割合が 100分の 80以上であること 

b 勤続年数 10年以上の介護福祉士の占める割合が 100分の

35以上であること。 

⑵ 提供する介護医療院サービスの質の向上に資する取り組

みを実施していること。 

⑶ 定員超過利用，人員基準欠如に該当しないこと。 

   
ロ サービス提供体制強化加算（Ⅱ）     ・・・・18単位 
    次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 
⑴ 介護医療院の介護職員の総数のうち，介護福祉士の占める割

合が 100分の 60以上であること。 

⑵ 定員超過利用，人員基準欠如に該当しないこと。 

    
ハ サービス提供体制強化加算（Ⅲ）     ・・・・６単位 

      次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 
   ⑴ 以下のいずれかに該当すること。 

a 介護医療院の介護職員の総数のうち，介護福祉士の占める

割合が 100分の 50以上であること。 

b 介護医療院の看護・介護職員の総数のうち，常勤職員の占

める割合が 100分の 75以上であること。 

c 介護医療院のサービスを入所者に直接提供する職員の総数

のうち，勤続年数 7 年以上の者の占める割合が 100 分の 30

以上であること。 

⑵  定員超過利用，人員基準欠如に該当しないこと。 
 
 ◎ 職員の割合の算出に当たっては，常勤換算方法により算出した

前年度（３月を除く。）の平均を用いることとする。なお，この
場合の介護職員に係る常勤換算にあっては，入所者への介護業務
（計画作成等介護を行うに当たって必要な業務は含まれるが，請
求事務等介護に関わらない業務を除く。）に従事している時間を
用いても差し支えない。 

 

適 

・ 

否 

【 算定の有・無 】 

前年度（3月除く）の平
均で割合を算出 
【 上記算出結果記録
の有・無 】 
 
※ 前年度実績6ヶ月

ない場合は前３月平
均 （ 月～ 月） 

 
 ○（Ⅰ） 

（a,bのいずれか） 
 介護職員の総数 
                  人 
 a 介福の数         

人 
    割合          ％ 
 （80%以上必要） 
 
B 勤続10年以上の介福 

         人 
割合      ％ 

  （35%以上必要） 
 
サービスの質の向上
に資する取り組み 

  【 有 ・ 無 】 
 
〇（Ⅱ） 
介護職員の総数 

                  人 
 介福の数        人 
  割合           ％ 
  （60%以上必要） 
 
○（Ⅲ） 

（a,b,cのいずれか） 
ａ 介護職員の総数 

                  人 
  介福の数      人 
  割合           ％ 
  （50%以上必要） 
b 看護・介護の総数 
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   ただし，前年度の実績が６月に満たない施設（新たに事業を開
始し，又は再開した施設を含む。）については，届出日の属する
月の前３月について，常勤換算方法により算出した平均を用いる
こととする。したがって，新たに事業を開始し，又は再開した施
設については，４月目以降届出が可能となるものであること。 

   なお，介護福祉士については，各月の前月の末日時点で資格を
取得している者とすること。◆平１２老企４０第２の２（２１）①準用 

 ◎ 上記ただし書の場合にあっては，届出を行った月以降において
も，直近３月間の職員の割合につき，毎月継続的に所定の割合を
維持しなければならない。なお，その割合については，毎月記録
するものとし，所定の割合を下回った場合については，直ちに届
出を提出しなければならない。◆平１２老企４０第２の２（２１）②準用 

 ◎ 勤続年数とは，各月の前月の末日時点における勤続年数をいう
ものとする。◆平１２老企４０第２の２（２１）③準用 

 ◎ 勤続年数の算定に当たっては，当該施設における勤務年数に加
え，同一法人等の経営する他の介護サービス事業所，病院，社会
福祉施設等においてサービスを利用者に直接提供する職員として
勤務した年数を含めることができるものとする。 
◆平１２老企４０第２の２（２１）④準用 

 ◎ 介護医療院サービスを入所者に直接提供する職員とは，看護職
員，介護職員，理学療法士，作業療法士又は言語聴覚士として勤
務を行う職員を指すものとする。◆平１２老企４０第２の８（３８）② 

◎ 提供する介護医療院サービスの質の向上に資する取組について

は，サービスの質の向上や利用者の尊厳の保持を目的として，施設

として継続的に行う取組を指すものとする。◆平１２老企４０第２の４（１８）③準用 

（例） 

・ＬＩＦＥを活用したＰＤＣＡサイクルの構築 

・ＩＣＴ・テクノロジーの活用 

・高齢者の活躍（居室やフロア等の掃除，食事の配膳・下膳など

のほか，経理や労務，広報なども含めた介護業務以外の業務の提

供）等による役割分担の明確化 
・ケアに当たり，居室の定員が２以上である場合，原則としてポ
ータブルトイレを使用しない方針を立てて取組を行っている
こと 

実施に当たっては，当該取組の意義・目的を職員に周知するとと
もに，適時のフォローアップや職員間の意見交換等により，当該取
組の意義・目的に則ったケアの実現に向けて継続的に取り組むもの
でなければならない。 

 
 Ｈ21Ｑ＆Ａ Vol.１ 問５ 
  同一法人であれば，異なるサービスの事業所での勤続年数や異な
る職種（直接処遇を行う職種に限る。）における勤続年数について
は通算することができる。また，事業所の合併又は別法人による事
業の承継の場合であって，当該施設・事業所の職員に変更がないな
ど，事業所が実質的に継続して運営していると認められる場合には，
勤続年数を通算することができる。ただし，グループ法人について
は，たとえ理事長等が同じであったとしても，通算はできない。 

 
 Ｈ21Ｑ＆Ａ Vol.１ 問６ 
  産休や介護休業，育児休業期間中は雇用関係が継続していること

から，勤続年数に含めることができる。 
 
 Ｈ21Ｑ＆Ａ Vol.１ 問77 
  本体施設と併設のショートステイを兼務している職員について

は，勤務実態，利用者数，ベット数等に基づき按分するなどの方法
により当該職員の常勤換算数を本体施設とショートステイに割り振
った上で，本体施設とショートステイそれぞれについて割合を算出
し，加算の算定の可否を判断することが望ましい。ただし，大多数
の職員が特養と併設ショートステイを均等に兼務しているような場
合は，本体施設とショートステイで一体的に算出した職員の割合を，
本体施設とショートステイの両方について用いても差し支えない。 

  また，実態として本体施設のみに勤務している職員を本体施設の
みでカウントすることは差し支えないが，実態として本体施設とシ
ョートステイを兼務している職員を本体施設かショートステイいず

                  人 
   うち常勤職員の数 
                  人 

割合       ％ 
（75%以上必要） 

ｃ 直接処遇職員の数 
                  人 
  うち7年以上勤続者 
                  人 

割合      ％ 
   （30%以上必要） 
 
 
 
 
 前３月の実績により
届出を行った場合，毎
月継続的に割合を維持
しているか確認 

※ 前年度実績6ヶ月
ない場合は前３月平
均 

 （  月～  月） 
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れか一方のみにおいてカウントするなど，勤務実態と乖離した処理
を行うことは認められない。 

 
(36) 介護職員処 

  遇改善加算 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
<ｷｬﾘｱﾊﾟｽ要件> 

 
 
 
 
 

<定量的要件> 

 
□ 別に厚生労働大臣が定める基準（注）に適合している介護職員の賃
金の改善等を実施しているものとして京都府知事に届け出た介護医
療院が，入所者に対し，介護医療院サービスを行った場合には，当該
基準に掲げる区分に従い，令和６年３月 31 日までの間，次に掲げる
単位数を所定単位数に加算しているか。 
 ただし，次に掲げるいずれかの加算を算定している場合において
は，次に掲げるその他の加算は算定しない。 

 
１ 介護職員処遇改善加算（Ⅰ） 

主眼事項第６の３(1)から(35)までにより算定した単位数の 1000分
の 26に相当する単位数 

２ 介護職員処遇改善加算（Ⅱ） 
主眼事項第６の３(1)から(35)までにより算定した単位数の 1000分

の 19に相当する単位数 
３ 介護職員処遇改善加算（Ⅲ） 

主眼事項第６の３(1)から(35)までにより算定した単位数の 1000分
の 10に相当する単位数 

 
 注 厚生労働大臣が定める基準 ◆平２７厚労告９５第１００号の７  
 イ 介護職員処遇改善加算（Ⅰ） 
    次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 
  ⑴ 介護職員の賃金（退職手当を除く。）の改善に要する費用の見

込額（賃金改善に伴う法定福利費等の事業者負担の増加分を含む
ことができる。以下同じ。）が，介護職員処遇改善加算の算定見
込額を上回る賃金改善に関する計画を策定し，当該計画に基づき
適切な措置を講じていること。 

  ⑵  当該介護医療院において，⑴の賃金改善に関する計画，当該
計画に係る実施期間及び実施方法その他の介護職員の処遇改善
の計画等を記載した介護職員処遇改善計画書を作成し，全ての介
護職員に周知し，京都府知事に届け出ていること。 

  ⑶ 介護職員処遇改善加算の算定額に相当する賃金改善を実施す 
ること。ただし，経営の悪化等により事業の継続が困難な場合， 
当該事業の継続を図るために介護職員の賃金水準（本加算によ 
る賃金改善分を除く。）を見直すことはやむを得ないが，その内
容について京都府知事に届け出ること。 

  ⑷ 当該介護医療院において，事業年度ごとに介護職員の処遇改善
に関する実績を京都府知事に報告すること。 

  ⑸ 算定日が属する月の前 12 月間において，労働基準法，労働者
災害補償保険法，最低賃金法，労働安全衛生法，雇用保険法その
他の労働に関する法令に違反し，罰金以上の刑に処せられていな
いこと。  

  ⑹ 当該介護医療院において，労働保険料の納付が適正に行われて
いること。 

   ⑺ 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 
   ア 介護職員の任用の際における職責又は職務内容等の要件  
    （介護職員の賃金に関するものを含む。）を定めていること。 
   イ アの要件について書面（就業規則等）をもって作成し全て 
    の介護職員に周知していること。 
   ウ 介護職員の資質の向上の支援に関する計画を策定し，当該 
    計画に係る研修の実施又は研修の機会を確保していること。 
   エ  ウについて，全ての介護職員に周知していること。 

オ  介護職員の経験若しくは資格等に応じて昇給する仕組みは
一定の基準に基づき定期に昇給を判定する仕組みを設けてい
ること。 

カ  オの要件について書面をもって作成し，全ての介護職員に周
知していること 

 
Ｈ24Ｑ＆Ａ Vol.１ 問227（抜粋） 

     計画については特に基準等を設けておらず，計画期間は必ず
しも賃金改善実施期間と合致しなくても良い。 

 
⑻ ⑵の届出に係る計画の期間中に実施する介護職員の処遇改善の

 

適 

・ 

否 

 

【 算定の有・無 】 

 
介護職員数 

 (       名) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

□ 賃金改善計画の確認

(算定見込額，賃金改善

の時期・方法等) 

 

□ 賃金改善の根拠規程

（賃金規程等）を確認 

 

□ 処遇改善計画書を確

認，周知方法の確認 

 

□賃金台帳，給与明細

書，源泉徴収票等を確認 

 

□ 処遇改善実績報告書

の確認 

年度最終の加算支払月

の翌々月の末日までに

実績報告書を提出 

（例：加算を算定する

最後のサービス提供月

が３月の場合、５月支

払となるため、２か月

後の７月末となる） 

 

□ 労働保険関係成立

届、労働保険概算・確

定保険料申告書等を確

認 

 

□ 雇用契約書を確認 

 

□ 就業規則等を確認 

 

□ 資質向上支援計画，

研修計画及び研修実施

記録を確認 

 

□ 処遇改善内容（賃金

改善を除く）及び全職員
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主 眼 事 項 着  眼  点  等 評価 備  考 

内容（賃金改善に関するものを除く。）及び当該介護職員の処遇
改善に要する費用の見込額をすべての介護職員に周知している
こと。 

 
ロ 介護職員処遇改善加算（Ⅱ） 

   イ⑴～⑹まで，⑺アからエまで及び⑻の掲げる基準のいずれにも
適合すること。 

 
 ハ 介護職員処遇改善加算（Ⅲ） 
   次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 
  ⑴ イ⑴から⑹まで及び⑻に掲げる基準に適合すること。 
  ⑵ 次に掲げる基準（ア・イ）のいずれかに適合すること。 
   ア 次に掲げる要件の全てに適合すること。 

ａ 介護職員の任用の際における職責又は職務内容等の要件
（介護職員の賃金に関するものを含む。）を定めていること。 

ｂ ａの要件について書面をもって作成し，全ての介護職員に
周知していること。 

イ 次に掲げる要件の全てに適合すること。 
ａ 介護職員の資質の向上の支援に関する計画を策定し，当該
計画に係る研修の実施又は研修の機会を確保していること。 

ｂ ａについて，全ての介護職員に周知していること。   
  
  ※ 当該加算は区分支給限度基準額の算定対象外とする。 
   ※  介護職員処遇改善加算及び介護職員等特定処遇改善加算に関

する基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示につい

て R3.3.16 老発 0316第 4号 9(1)をすること。 

への周知を確認 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
(37)介護職員等
特定処遇改善
加算 

 

 
□ 別に厚生労働大臣が定める基準（注）に適合している介護職員等
の賃金の改善等を実施しているものとして京都府知事に届け出た介
護医療院が，入所者に対し，介護医療院サービスを行った場合は，
当該基準に掲げる区分に従い，次に掲げる単位数を所定単位に加算
しているか。ただし，次に掲げるいずれかの加算を算定している場
合においては，次に掲げるその他の加算は算定しない。 

◆平１２厚告１９別表８ヘ注 
 

⑴ 介護職員等特定処遇改善加算(Ⅰ)  
主眼事項第６の３(1)から(35)までにより算定した単位数の 1000

分の 15 に相当する単位数 
⑵ 介護職員等特定処遇改善加算(Ⅱ)  

主眼事項第６の３(1)から(35)までにより算定した単位数の 1000
分の 11 に相当する単位数 

 
 注 厚生労働大臣が定める基準 ◆平２７厚労告９５第１００号の８  
  イ 介護職員等特定処遇改善加算（Ⅰ） 
    次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

⑴ 介護職員その他の職員の賃金改善について，次に掲げる基
準のいずれにも適合し，かつ，賃金改善に要する費用の見込
額が介護職員等特定処遇改善加算の算定見込額を上回る賃金
改善に関する計画を策定し，当該計画に基づき適切な措置を
講じていること。 
㈠ 経験・技能のある介護職員のうち１人は，賃金改善に要
する費用の見込額が月額８万円以上又は賃金改善後の賃金
の見込額が年額 440 万円以上であること。ただし，介護職
員等特定処遇改善加算の算定見込額が少額であることその
他の理由により，当該賃金改善が困難である場合はこの限
りでないこと。 

㈡ 介護医療院における経験・技能のある介護職員の賃金改
善に要する費用の見込額の平均が，介護職員（経験・技能
のある介護職員を除く。）の賃金改善に要する費用の見込額
を上回っていること。 

㈢ 介護職員（経験・技能のある介護職員を除く。）の賃金改
善に要する費用の見込額の平均が，介護職員以外の職員の
賃金改善に要する費用の見込額の平均の２倍以上であるこ
と。ただし，介護職員以外の職員の平均賃金額が介護職員
（経験・技能のある介護職員を除く。）の平均賃金額を上回

 

適 

・ 

否 

 

【 算定の有・無 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

□ 賃金改善の根拠規程

（賃金規程等）を確認 

 

□賃金台帳，給与明細

書，源泉徴収票等を確認 

 

経験・技能のある介護

職員数 

（       名） 

月額平均８万円の賃金

改善となる者又は改善

後の賃金が年額 440 万

円となる者の人数 

（       名） 

 

□ 特定処遇改善計画書

の確認，周知方法の確認 

 

□賃金台帳，給与明細

書，源泉徴収票等を確認 
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主 眼 事 項 着  眼  点  等 評価 備  考 

らない場合はその限りでないこと。 
㈣ 介護職員以外の職員の賃金改善後の賃金の見込額が年額
440 万円を上回らないこと。 

⑵ 当該介護医療院において，賃金改善に関する計画，当該計
画に係る実施期間及び実施方法その他の当該施設の職員の処
遇改善の計画等を記載した介護職員等特定処遇改善計画書を
作成し，全ての職員に周知し，京都府知事に届け出ているこ
と。 

⑶ 介護職員等特定処遇改善加算の算定額に相当する賃金改
善を実施すること。ただし，経営の悪化等により事業の継続
が困難な場合，当該事業の継続を図るために当該事業所の職
員の賃金水準（本加算による賃金改善分を除く。）を見直すこ
とはやむを得ないが，その内容について京都府知事に届け出
ること。 

⑷ 事業年度ごとに当該事業所の職員の処遇改善に関する実
績を京都府知事に報告すること。 

⑸ 介護医療院サービス費におけるサービス提供体制強化加算
(Ⅰ)又は(Ⅱ)のいずれかを届け出ていること。 

⑹ 介護医療院サービス費における介護職員処遇改善加算
(Ⅰ)から(Ⅲ)までのいずれかを算定していること。 

(7) ⑵の届出に係る計画の期間中に実施する職員の処遇改善の
内容(賃金改善に関するものを除く。以下この号において同
じ。)及び当該職員の処遇改善に要する費用の見込額を全ての
職員に周知していること。 

⑻ ⑺の処遇改善の内容等について，インターネットの利用そ
の他の適切な方法により公表していること。 

ロ 介護職員等特定処遇改善加算(Ⅱ) 
  イ⑴から⑷まで及び⑹から⑻までに掲げる基準のいずれにも適合

すること。 
 
※ 当該加算は区分支給限度基準額の算定対象外とする。 
※  介護職員処遇改善加算及び介護職員等特定処遇改善加算に関す
る基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について
R3.3.16老発 0316第 4号 9(1)を参照すること。 

 
H31 Q＆A VOL.1問1 
 介護職員等特定処遇改善加算については， 

・現行の介護職員処遇改善加算（Ⅰ）から（Ⅲ）までを取得して
いること 

・介護職員処遇改善加算の職場環境等要件に監視，複数の取組を
行っていること 

・介護職員処遇改善加算に基づく取組について，ホームページへ
の掲載等を通じた見える化を行っていること 

を満たす事業所が取得できることから，勤続10年以上の介護福祉士
がいない場合であっても取得可能である。 
 

H31 Q＆A VOL.1問３ 
  事業所において，ホームページを有する場合，そのホームページ

を活用し， 
 ・介護職員等特定処遇改善加算の取得状況 
 ・賃金改善以外の処遇改善に関する具体的な取組内容 
 を公表することも可能である。 
H31 Q＆A VOL.1問４ 
  「勤続10年の考え方」については， 
  ・勤続年数を計算するに当たり，同一法人のみだけでなく，他法

人や医療機関等での経験等も通算する 
  ・すでに事業所内で設けられている能力評価や等級システムを活

用するなど，10年以上の勤続年数を有しない者であっても業務
や技能等を勘案して対象とする 

 など，各事業所の裁量により柔軟に設定可能である。 
H31 Q＆A VOL.1問５ 
  経験・技能のある介護職員については，勤続10年以上の介護福祉

士を基本とし，各事業所の裁量において設定することとなり,処遇改
善計画書及び実績報告書において，その基準設定の考え方について
記載することとしている。 

 

□ 特定処遇改善実績報

告書の確認 

年度最終の加算支払月

の翌々月の末日までに

実績報告書を提出 

（例：加算を算定する

最後のサービス提供月

が３月の場合、５月支

払となるため、２か月

後の７月末となる） 

 
サービス提供体制強化
加算 

【Ⅰ･Ⅱ】 
 

介護職員処遇改善加算 
【Ⅰ･Ⅱ･Ⅲ】 

 

□ 処遇改善内容（賃金
改善を除く）及び全職
員への周知を確認 

 
□ ホームページ等の確

認 
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H31 Q＆A VOL.1問６ 
  月額8万円の処遇改善の計算に当たっては，介護職員等特定処遇改

善加算にもよる賃金改善分で判断するため，現行の介護職員処遇改
善加算による賃金改善分とは分けて判断することが必要である。 

H31 Q＆A VOL.1問１０ 
その他の職種の 440 万円の基準についての非常勤職員の給与の計

算に当たっては，常勤換算方法で計算し，賃金額を判断することが
必要である。 

(38) 介護職員
等ベースアッ
プ等支援加算 

 

□ 別に厚生労働大臣が定める基準（注）に適合している介護職員等
の賃金の改善等を実施しているものとして京都府知事に届け出た介
護医療院が、入所者に対し、施設サービスを行った場合は主眼事項
第６の３(1)から(35)までにより算定した単位数の1000分の5に相当
する単位数を所定単位数に加算しているか。 
◆平１２厚告２１別表４ヤ注 

 
 注 別に厚生労働大臣が定める基準 ◆平２７厚告９５第１００号の９ 
   次に揚げる基準のいずれにも適合すること。 
  イ 介護職員その他の職員の賃金改善について、賃金改善に要す

る費用の見込額が介護職員等ベースアップ等支援加算の算定見
込額を上回り、かつ、介護職員及びその他の職員のそれぞれに
ついて賃金改善に要する費用の見込額の３分の２以上を基本給
又は決まって毎月支払われる手当に充てる賃金改善に関する計
画を策定し、当該計画に基づき適切な措置を講じていること。 

  ロ 施設において、賃金改善に関する計画、当該計画に係る実施
期間及び実施方法その他の当該事業所の職員の処遇改善の計画
等を記載した介護職員等ベースアップ等支援計画書を作成し、
全ての職員に周知し、京都府知事に届け出ていること。 

  ハ 介護職員等ベースアップ等支援加算の算定額に相当する賃金
改善を実施すること。ただし、経営の悪化等により事業の継続
が困難な場合、当該事業の継続を図るために当該施設の職員の
賃金水準（本加算による賃金改善分を除く。）を見直すことはや
むを得ないが、その内容について京都府知事に届け出ること。 

  ニ 当該施設において、事業年度ごとに当該施設の職員の処遇改
善に関する実績を京都府知事に報告すること。 

  ホ サービス費における介護職員処遇改善加算（Ⅰ）から（Ⅲ）
までのいずれかを算定していること。 

  ヘ ロの届出に係る計画の期間中に実施する職員の処遇改善に要
する費用の見込額をすべての職員に周知していること。 

 
※ 当該加算は区分支給限度基準額の算定対象外とする。 
※ 介護職員処遇改善加算、介護職員等特定処遇改善加算及び介護職員
等ベースアップ等支援加算に関する基本的考え方並びに事務処理手
順及び様式例の提示について（令和 4 年 6 月 21 日付け老発 0621 第 1
号厚生労働省老健局長通知）を確認すること。 

適 

・ 

否 

【 算定の有・無 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

介護職員処遇改善加算

の算定 

【 Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ 】 

 
第７ 預り金 
 の出納管理 
 
 

 
□ 預り金の出納管理を行っている場合には，次の要件を満たし，適

正な出納管理が行われているか。◆平１２老企５４別紙（４）④ 
⑴ 責任者及び補助者が選定され，印鑑と通帳が別々に保管されてい

ること。  
⑵ 適切な管理が行われていることの確認が複数の者により常に行

える体制で出納事務が行われていること。 
⑶  入所者等との保管依頼書（契約書），個人別出納台帳等，

必要な書類を備えていること。 

 

適 

・ 

否 

 
【 預り金の有・無 】 
 

平成12年3月30日老企
第54号「通所介護等に
おける日常生活に要す
る費用の取扱いについ
て」の別紙(7)③参照 

 

 


